
 

苫小牧市行政創革プラン 

令和４年度進捗状況に関する意見書 

令和５年８月８日 

苫小牧市行政改革推進審議会 



 

目 次 

 

【本編】 

１ はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ １ 

２ 評価方法について ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ２ 

３ 令和４度進捗状況の評価について ・・・・・・・・・Ｐ ３ 

４ 総評  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１７ 

 

【資料編】 

令和４年度進捗状況シート  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ はじめに 

 

令和２年度から５年間を計画期間としている『行政創革プラン』は、「行政  

費用の抑制」と「市民サービスの向上」の相反する課題にチャレンジするという、

これまでの行政改革の方向性を継承した上で、「未だないもの」を発想し、新たな

手法や新たな価値観を創り上げることを意識した計画となっています。 

この『行政創革プラン』も取組開始から３年が経過し、当初に掲げた全 70 の

実践項目のうち、新たに13項目が令和４年度末をもって取組終了となりました。

各部署の努力により取組が着実に進められ、当初の目標以上の効果が現れている

ものも見られるほか、行政改革の意識が市職員に定着してきていると感じている 

ところです。 

また、少子高齢化や人口減少が同時に進行し、日々変化する社会経済情勢に 

よって、行政に求められるサービスや解決すべき課題も変わっていく中で、  

新たな視点での見直しを図りながら行政改革の取組を推進していくことが重要

となります。 

昨年度、計画期間の中間年として取組内容の見直しを行いましたが、これまで

の基本的な考え方を維持しつつ、変化に対応した取組を推進するとともに、  

新たな発想とチャレンジする意識を持って取り組んでいくべきと考えます。 

 この度、本審議会では令和４年度の取組の進捗状況について評価を行い、意見

書として取りまとめました。 

本意見書が今後の取組に有効に活用され、各部署が創意工夫を凝らした取組を

積極的に行うことで、本市の行政改革の推進に寄与することを期待します。 

 

令和５年８月吉日 

苫小牧市行政改革推進審議会  

会  長     関 根  久 修  
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２ 評価方法について 
 

  評価の流れ 

行政創革プランでは、計画の各年度で取組の進捗状況についての評価を 

行い、計画期間の中間年度と最終年度には、取組の有効性について評価を 

行う。 

令和２年度 行政創革プランの取組開始 

令和３年度 ①令和２年度の進捗状況の評価 

令和４年度 ②令和３年度の進捗状況及び取組の有効性の評価 

令和５年度 ③令和４年度の進捗状況の評価 

令和６年度 ④令和５年度の進捗状況の評価 

令和７年度 ⑤取組の有効性の評価 

 

  評価方法 

毎年度、担当部署による実践項目の自己評価を行い、審議会では取組項目

の評価を行うことで、取組の効果や有効性の検証を行う。 

ア 担当部署による自己評価 

当該年度に行うべき取組内容について、【進捗度・連携度・効率性・   

創造性】の４項目で０～３までの４段階で評価を行い、総合評価（Ａ～Ｄ）

を行う。 

イ 毎年度の進捗状況に対する評価 

担当部署が作成する進捗状況シートを参考に、「取組項目」ごとに特筆

すべき内容を意見する。 

  ウ 中間年及び最終年の取組の有効性の評価 

担当部署が行った自己評価等を踏まえ、次の評価基準で「取組項目」  

ごとに評価を行う。取組項目ごとに特筆すべき内容を意見する。 

５ 非常に評価できる 

４  

３ おおむね評価できる 

２  

１ 課題あり 
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３ 令和４年度 進捗状況の評価について 
 



行政創革プラン取組状況一覧【取組項目別】

財政 ｻｰﾋﾞｽ 協働 施設 民活 ICT 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

1 新たな財源確保に向けた取組 ○ ○ ○ ○ 3 2.3 2.3 2.3 2.3 9.2

2 民間資本の活用の検討 ○ ○ ○ ○ ○ 3 1.7 2.7 2.3 2.0 8.7

3 市立病院の経営健全化に向けた取組 ○ 1 1.0 3.0 3.0 3.0 10.0

4 市政情報の効果的な発信 ○ ○ ○ 3 2.3 3.0 2.7 2.7 10.7

5 多文化共生のまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○ 3(2) 2.5 3.0 3.0 2.0 10.5

6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ○ ○ ○ 2 1.5 3.0 2.0 2.0 8.5

7 窓口の利便性向上に向けた取組 ○ ○ 3 2.0 2.7 2.0 2.3 9.0

8 支払方法の多様化 ○ ○ ○ ○ 3(1) 3.0 2.0 3.0 2.0 10.0

9 市民の安全安心に関する取組 ○ ○ ○ 3 2.0 3.0 2.3 2.0 9.3

10 町内会の活性化に向けた取組 ○ 1 2.0 3.0 2.0 2.0 9.0

11 公共施設マネジメントの推進 ○ ○ ○ ○ ○ 7 2.1 2.6 2.1 2.1 8.9

12 行政事務の民間委託 ○ ○ ○ ○ 6 2.5 3.0 2.8 2.2 10.5

13 公共施設等への民間活力の活用 ○ ○ ○ ○ 4(3) 2.0 3.0 2.3 2.7 10.0

14 上下水道事業への民間活力の活用 ○ ○ ○ 4(2) 1.5 2.5 2.5 2.0 8.5

15 ＲＰＡの導入 ○ ○ ○ 4 1.8 2.5 2.0 2.5 8.8

16 ＡＩの活用 ○ ○ ○ 2 3.0 2.5 2.0 3.0 10.5

17 庁内文書の電子化の推進 ○ ○ 4(3) 2.0 2.7 2.0 2.7 9.4

18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 ○ ○ ○ 4(3) 2.0 2.3 2.3 2.3 8.9

19 システム化による業務の効率化 ○ ○ 3(2) 2.0 2.5 2.5 2.0 9.0

20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 ○ ○ 3 2.0 3.0 2.7 3.0 10.7

21 簡素で効率的な組織づくり ○ 4 1.8 2.5 2.5 2.0 8.8

Ｒ４年度末

合計№ 　取組項目
テーマ 実践

項目
数

自己評価平均値 担当課自
己評価（総
合評価）

A

A

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

※　実践項目数欄の（　）は、過年度に取組が終了した実践項目の数を除いたもの　　

Ｂ

Ｂ

A

Ｂ

A

A

Ｂ

Ｂ

A

Ｂ

A

Ｂ
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　行政創革プラン取組状況一覧 【実践項目別】 Ｒ４年度末

Ｒ２ Ｒ３ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

1 №1 新たな財源確保に向けた取組 ガバメントクラウドファンディングの実施 Ｂ Ｂ 2 2 1 2 7 Ｃ （政）政策推進課、（財）財政課

2 №1 新たな財源確保に向けた取組 企業版ふるさと納税の導入 Ａ Ａ 3 2 3 2 10 Ａ （政）政策推進課、（財）財政課

3 №1 新たな財源確保に向けた取組 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 Ａ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （財）財政課、各担当部署

4 №2 民間資本の活用の検討 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

5 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 Ｂ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （民）市民ホール建設準備室

6 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 Ａ Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （政）スポーツ都市推進課

7 №3 市立病院の経営健全化に向けた取組 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 Ｂ Ｂ 1 3 3 3 10 Ｂ （病）経営管理課、（病）医事課

8 №4 市政情報の効果的な発信 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 Ａ Ａ 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

9 №4 市政情報の効果的な発信 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 Ａ Ａ 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ （環）ゼロごみ推進課

10 №4 市政情報の効果的な発信 子ども・子育てポータルサイトの開設 Ｃ Ｃ 1 3 2 2 8 Ｂ （健）こども育成課

11 №5 多文化共生のまちづくりの推進 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 Ｂ Ｂ 2 3 3 2 10 Ａ （政）未来創造戦略室

12 №5 多文化共生のまちづくりの推進 窓口における外国人対応の検討 Ａ Ａ - - - - - - Ｒ３ （民）窓口サービス課

13 №5 多文化共生のまちづくりの推進 外国語教育の充実 Ｂ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ （教）指導室

14 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 地域公共交通網形成計画の推進 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （政）まちづくり推進課

15 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 Ｂ Ｃ 1 3 2 2 8 Ｂ （政）まちづくり推進課

16 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 住民異動等におけるタブレット端末の活用 Ｂ Ｂ 2 2 2 3 9 Ｂ （民）窓口サービス課

17 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 窓口の混雑状況に関する市民周知 Ａ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

18 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 ふくし総合相談窓口機能の充実 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （福）総合福祉課

19 №8 支払方法の多様化 市税のキャッシュレス化 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ３ （財）納税課

20 №8 支払方法の多様化 証明発行手数料等のキャッシュレス化 Ｂ Ａ 3 2 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課

21 №8 支払方法の多様化 水道料金のキャッシュレス化 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ３ （水）水道窓口課

22 №9 市民の安全安心に関する取組 危機管理に関する情報発信の強化 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （民）危機管理室

23 №9 市民の安全安心に関する取組 救急車適正利用の推進 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （消）総務課

24 №9 市民の安全安心に関する取組 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ Ｒ４ （消）総務課

25 №10 町内会の活性化に向けた取組 町内会の活性化に向けた取組 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）市民生活課

26 №11 公共施設マネジメントの推進 公共施設等総合管理計画の推進 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （財）管財課、各担当部署

27 №11 公共施設マネジメントの推進 公有財産の売却促進及び有効活用 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （財）管財課

28 №11 公共施設マネジメントの推進 動物火葬場の在り方の検討 Ｃ Ｂ 3 3 1 2 9 Ｂ （環）環境生活課

29 №11 公共施設マネジメントの推進 市立保育園の効率的な運営に向けた取組 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ４ （健）こども育成課

30 №11 公共施設マネジメントの推進 公園の維持管理手法の在り方の検討 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

31 №11 公共施設マネジメントの推進 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）住宅課

32 №11 公共施設マネジメントの推進 小中学校規模適正化の取組 Ａ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （教）総務企画課

33 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における電話交換業務の民間委託 Ｂ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ４ （総）総務課

34 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における総合案内業務の民間委託 Ｂ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ４ （総）総務課

35 №12 行政事務の民間委託 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ Ｒ４ （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

36 №12 行政事務の民間委託 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 Ｃ Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （環）環境生活課

37 №12 行政事務の民間委託 介護保険業務の民間委託の検討 Ａ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ （福）介護福祉課

38 №12 行政事務の民間委託 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （健）こども支援課

39 №13 公共施設等への民間活力の活用 庁舎管理業務の民間委託 Ｃ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （総）総務課

40 №13 公共施設等への民間活力の活用 放課後児童クラブ業務の民間委託 Ｂ Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （健）青少年課

41 №13 公共施設等への民間活力の活用 公設地方卸売市場への民間活力の活用 Ａ Ａ 2 3 2 3 10 Ａ Ｒ４ （産）農業水産振興課

42 №13 公共施設等への民間活力の活用 市営住宅管理業務への民間活力の活用 Ｂ Ａ - - - - - - Ｒ３ （都）住宅課

43 №14 上下水道事業への民間活力の活用 水道窓口課業務の民間委託 Ｂ Ｂ 1 2 3 2 8 Ｂ （水）水道窓口課

44 №14 上下水道事業への民間活力の活用 水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ２ （水）水道課

45 №14 上下水道事業への民間活力の活用 下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ２ （水）下水道課

46 №14 上下水道事業への民間活力の活用 浄水場管理運転業務の民間委託の検討 Ｃ Ｃ 2 3 2 2 9 Ｂ （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

47 №15 ＲＰＡの導入 人事業務への導入 Ａ Ｂ 2 2 2 3 9 Ｂ （総）行政監理室

48 №15 ＲＰＡの導入 税務業務への導入 Ａ Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （財）市民税課

49 №15 ＲＰＡの導入 窓口業務への導入 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

50 №15 ＲＰＡの導入 予防接種等業務への導入 Ｂ Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （健）健康支援課

51 №16 ＡＩの活用 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 Ａ Ａ 3 2 2 3 10 Ａ （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

52 №16 ＡＩの活用 ＡＩによる自動応答システム導入の検討 Ｃ Ｂ 3 3 2 3 11 Ａ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

53 №17 庁内文書の電子化の推進 庁内会議へのタブレット端末の導入 Ａ Ａ - - - - - - Ｒ３ （政）政策推進課

54 №17 庁内文書の電子化の推進 公文書の電子的管理に関するルールづくり Ｃ Ｂ 2 3 1 2 8 Ｂ （総）法務文書課

55 №17 庁内文書の電子化の推進 無線ネットワーク環境の整備 Ｂ Ｂ 1 2 2 3 8 Ｂ （総）ＩＣＴ推進室

56 №17 庁内文書の電子化の推進 市議会へのタブレット端末の導入 Ａ Ａ 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ 議会事務局

57 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 会計事務の在り方の検討 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ４ 会計課

58 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 給与支給事務の集約化及び民間委託 Ａ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （総）行政監理室

59 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 旅費事務の集約化及び民間委託の検討 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

60 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 競争入札参加資格の有効期間延長の検討 Ａ Ａ - - - - - - Ｒ２ （財）契約課

61 №19 システム化による業務の効率化 住居表示システムの導入 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

62 №19 システム化による業務の効率化 公園施設管理支援システムの導入 Ｂ Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ （都）緑地公園課

63 №19 システム化による業務の効率化 営繕積算システムの導入 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ２ （都）建築課

Ｒ4自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目
総合評価

4



Ｒ２ Ｒ３ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

Ｒ4自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目
総合評価

64 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 職員人材育成の推進 Ａ Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （総）行政監理室

65 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 出退勤管理手法の検討 Ｂ Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

66 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 フレックスタイム制導入の検討 Ｂ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

67 №21 簡素で効率的な組織づくり 職員数の適正化 Ｂ Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

68 №21 簡素で効率的な組織づくり 組織機構の再調整 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （総）行政監理室

69 №21 簡素で効率的な組織づくり 選挙事務の在り方の検討 Ｂ Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ 選挙管理委員会事務局

70 №21 簡素で効率的な組織づくり 監査機能の強化と監査資源の有効活用 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 監査委員事務局

5



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
意見等 
・ 「ガバメントクラウドファンディング」は、実現した案件が無く準備作業にとどまっているため、  

今後に期待したい。 

・ 「企業版ふるさと納税」が順調に拡大し、大きな成果を上げていることは高く評価できる。今後も  

推進されることを期待する。 

・ ネーミングライツは、地元事業者の地域貢献に対する選択肢が増えることにつながるため、積極的に

取り組んでいただくとともに、利用する市民が混乱しないネーミングを意識することも必要であること

から、そのバランスを大切にしてほしい。 

・ 取組全体として評価できる一方で、使途については寄附者の意向もあるが、事業に充当する内容の 

妥当性や活用後の寄附者への説明、他の政策項目と同じように市民の眼を通すなど、使途のチェック 

方法が今後の課題といえる。 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
意見等 
・ №４に関して、包括連携協定については「具体的にどう生かすか」ということが重要であり、難しい

部分でもあるため、その手法について検討願いたい。 

・ 苫小牧市民文化ホールについて、Ｒ８年３月の供用開始に向けて順調に作業が進められているものと

認められる。この事業が市におけるＰＦＩ事業の手本となるよう、取組を推進していただきたい。 

・ ＰＦＩ手法の取組に関して、公共工事一般にいえることだが、昨今の建材や人件費などの急騰により

契約後の見直しなどの事例もみられることから、その影響についてもしっかりと点検する必要がある。 

・ 民間資本の活用は、施設の稼働率が高く、多くの市民が利用するものであれば大変良い施策であると

考えるが、民間事業者は収益確保が命題となっており、様々な課題も含めて対象とする事業については

慎重な検討をお願いしたい。 

・ 大型事業である苫小牧市民文化ホールの建設に続き、今後の移転・新築計画の際には手法の検討も 

重要な要素ではあるが、計画初期から広く市民からの要望を募る等「主体は市民である」ことを大切に

して取り組んでいただきたい。 

 
 

1

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ 2.3 2.3 2.3 2.3 9.2 B

進捗度 連携度 効率性 創造性

1 2 2 1 2 7 Ｃ （政）政策推進課、（財）財政課

2 3 2 3 2 10 Ａ （政）政策推進課、（財）財政課

3 2 3 3 3 11 Ａ （財）財政課、各担当部署

総合評価
取組
終了

担当部署
前プラン

継続

新たな財源確保に向けた取組

自己評価（担当部署）
合計

テーマ

ガバメントクラウドファンディングの実施

企業版ふるさと納税の導入

広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大

平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名

2

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ ○ 1.7 2.7 2.3 2.0 8.7 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

4 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

5 2 3 3 2 10 Ａ （民）市民ホール建設準備室

6 1 3 2 2 8 Ｂ （政）スポーツ都市推進課

取組
終了

担当部署

官民連携手法（ＰＰＰ）の推進

ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備

ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

民間資本の活用の検討

6



 
 
 
 
 
 
 
 
 

意見等 
・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による国や北海道からの支援事業により、一時的に資金収支が

改善された。コロナ後の日常に戻り、物価高騰など状況の変動が激しい中、基幹病院として持続可能な

経営強化プランの策定に期待する。 
・ 新型コロナウイルス感染症のほか、エネルギーコストの増大等、数年前には考えられなかった環境 

変化の中、市の医療の中核を担う施設として、その役割と財源や収支についての考え方を経営強化プラ

ンの中で示すとともに、プランの進捗をしっかりと管理していただきたい。 
・ 地域におけるコロナ治療の拠点病院として奮闘した事情を踏まえると、作業の遅延はやむを得ない。 
・ コロナ禍における実績は今後の参考となりにくいため、新たな動向を注視しつつ、経営強化プランを

短期間毎に検証しながら推進していただきたい。 
 
 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ №８及び№９について、利用者数の増加が数字で確認されており評価できる。Ｒ４年度で取組終了と

なっているが、引き続き利便性の向上に向けた見直しをお願いしたい。 

・ アプリの登録者数及びダウンロード数が伸びていることは評価できる。今後は、利用者の意見を拾い

上げてフィードバックしながら、より良いツールとなることを期待する。 

・ ＬＩＮＥ公式アカウントから多くの情報を得ているが、当初と比べて情報量が多すぎてスルーする 

ことが多くなった実感がある。ブロック数の増加抑制をはじめとして、改めて配信内容や方法の見直し

を実施するなど、改善に向けた取組をお願いしたい。 

・ 子ども・子育てポータルサイトの開設など、取組に進捗が見られたことは評価できる。 

 
 
 
 
 
 

3

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ 1.0 3.0 3.0 3.0 10.0 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

7 1 3 3 3 10 Ｂ （病）経営管理課、（病）医事課

市立病院の経営健全化に向けた取組

取組
終了

担当部署

新たな市立病院経営改革プランの策定と推進

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

4

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 2.3 3.0 2.7 2.7 10.7 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

8 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

9 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ （環）ゼロごみ推進課

10 1 3 2 2 8 Ｂ （健）こども育成課

取組
終了

担当部署

苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入

ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充

子ども・子育てポータルサイトの開設

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

市政情報の効果的な発信

7



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ №11 に関して、以前はアンケート調査の回答率の低さが課題とされていたが、調査方法を工夫した

ことで回答率が改善しており、ＰＤＣＡサイクルがうまく機能した事例として評価できる。 

・ コロナ禍ではあるが、在住外国人へのヒアリングをはじめとして可能な限りの情報収集を行って  

おり、今後はまちづくりにどう生かしていくのかという段階に移行する。外国人技術者を大量に予定 

する企業の立地も見据え、取組が急がれるテーマである。 

・ 新型コロナウイルス感染症が落ち着きを見せることで、国際交流が活性化することが期待される  

ため、これまでの調査を踏まえ、指針策定に向けたビジョンを早期に策定していただきたい。 

・ №11 について、特に津波や地震に対する防災や避難時の対応など、外国人が本市に転入した時点  

ですぐに把握できる仕組みとなるよう期待したい。 

・ №13に関して、ＡＬＴの活用頻度がＫＰＩとして示されている。今後は、頻度の増加に対する評価と

ともに、ＡＬＴを活用した「質」についての目標と評価を加えると、より良い検証ができると思われる。 

 
－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
意見等 
・ この取組項目は、東西に長い本市の今後の高齢化や人口減少・偏在化の中で交通弱者を生じさせない

ための重要なテーマであることから、ＭａａＳを含む具体的な取組を着実に実施していただきたい。 

・ バスロケーションシステム利用のための周知の取組は評価できる。引き続きの市民の声から運用上の

課題を洗い出すとともに、利用者増加のための取組を進めていただきたい。 

・ デジタルサイネージの導入など、利便性向上の努力は理解するが、そもそも委託先のバス会社のバス

の老朽化が目立ち、効率的な小型バスの導入などの工夫が足りないと考える。 

・ コロナ禍以降、「タクシーがつかまりにくくなった」という声をよく聞くことから、今後はタクシー

も視野に入れた検討が必要と考える。 

・ 現状としては公共交通機関の利用者の利便性向上には寄与しているが、利用者の拡大には直接的につ

ながっていないと思われるため、そのあり方についてまちづくりの構想とともに改めて検証願いたい。 

 
 
 
 
 

5

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ 2.5 3.0 3.0 2.0 10.5 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

11 2 3 3 2 10 Ａ （政）未来創造戦略室

12 - - - - - - Ｒ３ （民）窓口サービス課

13 3 3 3 2 11 Ａ （教）指導室外国語教育の充実

多文化共生のまちづくりの推進

取組
終了

担当部署

国際化の推進・国際化に向けた指針の策定

窓口における外国人対応の検討

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

6

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 1.5 3.0 2.0 2.0 8.5 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

14 2 3 2 2 9 Ｂ （政）まちづくり推進課

15 1 3 2 2 8 Ｂ （政）まちづくり推進課

取組
終了

担当部署

地域公共交通網形成計画の推進

ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

公共交通の利便性向上に向けた取組

8



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
意見等 
・ №17 に関して、ＨＰ上での窓口の混雑状況の表示は、周知が進むことで効果が表れるものと考えら

れるため、より効果的な周知方法や情報へのアクセスのしやすさなど、改善を進めていただきたい。  

また、この取組でどの程度混雑解消につながったかという評価も行ってほしい。 

・ 「ふくし総合相談窓口」の体制整備が進み、市民の利便性向上につながっている点は高く評価したい。 

・ これらの取組は、市民の視点に立ちながら改善に向けた対応が行われており評価できる。 

・ 障害を持つ子の各種手続などに関する利便性は非常に改善しているほか、担当をまたいだ手続でも 

連携が取れていることから、引き続き更なる改善を進めていただきたい。 

 
 
 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ キャッシュレス決済は新たな事業者も追加され、利用者の満足度も高いことから評価できる。 

・ 今後は、継続した取組をお願いするとともに、利用者のニーズを確認の上、他の公金取扱部署に順次

拡大していくことが望まれる。 

・ 目に見える成果が認められ評価できる一方で、決済事業者の拡大等については、際限がなくなる可能

性があるため、アンケート等で市民ニーズを確認の上、検討していただきたい。 

・ コンビニ等でも支払方法の多様化が進んでおり、違和感なく市民に受け入れられている。 

ただし、変化の激しい時代のため、コストも増大も見据えた適度な対応が重要であると考える。 

 
 
 
 
 
 
 

7

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ 2.0 2.7 2.0 2.3 9.0 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

16 2 2 2 3 9 Ｂ （民）窓口サービス課

17 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

18 2 3 2 2 9 Ｂ （福）総合福祉課ふくし総合相談窓口機能の充実

窓口の利便性向上に向けた取組

取組
終了

担当部署

住民異動等におけるタブレット端末の活用

窓口の混雑状況に関する市民周知

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

8

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ 3.0 2.0 3.0 2.0 10.0 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

19 - - - - - - Ｒ３ （財）納税課

20 3 2 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課

21 - - - - - - ○ Ｒ３ （水）水道窓口課

取組
終了

担当部署

市税のキャッシュレス化

証明発行手数料等のキャッシュレス化

水道料金のキャッシュレス化

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

支払方法の多様化

9



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ №22 について、屋外スピーカーを戸別受信機や防災メールで補完する等、適切に対応されていると

認められる。 

・ 今後も、戸別受信機の周知及び活用のための周知について進めていくとともに、Ｊアラートに対する

取組の必要性についても検討願いたい。 

・ №23 に関して、救急車の適正利用ではタクシー代わりの利用は厳に戒める必要があるが、遠慮と  

ためらいから手遅れになる事態は防ぐべきである。特に、高齢者向けには正しい知識の啓蒙が必要で 

あると考える。 

 
 
 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 回覧板をスマホ回覧板に置き換えるなど、コロナの経験を踏まえた「伝達」の仕組みを生かすべき  

だと考える。スマートフォンの高齢者への普及促進を前提に仕組みを再構築すべきであり、従来の発想

ではない伝達の仕組みを考える時期に来ているといえる。 
・ 町内会活動を負担と感じる市民が一定数おり、活動が縮小している中で、ＩＣＴの進展と市民ニーズ

に合わせて、市民からのアンケート調査を参考にするなど、町内会が果たすべき役割を見直す必要が 

あると考える。 
・ 高齢化や住民意識の変化が進む中、新しい活動スタイルを模索していくことが加入率向上や活性化に

つながると思われるが、コロナ禍を経て、町内会に加入する意味合いを感じずにいる住民も増えている

ように思われる。コロナ禍で縮小した活動が、更に縮小することも危惧されることから、地域や行政  

情報の受発信、行事の実施、高齢者の見守りなど、町内会として期待される役割と町内会に加入する  

メリットを明確にした上で、加入促進に向けた手法を検討することが有益であると考える。 
・ ＩＣＴを活用した取組は非常に有益ではあるが、一方でデジタル・ディバイドへの対応を含めた検討

が求められる。 
 
 
 

9

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 2.0 3.0 2.3 2.0 9.3 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

22 2 3 3 2 10 Ａ （民）危機管理室

23 2 3 2 2 9 Ｂ （消）総務課

24 2 3 2 2 9 Ｂ Ｒ４ （消）総務課外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上

市民の安全安心に関する取組

取組
終了

担当部署

危機管理に関する情報発信の強化

救急車適正利用の推進

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

10

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ 2.0 3.0 2.0 2.0 9.0 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

25 2 3 2 2 9 Ｂ （民）市民生活課

取組
終了

担当部署

町内会の活性化に向けた取組

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

町内会の活性化に向けた取組

10



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ いずれの取組も市民サービスが低下しないよう配慮されており、かつ柔軟に方向性の見直しが行われ

ている。引き続き時代に即したマネジメントを進めていただきたい。 

・ 総じて順調に進捗しているものと評価できる。公共施設の維持管理コストの増嵩、人口減少・地域的

偏在の進展が予想される中、公共施設サービスを将来的にも維持するためには非常に重要な項目で  

あり、着実に進めていただきたい。 

・ №27 について、市有地の売却実績は約３億円と着実に成果が認められている。分譲地をＨＰ上に  

掲載することも重要だが、市役所の一階に閲覧できるスペースを設けるなど、更に広く周知を行う方法

についても検討していただきたい。 

・ 人口が減少する以上、公共施設の縮減は不可避であるが、市民の利便性をできるだけ低下させない 

よう、市立保育園運営見直しや小中学校規模適正化のような、きめ細やかな対応をお願いしたい。 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
意見等 
・ 民間委託は順調に進んでいると評価できる。民間委託を行っても市民は市職員と同じように捉える 

ため、業務の適正さについては今後も注意を払っていただきたい。 
・ 行政事務の民間委託は進んでおり、効果が見られている。民間委託について市民の理解を得られる 

ように、成功事例などを積極的にＰＲすべきである。 
・ 窓口業務の委託に当たっては、市職員が長年蓄積した知識や専門のスキル、非常時における対応など

のノウハウが引き継がれなければ、市民サービスの低下を招くことになるため、委託ありきの議論は 

一考を要すると考える。 
・ 市民サービスが低下しないよう配意しつつ、４項目で民間委託を開始するなど、順調に成果を挙げた

ものと評価できる。限られた財源と人員の中で多様な行政ニーズに対応するためには、業務効率化に 

加え、可能な業務について民間委託を進めることが重要である。 

11

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ ○ 2.1 2.6 2.1 2.1 8.9 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

26 2 3 2 2 9 Ｂ （財）管財課、各担当部署

27 2 3 3 2 10 Ａ （財）管財課

28 3 3 1 2 9 Ｂ （環）環境生活課

29 2 2 2 2 8 Ｂ ○ Ｒ４ （健）こども育成課

30 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

31 2 2 2 2 8 Ｂ （都）住宅課

32 2 3 3 3 11 Ａ （教）総務企画課

動物火葬場の在り方の検討

市立保育園の効率的な運営に向けた取組

公園の維持管理手法の在り方の検討

市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入

小中学校規模適正化の取組

公共施設マネジメントの推進

取組
終了

担当部署

公共施設等総合管理計画の推進

公有財産の売却促進及び有効活用

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

12

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ 2.5 3.0 2.8 2.2 10.5 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

33 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ４ （総）総務課

34 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ４ （総）総務課

35 2 3 3 2 10 Ａ Ｒ４ （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

36 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （環）環境生活課

37 3 3 3 2 11 Ａ （福）介護福祉課

38 2 3 2 2 9 Ｂ （健）こども支援課

行政事務の民間委託

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

介護保険業務の民間委託の検討

児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討

取組
終了

担当部署

本庁舎における電話交換業務の民間委託

本庁舎における総合案内業務の民間委託

窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用

畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託

前プラン
継続

11



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 民間移譲をはじめとして、Ｒ４年度で取組を終了している実施項目が２件あるほか、３項目とも具体

的な成果が認められ、かつ、経費削減も図られていることから、その進捗状況について大いに評価でき

る。 

・ 民間活力の活用に当たっては、市民サービス低下を招かないよう留意の上、効率性と満足度の高い 

サービスの両立を目指していただきたい。 

・ 市民サービスは景気の動向等の経済背景の変化に関わらず継続性が求められる反面、人件費をはじめ

とした様々なコストが増大していること、また、人材確保にも苦慮する現況であることから、民間委託

についてもこれまでの想定と異なる状況になることが想定される。今後の変化に柔軟な対応をするため

に、市内部のノウハウを失わないよう進めていただきたい。 

 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 「営業課業務の民間委託」については、目ぼしい進展がみられたとはいえず、本年度は民間委託に  

向けた具体的な成果が出ることを期待したい。 
・ 上下水道事業は、市民の生活を支える重要なインフラであるため、安全・安心を大前提として進めて

いただきたい。 
・ 上下水道事業の民間委託は「市民の命を民間に委ねる」ような誤解された意見が常にあることから、

地道に市民への理解を得るように啓蒙していく必要があると考える。 
・ 上下水道事業の維持のためには、安全・安心を確保しつつ、運営コストの削減が不可欠であると思わ

れる。民営化やＩＣＴの活用、さらには広域化など、どの手法を採用するかについては、先行事例を  

調査し、一定の方向性を見出していただきたい。 
・ 将来にわたって安定した水づくりを継続していくために、今後も様々な検討を進めていただきたい。 

 
 
 

13

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ ○ 2.0 3.0 2.3 2.7 10.0 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

39 2 3 2 2 9 Ｂ （総）総務課

40 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （健）青少年課

41 2 3 2 3 10 Ａ ○ Ｒ４ （産）農業水産振興課

42 - - - - - - ○ Ｒ３ （都）住宅課

公設地方卸売市場への民間活力の活用

市営住宅管理業務への民間活力の活用

公共施設等への民間活力の活用

取組
終了

担当部署

庁舎管理業務の民間委託

放課後児童クラブ業務の民間委託

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

14

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 1.5 2.5 2.5 2.0 8.5 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

43 1 2 3 2 8 Ｂ ○ （水）水道窓口課

44 - - - - - - Ｒ２ （水）水道課

45 - - - - - - Ｒ２ （水）下水道課

46 2 3 2 2 9 Ｂ ○ （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

取組
終了

担当部署

営業課業務の民間委託

水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託

下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託

浄水場管理運転業務の民間委託の検討

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

上下水道事業への民間活力の活用

12



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 人事・税務業務へのＲＰＡ導入は順調に進み、業務時間削減のほか、多くの成果をもたらしている。 
・ 事務の効率化の手法のひとつとして導入の成果を挙げている。作業時間の圧縮、短縮に効果がある 

ことは明確であることから、全庁的な導入可能性を検討していただきたい。 
・ 予防接種等業務への導入に当たっては、ＯＣＲを用いたデータ取込における識字率の問題をクリア 

できていないが、対応可能な範囲を洗い出し、業務効率化につなげることを期待したい。 
・ 業務効率化につながる便利なツールは、時代の流れに合わせて適切な運用規則や情報管理規則を設定

しながら、慎重かつ積極的に導入していただきたい。 
・ これらの取組は、地域企業にとって非常に参考になる取組であることから、対外的なＰＲについても

期待したい。 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
意見等 
・ ＡＩの活用については、政府でも活用を検討している分野であり、自治体も様々な事務処理への活用

を検討し、遅れることなく導入を行うとともに、業務時間の短縮につなげていくことが望ましい。 

・ ＡＩは、今後飛躍的な発展が期待できる分野であることに加え、既に庁内向けでは成果を挙げている

ことから、市民向け自動応答システムについても当初は対象範囲を絞ることで速やかに導入し、データ

を積み重ねる中でより洗練されたものに育てていただきたい。 

・ ＡＩの利用には、個人情報・守秘情報の取扱い等、様々な課題はあるが、庁内で一定のルールを定め

た上で、ＲＰＡ同様、利用拡大に取り組んでいただきたい。 

・ 労働力不足等もあり、今後、ＡＩ活用の場面がますます増えていくと予想されるが、人間力が必要な

行政マンが「ＡＩ作業のための作業」に多くの時間を取られることのないよう留意していただきたい。 

・ ＡＩヘルプデスクによる業務改善は評価できるが、ＡＩへの依存によって、「どこに正確な情報や  

最新情報が確認できるのか」といった知識が薄れないよう留意願いたい。 
 
 
 
 

15

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 1.8 2.5 2.0 2.5 8.8 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

47 2 2 2 3 9 Ｂ （総）行政監理室

48 2 3 2 3 10 Ａ （財）市民税課

49 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

50 1 3 2 2 8 Ｂ （健）健康支援課

窓口業務への導入

予防接種等業務への導入

ＲＰＡの導入

取組
終了

担当部署

人事業務への導入

税務業務への導入

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続

16

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 3.0 2.5 2.0 3.0 10.5 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

51 3 2 2 3 10 Ａ （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

52 3 3 2 3 11 Ａ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

取組
終了

担当部署

庁内向けＡＩヘルプデスクの導入

ＡＩによる自動応答システム導入の検討

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

ＡＩの活用

13



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 「公文書の電子的管理」については、Ｒ６年度からスムーズな運用開始ができるよう進めていただき

たい。 
・ №54 及び№55 については、検討段階に止まっているが、業務効率化にも資する取組のため、着実な

推進をお願いしたい。 
・ №56について、タブレット端末の導入、ペーパーレス会議に加え、オンライン会議の試行実施も行う

など、議会のＩＣＴ化が進んでいることは高く評価したい。 
・ 庁内業務の電子化は重要な取組であるが、バックアップの工夫など管理体制についても気を配る必要

がある。 
 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 会計事務のシステム導入による効率化、給与支払事務の民間委託は順調に取組が行われ、Ｒ４年度で

取組終了となっており、その進捗は評価できる。 
・ №57 に関して、取組終了後も手綱を緩めずに引き続き支払事務の集約化を検討しようとする姿勢は

評価できる。 
・ 業務の効率化については、日頃から既存業務への実施可能性を調査・検討し、効率化の意識を持って

取組を進めてほしい。 
 
 
 
 
 
 
 

17

財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ 2.0 2.7 2.0 2.7 9.4 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

53 - - - - - - Ｒ３ （政）政策推進課

54 2 3 1 2 8 Ｂ （総）法務文書課

55 1 2 2 3 8 Ｂ （総）ＩＣＴ推進室

56 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ 議会事務局

無線ネットワーク環境の整備

市議会へのタブレット端末の導入

庁内文書の電子化の推進

取組
終了

担当部署

庁内会議へのタブレット端末の導入

公文書の電子的管理に関するルールづくり

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続
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財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ ○ 2.0 2.3 2.3 2.3 8.9 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

57 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ４ 会計課

58 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （総）行政監理室

59 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

60 - - - - - - Ｒ２ （財）契約課

取組
終了

担当部署

会計事務の在り方の検討

給与支給事務の集約化及び民間委託

旅費事務の集約化及び民間委託の検討

競争入札参加資格の有効期間延長の検討

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

14



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
意見等 
・ Ｒ５年度はシステム稼働を行う段階にきており、進捗について評価できるが、稼働後の効果検証は 

確実に行っていただきたい。 
・ 「公園施設管理システム」の導入に加えて、「住居表示システム」も本年度導入予定となっており、

順調に進捗しているものと認められる。 
・ いずれの取組も、システム稼働後の検証を行い、その得られた知見をもとに他の業務への展開に活用

していただきたい。 
 
 
 
 
 
 

－－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 働き方改革のための様々な制度の導入について進められており、評価できる。制度が運用される中で、

実際に働く職員の実態を置き去りにしないように進めていただきたい。 

・ 特に中小企業が多い地方においては、公的機関が率先して「働き方改革」の模範を示す意義は大きい

ため、引き続き様々な取組にチャレンジするとともに、公表できるものはＰＲすることにより啓蒙に 

つなげることを期待したい。 

・ №64 に関して、知識習得型の研修から行動実践を重視した研修に変更した点について、工夫の跡が

認められる。市民サービスの充実も事務効率化もベースは「人」であることから、試行錯誤をしつつ、

人材育成に取り組んでいただきたい。 

・ 職員の人材育成の基本としては、職員一人一人が楽しく、個々の能力が引き出される職場づくりが 

必要であると考える。 

・ 市役所内の人材育成とノウハウの積み重ねが、今後の変化に対応する重要な鍵となるため、スキル 

アップと就労環境の改善を更に幅広く進めていただきたい。 
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財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ 2.0 2.5 2.5 2.0 9.0 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

61 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

62 2 2 3 2 9 Ｂ （都）緑地公園課

63 - - - - - - Ｒ２ （都）建築課営繕積算システムの導入

システム化による業務の効率化

取組
終了

担当部署

住居表示システムの導入

公園施設管理支援システムの導入

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続
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財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ ○ 2.0 3.0 2.7 3.0 10.7 Ａ

進捗度 連携度 効率性 創造性

64 2 3 2 3 10 Ａ （総）行政監理室

65 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

66 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

取組
終了

担当部署

職員人材育成の推進

出退勤管理手法の検討

フレックスタイム制導入の検討

前プラン
継続

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計

職員人材育成と「働き方改革」の推進

15



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意見等 
・ 事務の民間委託や事務効率化などにより、定数の改善を積み上げており、その努力は評価できる。 
・ №67 について、新たな職員配置適正化方針が素案の段階であり、計画よりも進捗が遅れているが、 

考慮すべき事情が多くあることは理解できることから、策定後には周知及び運用に努めていただき  

たい。 
・ コスト意識が働きにくい行政組織にとって、職員数の適正化が永遠の課題であることは間違いない

が、正規職員を減らす一方で外部への委託の予算が過度に膨れ上がったりすることのないよう、バラ 

ンスの取れた運用が必要と思われる。 
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財政 サービス 協働 施設 民活 ＩＣＴ 人材 進捗度 連携度 効率性 創造性

○ 1.8 2.5 2.5 2.0 8.8 Ｂ

進捗度 連携度 効率性 創造性

67 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

68 2 3 3 2 10 Ａ （総）行政監理室

69 2 2 3 2 9 Ｂ 選挙管理委員会事務局

70 2 2 2 2 8 Ｂ 監査委員事務局

選挙事務の在り方の検討

監査機能の強化と監査資源の有効活用

簡素で効率的な組織づくり

取組
終了

担当部署

職員数の適正化

組織機構の再調整

テーマ 平均値
合計 総合評価

№ 　実践項目名 総合評価
自己評価（担当部署）

合計
前プラン

継続
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４ 総評 

『行政創革プラン』における令和４年度の担当部署による自己評価は、前年度

と比較して総合評価Ａの件数が増加するとともに、総合評価Ｃの件数が３件から

１件に減少するなど、取組の改善が見られており、順調に進捗しているものと 

評価できる。 

あわせて、令和４年度までに取組を終了した22件の実践項目について、当初 

の予定よりも前倒しで進行したものがあるほか、市民サービスの向上や業務効率

性等の分野でそれぞれに成果を挙げているところである。 

取組を実践する市職員についても、行政改革に対する意識の定着が見られて 

おり、その姿勢は大いに評価できるが、一方で、取組の評価に当たっては数値  

目標と結果をより明確にするとともに、質の確保という視点を加え、客観的で 

わかりやすく表現されることが望ましい。 

また、取組を終了した実践項目についても、その取組の成果についてフォロー

アップを継続することで、プラン全体としてのＰＤＣＡサイクルによるマネジメ

ントを実践していただきたい。 

深刻化する人口減少や少子高齢化に加え、昨今のエネルギー価格をはじめとした

物価の高騰による市民生活への影響や、市の財政状況への懸念など、社会環境は  

目まぐるしく変化している。そのような状況においては、市全体として最優先すべ

き課題と各組織が果たすべき役割は何かという点を強く意識しながら、『全体最適』

を図っていくことが行政の根幹として特に重要である。この意識を念頭に置きなが

ら取組を推進し、『全体最適』の意識を広くＰＲすることで、市に対する市民の  

関心が高まり、市政に対する理解も深まっていくものと考える。 

 本年度から改定版による新たな取組が行われているが、ＩＣＴを活用した業務

効率化や省力化、働き方の改善など、今後も社会情勢の変化に応じた主体的な 

行政運営を行うとともに、常に『市民目線』を忘れることなく、市民に求められ

る取組となるよう職員の尽力に期待するとともに、従来の常識にとらわれず、 

より柔軟な姿勢と発想を持って取り組まれることを期待する。 

17



 

苫小牧市行政創革プラン 

令和４年度進捗状況シート 

令和５年５月 

【 資料編 】



　行政創革プラン取組状況一覧 【実践項目別】 Ｒ４年度末

Ｒ２ Ｒ３ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

1 №1 新たな財源確保に向けた取組 ガバメントクラウドファンディングの実施 Ｂ Ｂ 2 2 1 2 7 Ｃ （政）政策推進課、（財）財政課

2 №1 新たな財源確保に向けた取組 企業版ふるさと納税の導入 Ａ Ａ 3 2 3 2 10 Ａ （政）政策推進課、（財）財政課

3 №1 新たな財源確保に向けた取組 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 Ａ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （財）財政課、各担当部署

4 №2 民間資本の活用の検討 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

5 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 Ｂ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （民）市民ホール建設準備室

6 №2 民間資本の活用の検討 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 Ａ Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （政）スポーツ都市推進課

7 №3 市立病院の経営健全化に向けた取組 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 Ｂ Ｂ 1 3 3 3 10 Ｂ （病）経営管理課、（病）医事課

8 №4 市政情報の効果的な発信 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 Ａ Ａ 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

9 №4 市政情報の効果的な発信 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 Ａ Ａ 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ （環）ゼロごみ推進課

10 №4 市政情報の効果的な発信 子ども・子育てポータルサイトの開設 Ｃ Ｃ 1 3 2 2 8 Ｂ （健）こども育成課

11 №5 多文化共生のまちづくりの推進 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 Ｂ Ｂ 2 3 3 2 10 Ａ （政）未来創造戦略室

12 №5 多文化共生のまちづくりの推進 窓口における外国人対応の検討 Ａ Ａ - - - - - - Ｒ３ （民）窓口サービス課

13 №5 多文化共生のまちづくりの推進 外国語教育の充実 Ｂ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ （教）指導室

14 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 地域公共交通網形成計画の推進 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （政）まちづくり推進課

15 №6 公共交通の利便性向上に向けた取組 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 Ｂ Ｃ 1 3 2 2 8 Ｂ （政）まちづくり推進課

16 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 住民異動等におけるタブレット端末の活用 Ｂ Ｂ 2 2 2 3 9 Ｂ （民）窓口サービス課

17 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 窓口の混雑状況に関する市民周知 Ａ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

18 №7 窓口の利便性向上に向けた取組 ふくし総合相談窓口機能の充実 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （福）総合福祉課

19 №8 支払方法の多様化 市税のキャッシュレス化 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ３ （財）納税課

20 №8 支払方法の多様化 証明発行手数料等のキャッシュレス化 Ｂ Ａ 3 2 3 2 10 Ａ （民）窓口サービス課

21 №8 支払方法の多様化 水道料金のキャッシュレス化 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ３ （水）水道窓口課

22 №9 市民の安全安心に関する取組 危機管理に関する情報発信の強化 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （民）危機管理室

23 №9 市民の安全安心に関する取組 救急車適正利用の推進 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （消）総務課

24 №9 市民の安全安心に関する取組 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ Ｒ４ （消）総務課

25 №10 町内会の活性化に向けた取組 町内会の活性化に向けた取組 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）市民生活課

26 №11 公共施設マネジメントの推進 公共施設等総合管理計画の推進 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （財）管財課、各担当部署

27 №11 公共施設マネジメントの推進 公有財産の売却促進及び有効活用 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （財）管財課

28 №11 公共施設マネジメントの推進 動物火葬場の在り方の検討 Ｃ Ｂ 3 3 1 2 9 Ｂ （環）環境生活課

29 №11 公共施設マネジメントの推進 市立保育園の効率的な運営に向けた取組 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ４ （健）こども育成課

30 №11 公共施設マネジメントの推進 公園の維持管理手法の在り方の検討 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）緑地公園課

31 №11 公共施設マネジメントの推進 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （都）住宅課

32 №11 公共施設マネジメントの推進 小中学校規模適正化の取組 Ａ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （教）総務企画課

33 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における電話交換業務の民間委託 Ｂ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ４ （総）総務課

34 №12 行政事務の民間委託 本庁舎における総合案内業務の民間委託 Ｂ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ Ｒ４ （総）総務課

35 №12 行政事務の民間委託 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ Ｒ４ （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

36 №12 行政事務の民間委託 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 Ｃ Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （環）環境生活課

37 №12 行政事務の民間委託 介護保険業務の民間委託の検討 Ａ Ａ 3 3 3 2 11 Ａ （福）介護福祉課

38 №12 行政事務の民間委託 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （健）こども支援課

39 №13 公共施設等への民間活力の活用 庁舎管理業務の民間委託 Ｃ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （総）総務課

40 №13 公共施設等への民間活力の活用 放課後児童クラブ業務の民間委託 Ｂ Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （健）青少年課

41 №13 公共施設等への民間活力の活用 公設地方卸売市場への民間活力の活用 Ａ Ａ 2 3 2 3 10 Ａ Ｒ４ （産）農業水産振興課

42 №13 公共施設等への民間活力の活用 市営住宅管理業務への民間活力の活用 Ｂ Ａ - - - - - - Ｒ３ （都）住宅課

43 №14 上下水道事業への民間活力の活用 水道窓口課業務の民間委託 Ｂ Ｂ 1 2 3 2 8 Ｂ （水）水道窓口課

44 №14 上下水道事業への民間活力の活用 水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ２ （水）水道課

45 №14 上下水道事業への民間活力の活用 下水道管の改良工事における現況測量業務の民間委託 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ２ （水）下水道課

46 №14 上下水道事業への民間活力の活用 浄水場管理運転業務の民間委託の検討 Ｃ Ｃ 2 3 2 2 9 Ｂ （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

47 №15 ＲＰＡの導入 人事業務への導入 Ａ Ｂ 2 2 2 3 9 Ｂ （総）行政監理室

48 №15 ＲＰＡの導入 税務業務への導入 Ａ Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （財）市民税課

49 №15 ＲＰＡの導入 窓口業務への導入 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （民）窓口サービス課

50 №15 ＲＰＡの導入 予防接種等業務への導入 Ｂ Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （健）健康支援課

51 №16 ＡＩの活用 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 Ａ Ａ 3 2 2 3 10 Ａ （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

52 №16 ＡＩの活用 ＡＩによる自動応答システム導入の検討 Ｃ Ｂ 3 3 2 3 11 Ａ （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

53 №17 庁内文書の電子化の推進 庁内会議へのタブレット端末の導入 Ａ Ａ - - - - - - Ｒ３ （政）政策推進課

54 №17 庁内文書の電子化の推進 公文書の電子的管理に関するルールづくり Ｃ Ｂ 2 3 1 2 8 Ｂ （総）法務文書課

55 №17 庁内文書の電子化の推進 無線ネットワーク環境の整備 Ｂ Ｂ 1 2 2 3 8 Ｂ （総）ＩＣＴ推進室

56 №17 庁内文書の電子化の推進 市議会へのタブレット端末の導入 Ａ Ａ 3 3 3 3 12 Ａ Ｒ４ 議会事務局

57 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 会計事務の在り方の検討 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ Ｒ４ 会計課

58 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 給与支給事務の集約化及び民間委託 Ａ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ Ｒ４ （総）行政監理室

59 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 旅費事務の集約化及び民間委託の検討 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

60 №18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組 競争入札参加資格の有効期間延長の検討 Ａ Ａ - - - - - - Ｒ２ （財）契約課

61 №19 システム化による業務の効率化 住居表示システムの導入 Ｂ Ｂ 2 3 2 2 9 Ｂ （民）窓口サービス課

62 №19 システム化による業務の効率化 公園施設管理支援システムの導入 Ｂ Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ （都）緑地公園課

63 №19 システム化による業務の効率化 営繕積算システムの導入 Ｂ Ｂ - - - - - - Ｒ２ （都）建築課

64 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 職員人材育成の推進 Ａ Ａ 2 3 2 3 10 Ａ （総）行政監理室

65 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 出退勤管理手法の検討 Ｂ Ｂ 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

66 №20 職員人材育成と「働き方改革」の推進 フレックスタイム制導入の検討 Ｂ Ａ 2 3 3 3 11 Ａ （総）行政監理室

Ｒ4自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目
総合評価

1



Ｒ２ Ｒ３ 進捗度 連携度 効率性 創造性 合計

Ｒ4自己評価
総合評価

取組
終了

担当部署（実践項目）
入力
用

小№

大
№

　取組項目 　実践項目
総合評価

67 №21 簡素で効率的な組織づくり 職員数の適正化 Ｂ Ｂ 1 3 2 2 8 Ｂ （総）行政監理室

68 №21 簡素で効率的な組織づくり 組織機構の再調整 Ａ Ａ 2 3 3 2 10 Ａ （総）行政監理室

69 №21 簡素で効率的な組織づくり 選挙事務の在り方の検討 Ｂ Ｂ 2 2 3 2 9 Ｂ 選挙管理委員会事務局

70 №21 簡素で効率的な組織づくり 監査機能の強化と監査資源の有効活用 Ｂ Ｂ 2 2 2 2 8 Ｂ 監査委員事務局

2



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

1 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№1 新たな財源確保に向けた取組

実 践 項 目 ガバメントクラウドファンディングの実施
担 当 部 署 （政）政策推進課、（財）財政課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

対象事業の選
定・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

運営会社のノウハウや他市事例調査 (新)スキームを確立し、取組開始の準備を行った。

対象事業を選定 (新)各部局と協議を重ね、対象事業を選定した。
【とまチョップ生誕10周年記念事業】

事業開始に向けた事務作業を進める (新)Ｒ３年５月からの開始に向けて作業を進めた。

Ｒ
５

寄附募集開始

⑤と同じ

⑥と同じ

⑥と同じ

Ｒ
３

「とまチョップ生誕10周年記念事業」寄附受
付開始

(新)新型コロナウイルスの影響により募集開始が延
期となったが、12月下旬に寄附募集を開始した。

ガバメントクラウドファンディング(ＧＣＦ)
の庁内募集

(新)庁内に活用手引や事例を展開して制度の周知を
行い、活用促進を図った。

対象事業の選定・実施 (新)財政課と連名で庁内に通知し、予算編成時の活
用を促した。
・対象事業の選定の手法については、財政課や担当
部署と協議を重ね、実施事業の選定を進めていく。
・第１弾の募集結果を踏まえ、寄附したいと思わせ
る事業の選定や、周知方法の工夫などを協議しなが
ら寄附獲得に努める。

目標どおり事業を選定し実施に向けた取組を進めた。

【評価の理由】

- -２

-

Ｒ
４

①と同じ (新)Ｒ３年度を踏まえて改めて調査を行い、次年度
に向けて寄附募集ができるように準備を行った。

⑥と同じ (継)対象事業を選定し、Ｒ５年度に開始するための
調整を行った【観光振興ビジョン推進事業】。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

寄附募集開始

⑤と同じ

Ｃ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３
-

効 率 性 １ ３ １ -
連 携 度 ３ ２ ２ - 担当部署と内容を実施に向けて打合せを行った。

多くの寄附が集まるようなページ作成や広報活動の検討を
行った。

総合評価 B 事業選定に時間を要し、年度内の募集開始には至らなった
が、次年度の募集開始に向けて着実に準備を進めた。

寄附受付開始が次年度となるため効率性の成果はなかっ
た。

Ａ

3



№1

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
1 ガバメントクラウドファンディングの実施 確 認 時 期 令和４年度末

募集事業の選定に当たり、庁内へ実施希望調査を実施し、関係部署と調整を行うとともに寄附の
募集時期などの検討を行った。Ｒ５年度は１事業の募集を実施する見込みであり、募集に向けて
関係部署と連携して準備を進める。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＧＣＦにより、税外収入を確保していくには、各部各課で制度を活用した事業の展開やあらゆる媒体及び
横のつながりを使った周知が必要となる。担当課を超えて全庁的に取り組むことができるスキームの確立
が課題である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＧＣＦにマッチする性質の事業の選定及び全庁的
な展開

・本市全体の課題や、大きなプロジェクト等か
ら寄附者に受け入れられる事業の選定。
・制度の活用方法や事例を庁内へ展開。

Ｒ２と同じ

・活用事業について、財政課と協議の上で選定
が必要で、予算要求時に減額査定をされた事業
や財源があれば取り組むことができる事業等に
本制度を活用することが理想である。両課で整
理し、各部署に提案を行っていく。
・活用方法や全国の事例を庁内に展開し、活用
促進を図った。第一弾の実施によって活用イ
メージの向上が見込めることから、庁内に共有
することで更なる制度の活用増につなげてい
く。

Ｒ２と同じ

・活用事業について、財政課と協議の上で選定
が必要である。
・利用促進を図るため、他市の事例を含め、第
一弾の結果を庁内に展開する。

4



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
制度の活用促進を図ったことで、２億円以上の寄附金を獲
得し、各種地方創生事業を実施することができた。

内閣府や民間のポータルサイトに募集記事の掲載を行っ
た。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ ３

- 費用を要しないで、２億円以上の寄附金を獲得した。

財政課や各部署と連携し、事業選定及び寄附歳入に係る事
務処理等を行った。-

効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 当初のスケジュールどおり進めることができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

③と同じ (継)17社から合計238,981,858円の寄附を受領した。

⑤と同じ (継)市や内閣府のホームページ上に募集事業及び寄
附企業の紹介を掲載した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

⑤と同じ

Ｒ
３

③と同じ (継)６社から合計101,765,982円の寄附を受領した。

周知活動の強化 (継)市や内閣府のホームページ上に募集事業及び寄
附企業の紹介を掲載した。
・東京とまこまい会の会員や市外の企業訪問時に周
知を行た。
・イベントに参加した（脱炭素ＥＸＰＯ）。

全庁的な制度の周知 (新)制度の概要や活用方法について、より実務的な
内容を記載した手引を庁内に展開した。
・事例は、企業側から打診のあるパターンと市側か
ら寄附依頼をするパターンを掲載した。
(新)庁内展開により、特に寄附を募集する事業(ゼロ
カーボン)をプロジェクト化して募集を開始した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

地域再生計画の策定・認定申請 (新)スケジュールどおり計画を策定し、国の認定を
受けた。

周知用パンフレットの作成 (新)パンフレットを作成し、周知を行った。

寄附募集 (新)４社から合計11,075,455円の寄附を受領した。

Ｒ
５

③と同じ

⑤と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

対象事業の選
定・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№1 新たな財源確保に向けた取組

実 践 項 目 企業版ふるさと納税の導入
担 当 部 署 （政）政策推進課、（財）財政課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

2 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№1

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

制度の普及に伴い、企業からの寄附申し出が増えてきており、Ｒ４年度の寄附総額は過去最多額
となっている。また、寄附金の活用先としてプロジェクトを指定された際には、関係部署と協議
の上、複数の事業を企業に提案しているが、今後も寄附が増えることを想定して、より効果的な
活用に努めていきたい。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

企業版ふるさと納税は制度の変更により企業からの寄附が多くなっている。税外収入を確保していくに
は、各部各課で制度を活用した事業の展開、企業への呼びかけが必要となる。これらを全庁的に周知し活
用を推進していくことが課題である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・寄附募集プロジェクトの決定
・全庁的な展開

・重点目玉プロジェクトの決定
・財政課と連携し、予算時期に活用を促進
・企業からの寄附受入調査を実施するほか、制
度や事例等を各部に周知

Ｒ２と同じ

・予算要求前に各部署に制度の活用を周知
・市の重点プロジェクトや成長戦略となり得る
大きな事業に本制度を活用していくという方向
性を定め、寄附の獲得に向けて各部署と連携し
て進めていく必要がある。
・時限的な制度であるため、上記事業に活用す
るためには早い時期での着手が必要になる。

Ｒ２と同じ
・重点プロジェクトの寄附を募集
・制度が広まり、寄附の申出が多くなってきた
ため活用事業を慎重に選定する。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
2 企業版ふるさと納税の導入 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑪

⑫

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

3 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№1 新たな財源確保に向けた取組

実 践 項 目 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大
担 当 部 署 （財）財政課、各担当部署

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

拡大の検討及
び実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

広告募集の継続実施及び媒体の掘り起こし (新)21広告媒体のうち新規１件、継続20件（契約20
件のうち、新規１件）

ネーミングライツの導入施設の更新及び掘り
起こし

(新)16施設導入対象のうち新規２件、継続14件（契
約９件のうち、新規契約２件、更新２件）

市ホームページで広告募集とネーミングライ
ツ募集情報の一覧表示

(新)一覧表示を実施済。随時追加媒体の募集。

Ｒ
５

①と同じ

②と同じ

②と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)21広告媒体のうち新規１件、継続20件（契約21
件のうち、新規契約１件）

②と同じ (継)18施設導入対象のうち新規３件、継続15件（契
約10件のうち、新規契約１件、更新１件）

- Ｒ４年度から広告媒体の新規１件、ネーミングライツ新規
契約１件、更新３件を行った。

【評価の理由】

進 捗 度 ２ ２ ２ -

Ｒ
４

①と同じ (継)23広告媒体のうち新規１件、隔年実施１件、継
続21件(契約23件のうち、新規契約1件)

②と同じ (継)18施設導入対象のうち継続18件（契約11件のう
ち、新規契約１件、更新３件）

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

- ４部署との連携により成果を上げることができた。

４部署との連携により取組を実施した。-
効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

新規の導入媒体や新規の施設に導入することができた。

広告媒体やネーミングライツ導入施設を増やすことで広告
料収入の増につなげることができた。

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

創 造 性 ３ ３ ３ - -
総合評価 Ａ Ａ Ａ

7



№1

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
3 広告料収入及びネーミングライツ導入の拡大 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

広告媒体の新たなアイデア、新たなスポンサーが
見つかりにくい状況がある。

時代の変化に応じて、広告媒体を紙媒体から電
子媒体等、変更を検討していく。

Ｒ２と同じ
新規広告媒体にデジタルサイネージの導入につ
いて、引き続き検討していく。

Ｒ２と同じ
新規広告媒体の掘り起こしや新規ネーミングラ
イツ導入施設について、引き続き検討してい
く。

特 記 事 項

新たな財源を確保し市民サービスを維持・向上すること、また、民間事業者等に地域貢献の機会
を提供することを目的に、広告やネーミングライツの活用を推進している。
また、新たな広告媒体にデジタルサイネージを導入したほか、ネーミングライツでも新たに道路
施設に導入した。

【上記のうち、特記すべき事項】
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

4 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№2 民間資本の活用の検討

実 践 項 目 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進
担 当 部 署 （総）行政監理室、（政）協働・男女平等参画室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

PFI手法の指
針策定、新た
な手法の検討 工

程
見
直
し

新たな手法
の検討・実
施 工

程
見
直
し

⇒
工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

PFI事業等選定
委員会の設置、
新たな手法の検
討

PFI手法の指
針策定、新
たな手法の
検討

PFI事務処理マ
ニュアル策
定、包括連携
協定の効果的
な活用の検討

包括連携協定の
効果的な活用策
の実施

⇒

Ｒ
３

苫小牧市ＰＦＩ事業等審議会の開催 (新)市民ホール整備事業に関する審議会を合計３回
開催し、最優秀提案者を決定した。

ＰＦＩ手法の指針策定 (新)市民ホール整備事業におけるスキームを参考に
事業者選定フローを作成した。

新たな官民連携手法の検討 (新)市内企業と締結している包括連携協定の積極的
な活用を図るため、庁内向けパンフレットの作成、
協定に基づくポスターの掲示等を行うなど、周知を
行った。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

苫小牧市ＰＦＩ事業等審議会の設置及び開催 (新)市長の附属機関として審議会を設置した。ま
た、市民ホール整備における実施方針、要求水準書
等の作成に当たっては、各分野の専門家で構成した
審議会の委員から意見をいただいた。

公共サービス民間提案制度の見直し (新)提案募集対象事業を庁内募集方式から主要事業
全てに拡大し、さらに通年で募集を事業提案を受け
付けることができるように制度の見直しを図った。

Ｒ
５

包括連携協定の効果的な活用策の実施

取組実績を掲載する市ＨＰページの作成

Ｒ
４

包括連携協定の効果的な活用の検討 (新)包括連携協定を効果的に活用するための取組に
ついて検討し、審議会（市民自治推進会議）から意
見を受けた。

審議会を３回開催し、取組の方向性を決め
る。

(新)審議会を３回開催し、取組の方向性を決めた。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑧と同じ

- - 連携協定を効果的に活用するための取組について検討し
た。

【評価の理由】

取組内容の検討は、単独部署での検討となる。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ３ ２ -

連携協定の在り方を改めて見直すとともに、協定を効果的
に活用するための取組を検討した。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ ２

- 連携協定に基づく取組を実施することで、業務の効率化が
図られた。

取組の方向性が決まり、次年度から取組を進める。

9



№2

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
4 官民連携手法（ＰＰＰ）の推進 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たな手法の検討・実施
先進市の事例等を参考に新たな手法の検討を行
う。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

包括連携協定の締結自体が目的となり、協定が形
骸化する場合がある。

連携協定に基づく取組の実施に対し、企業等の
インセンティブが働く仕組みを検討する。

包括連携協定は、官民が連携して地域の課題に対応し、市民サービスの向上や暮らしやすい地域
づくりにつなげるために効果的な手法である。
今後は企業等のインセンティブが働く仕組みなど、新たな連携協定締結や現在締結している企業
や団体等との連携・協力をより深める方法について検討していく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４ 事業スケジュールを遅延することなく、事業を遂行した。

市民にとって、より快適で使いやすい施設になるよう、提
案書の精査を事業者と共に行い、基本設計を完了した。

総合評価 B Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 会議の実施以外にもWeb会議や個別会議を開催することで、
事業者と密な連携を取り、効率的な業務を進めた。

事業者との施設整備会議を９回実施するとともに、Web会議
や個別会議などを開催し、事業者との連携を図った。-

効 率 性 ２ ３ ３ -
連 携 度 ２ ２ ３ -

- - 選定事業者とＲ４年６月に契約締結し、Ｒ５年３月末に基
本設計が完了した。

【評価の理由】

Ｒ
４

契約締結 (新)Ｒ４年６月に優先交渉権者と契約を締結した。

基本設計の完了 (新)Ｒ５年３月末に基本設計が完了した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

工事期間

Ｒ
３

特定事業の選定 (新)Ｒ３年６月に特定事業として選定し、結果を公
表した。

募集要項等の作成・公表 (新)実施方針・要求水準書案に対する意見を踏ま
え、Ｒ３年７月に募集要項等を作成・公表した。

事業者の選定 (新)Ｒ４年３月に優先交渉者を選定し、公表した。取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

要求水準書素案の作成・公表 (新)Ｒ２年９月に要求水準書素案を作成・公表し、
意見交換を実施した。

実施方針・要求水準書案の作成・公表 (新)意見交換の内容等を踏まえ、Ｒ３年２月に実施
方針・要求水準書案を作成・公表した。

Ｒ
５

実施設計の完了

工事の着手

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

実施方針・要
求水準書等の
作成

工
程
ど
お
り

特定事業の
選定、事業
者の選定

工
程
ど
お
り

契約締結、実
施設計

工
程
見
直
し

実施設計、工事
着手

⇒

契約締結、基
本設計

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№2 民間資本の活用の検討

実 践 項 目 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備
担 当 部 署 （民）市民ホール建設準備室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

5 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№2

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

（仮称）苫小牧市民ホール整備運営事業の設計から20年１か月に至る維持管理、運営を担う事業
者と事業契約を締結し、Ｒ８年３月の供用開始に向けてＲ５年３月末に基本設計業務が完了し
た。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

本市初のＰＦＩ事業を今後に活かすためにも、都度、課題を洗い出し、慎重に事業を進める必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法
実施方針、要求水準書等の作成に当たり、ＰＦＩ
の制度やホールに係る専門的知見を要する課題の
解決

コンサルタントの活用、審議会委員に専門的知
見を有する者を委嘱し、課題の解決に結びつけ
ている。

ＰＦＩ事業における地元企業の活用促進策
事業者の募集にあたり、選定基準等で地元企業
の活用について評価することを明記し、事業者
からの提案を促すこととした。

事業者が自ら実施する各業務の進捗管理に対する
市の監理手法

事業者が実施する業務が適正かつ確実に履行さ
れていることを確認・検証できる仕組みを構築
した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
5 ＰＦＩ手法による苫小牧市民ホールの整備 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
交付金とＰＰＰ/ＰＦＩ手法の併用について検討を続け、導
入可能性調査に向けた準備を進める。

交付金を活用したＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入について、関係
機関と意見交換を行った。

総合評価 Ａ B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ １

- 有効な交付金獲得に向けて、関係機関と協議を行うととも
に、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入についても調査研究を行っ
た。

建設に向けた費用の積算や課題の抽出のため、これまで以
上に多くの関係部署から協力を得た。-

効 率 性 ３ ２ ２ -
連 携 度 ３ ２ ３ -

- - 交付金の検討や整備手法の情報収集は進んだ一方で、財政
シミュレーションは見送った。

【評価の理由】　※ 上記の取組内容を踏まえて簡潔に記載

Ｒ
４

②と同じ (継)交付金獲得に向け関係機関と調整を行ったほ
か、ＰＦＩ導入について、他市の事例などの情報を
収集し検討した。

財政シミュレーションの実施 (新)整備に係る費用の算出に向けて各種調査や建設
地などの比較を行っており、次年度の整備計画策定
時に実施する。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

交付金申請に伴う準備と併せＰＦＩ導入に関
する検討を行う。

(継)有効な交付金獲得に向け関係機関と調整を開始
したほか、ＰＰＰ/ＰＦＩ導入の可能性についても民
間事業者との意見交換を行った。

関係部署との意見交換会 (継)有効な交付金に関し、関係部署との意見交換
（３回目）を行い、方向性を定めた。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

整備に係る経費を最小限にするため、交付金
の活用やＰＦＩ手法について関係課と意見交
換を２回実施する。

(新)有効と考える交付金について、申請に伴う準備
を開始すると同時に、引き続きＰＦＩ導入について
の検討を行う。

Ｒ
５

②と同じ

ＰＦＩ導入可能性調査の実施

整備手法の決定（交付金の活用やＰＰＰ/Ｐ
ＦＩの導入の可否を決定）

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

整備手法の検
討 工

程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

ＰＦＩ導入可能
性調査、整備手
法の決定

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№2 民間資本の活用の検討

実 践 項 目 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討
担 当 部 署 （政）スポーツ都市推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

6 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№2

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

これまで以上に多くの関係部署と意見交換をした結果、建設費の高騰などの様々な課題も判明し
たことから、Ｒ５年度に実施する整備計画ではこれらを踏まえた検討を行うとともに、財政シ
ミュレーションを実施し、最良な整備手法を検討していく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＰＦＩ導入可能性調査や財政シミュレーションなどの結果を踏まえて、ＰＦＩを導入せず、整備すること
となった場合の対応について検討する。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

建設に伴う総事業費の軽減を図るための交付金の
活用と、ＰＦＩ事業の導入を併せて実施可能かど
うか。

交付金の申請に伴う方向性を決め、同時にＰＦ
Ｉ事業導入の可能性について、確認作業を進め
る。

交付金の活用に必要な準備を確認し、今後はＰＰ
Ｐ/ＰＦＩ手法とのバランスをどの様にとれるのか
が課題。

関係機関や民間事業者との意見交換を行い、解
決策を検討する。

建設費が高騰しており、経費の増加が懸念される
ことから、市民ニーズを取り入れつつ、財政負担
の軽減することが課題となる。

建設費用を算出し、財政シミュレーションを実
施した上で、財政負担の軽減と市民サービスの
向上を図ることができるよう、交付金の獲得や
整備手法の検討を行う。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
6 ＰＦＩ手法による総合体育館の整備の検討 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

関係部署と連携し、協議を重ねながらプランの内容を検
討した。

ワーキンググループを多職種で構成したことにより、幅
広い内容の検討や、情報を共有することができた。

総合評価 Ｂ コロナの影響を受け、当初の予定よりも進捗は遅れてい
るものの、関係部署が連携して策定準備を進めた。

内容に応じて複数のワーキンググループを編成すること
によって、効率的に内容を検討した。

Ｂ Ｂ
創 造 性 ３ ３ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １
-

効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -１

-

Ｒ
４

経営強化プランの策定準備 (新)院内多職種で構成するワーキンググループに
より、Ｒ５年度中の経営強化プラン策定に向けて
内容を検討した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

経営強化プランに基づく収支改善策等

苫小牧市立病院経営指標の策定と検証 (継)総務省が定めるガイドラインの公表は、Ｒ４
年度予算策定時点でＲ３年度末まで延期されるこ
とが確定していたことから、これまでのプラン同
様に、目標数値を掲げた独自の経営指標を策定す
ることとした。

持続可能な地域医療提供体制を確保するため
の公立病院経営強化ガイドラインの検証

(継)年度末にガイドラインが公表され、プランに
盛り込む事項を検証し、プランの名称を「経営強
化プラン」とした。

経営強化プラン未策定ではあるが、院内ワーキンググ
ループにより、Ｒ５年度策定に向けて内容を検討した。

【評価の理由】

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

現行の経営改革プランに基づく収支改善策 (新)新型コロナウイルス感染症の対応のため、取
組を中断したが、国や北海道からの支援事業を活
用した結果、Ｒ２年度における資金収支は改善さ
れた。

Ｒ３年度予算を反映した新経営改革プランの
素案策定

(新)新経営改革プランの拠り所となる総務省が定
める「新公立病院改革ガイドライン」の改定が新
型コロナウイルス感染症の影響で延期となり、策
定できていない。

Ｒ
５

経営強化プランの策定、プランに基づく収支
改善策等

Ｒ
３

収支改善の取組 (継)Ｒ２年度に引き続きコロナ関連の支援事業を
活用した結果、Ｒ３年度における資金収支は改善
された。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

経営改革プラ
ンに基づく取
組

工
程
ど
お
り

新経営改革
プランの策
定

工
程
見
直
し

新経営改革プ
ランに基づく
取組

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

市立病院経
営指標の策
定

経営強化プラ
ンの策定準備

経営強化プラン
の策定、プラン
に基づく取組

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№3 市立病院の経営健全化に向けた取組

実 践 項 目 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進
担 当 部 署 （病）経営管理課、（病）医事課

ＩＣＴ 人材育成

○

7 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№3

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

総務省のガイドラインにより、Ｒ４年度又はＲ５年度中に策定することとされている経営強化
プランについて、Ｒ５年度中の策定に向けて内容を検討した。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

新型コロナウイルス感染症の収束と、光熱費や材料費の高騰が課題である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

アフターコロナを見据えた収益回復策
感染対策を徹底し、診療体制を戻すとともに
「在院日数」の適正化等、収益回復につなが
るプロジェクトを再開する。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
7 新たな市立病院経営改革プランの策定と推進 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

8 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№4 市政情報の効果的な発信

実 践 項 目 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入
担 当 部 署 （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

運用の検討、
基準作成

工
程
見
直
し

ＬＩＮＥ公式
アカウントの
導入

工
程
見
直
し

効果検証・利
活用の検討

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

Ｒ元年度に運
用開始、利活
用の検討

機能拡大・利
活用の検討

Ｒ
３

機能拡大・利活用の検討 (新)機能拡大を実施し、リッチメニューより各情報
に簡単にアクセスしたり、受け取りたい情報を選択
できる機能の追加、妊娠・子育て支援情報や市防災
メールで配信している情報をＬＩＮＥで自動配信し
た。
(新)広報とまこまい電子書籍版を配信
(新)市長記者会見（YouTubeチャンネル）の動画配信
を開始

登録者数を増やすための周知活動 (新)広報とまこまいでの周知
(新)市内店舗掲示用のポスター作成、配付

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

Ｒ２年３月に新型コロナウイルスにおける市
の情報発信ツールとしてＬＩＮＥ公式アカウ
ントを導入、緊急情報・災害情報を配信

(新)Ｒ３年３月現在で11,000人を超える友だち登録
があり、即時性のある情報発信に効果を発揮してい
る。

Ｒ
５

【評価の理由】

Ｒ
４

利活用の拡大 (新)ＬＩＮＥを導入している他自治体に運用方法等
についてのヒアリングを実施
(新)リサーチ機能を使い、登録者に投票形式のアン
ケートを実施
(新)ブロック防止とより効果的な発信を行うため、
抜本的な運用の見直しを実施

③と同じ (新)暮らしのガイド及び市勢要覧で周知
(新)「参議院選挙」と「スケートまつり」で告知
ムービーを配信し、動画を活用した周知を実施
(新)オリジナルロゴを作成し、二次元コード・アイ
コンをあらゆる広報媒体で活用できるよう全庁的な
周知を実施

（取組終了）

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- -

効 率 性 ３ あらゆる広報媒体でＬＩＮＥの周知が行えるよう、二次元
コードやアイコンを全庁的に活用できるようにした。
友だち登録数は23,000人を超えている。

リサーチ機能を使ったアンケートの実施や動画を活用した
配信など、関係部署と連携しながら新たな方法で発信を
行った。

より効果的な情報発信を行うため、新たな利活用の拡大と
運用の見直しを実施した。

３ ３ - -

友だち登録を増やすだけでなく、どうすればより多くの登
録者に対して効果的な発信ができるかという視点で見直し
を実施した。

現状の課題解決に向けて、配信方法など抜本的な運用の見
直しを実施した。

総合評価 Ａ Ａ Ａ

-

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ ３ - -

連 携 度 ３ ３ ３

創 造 性 ２ ２ ３ -
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№4

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

左記の解決方法

苫小牧市公式ＬＩＮＥアカウントの友だち（登録
者）を増やすための周知

広報とまこまい、ホームページ等、様々な場面
での周知の実施

全庁的な利活用の検討、苫小牧市公式ＬＩＮＥア
カウントの友だち(登録者)を増やすための周知

妊娠・子育て支援情報や市防災メールと連携。
広報とまこまい等で周知を行い、20,000人を超
える友だち登録となっており、即時性のある情
報発信に効果を発揮している。

配信過多など様々な要因によるブロック数の増加
より市民目線に立った情報発信を実現するた
め、新たな利活用の拡大と運用の見直しを実施

【行政創革プラン進捗状況シート②】
8 苫小牧市ＬＩＮＥ公式アカウントの導入 確 認 時 期 令和４年度末

苫小牧市公式ＬＩＮＥアカウントの登録者数が23,000人を超えているほか、きずなメールや防災
メール連携などの機能をはじめ、多くの自治体から運用に関するヒアリングがあり、本市ＬＩＮ
Ｅ公式アカウントの有用性を実感した。Ｒ５年３月に実施した運用の見直しは、登録者にとって
何が最善かという観点から「市民目線」を最優先に考え、より効果的な情報発信を行うために実
施したものであり、引き続き利便性の向上に努めていく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

友だち登録は毎月増加し、現在23,000人を超えているが、現状様々な要因によりブロック数が増加してし
まうという課題がある。このことから、配信方法の変更など運用の見直しを実施し、より効果的な市政情
報の発信に努めている。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等

18



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

9 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№4 市政情報の効果的な発信

実 践 項 目 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充
担 当 部 署 （環）ゼロごみ推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

ごみ分別アプ
リの導入、サ
テライト施設
の試験設置

工
程
見
直
し

サテライト施
設の試験設置
に関する検証

工
程
見
直
し

サテライト施
設の整備・開
始

工
程
見
直
し

ごみ分別アプ
リの導入、リ
サイクルプラ
ザの機能拡充
方法の再検討

リサイクルプ
ラザの機能拡
充方法の再検
討・試験実施

リサイクルプ
ラザの機能拡
充、民間活力
の導入の検討

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

ごみ分別アプリの導入 (新)Ｒ２年10月　ごみ分別アプリを導入
※Ｒ２年度ダウンロード数2,874件（18歳以上の人口
普及率２％）
分別方法検索やごみ収集カレンダー、ごみ収集日の
お知らせ機能等を備えている。

リサイクルプラザ苫小牧の市内中心部へのサ
テライト施設の試験設置

(新)新型コロナ感染拡大防止を考慮し、オンライン
形式の出前講座、リサイクル講習を録画したＤＶＤ
配布、リサイクル自転車抽選を公共施設から申込可
能とする等、様々な工夫に取り組んだ。

Ｒ
５

Ｒ
３

リサイクルプラザ苫小牧の機能拡充のため、
更なる施策の検討・試験実施

(継)リサイクル自転車抽選販売会を公共施設から申
込可能とした結果、申込数が増加した（３月末時
点、１回当たりの平均申込数714件（Ｒ２年度は366
件））。
(新)市職員が地域に出向き、町内会と協働したリ
ユース活動に取り組んだ（１件）。

アプリのダウンロード数は目標の５％を達成した
（8.35％）。

【評価の理由】

- -３

-

Ｒ
４

③と同じ (継)リサイクル自転車抽選販売会を公共施設から申
込可能とした結果、申込数が増加したことに加え、
市内全域からの来館につながっている（３月末時
点、１回当たりの平均申込数815件（過去最高の申込
件数は1,342件））。
コロナ禍においても、３月末時点で来館者数、リサ
イクル売払料ともに前年度を超えている。

ＪＦＥリサイクルプラザ苫小牧への民間活力
の導入の検討

(新)新たな民間活力の導入の検討を開始した（部内
検討会議・関係部署ヒアリング・意見交換会の実
施）。

（取組終了）

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ａ

創 造 性 ３ ２ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３
-

効 率 性 ２ ２ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ - 部内検討会議や関係部署との意見交換会などを実施し、

様々な意見の共有を図った。

リサイクルプラザ苫小牧で洋服の交換会「ばくりっこ」を
常設した。ごみ減量と不用品の有効活用（リユース）テー
マに意識の醸成を図った。

総合評価 Ａ
リサイクルプラザの機能拡充について、新たに洋服の交換
会を常設し、リユースに関する意識の醸成を図った。民間
活力の導入については、関係部署と情報共有し、引き続き
検討を重ねていく。

リサイクル自転車抽選会については、引き続き公共施設に
依頼し、部内で連携して効率化を図った。

Ａ
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№4

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
9 ごみ分別アプリの導入とリサイクルプラザの機能拡充 確 認 時 期 令和４年度末

Ｒ４年度末におけるごみ分別アプリのダウンロード数は8.35％となり、目標の５％を達成した。
コロナ禍においても、リサイクル自転車抽選は好評であり、Ｒ５年３月の時点で過去最高の1,342
件の申込数と前年度より大幅に申込みが増えたことで市内全域からの来館者数の増加につながっ
ている。また、Ｒ５年１月から新たに洋服の交換会の「ばくりっこ」を常設し、リユースに関す
る更なる意識の醸成を図った。

【上記のうち、特記すべき事項】

ごみ減量、リサイクル推進の情報発信及び啓発活動の拠点として直営で運営してきたが、来館者は年々減
少かつ、利用者は限定的であるため、施設の更なる機能向上が必要である。指定管理者制度の導入に向け
て、部内検討会議や関係者ヒアリング、意見交換会を実施した。また、函館に視察に行き、現状、取組
み、ノウハウなどをヒアリングした。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ごみ分別アプリの普及率がまだ低い。
プラザの機能拡充については、試験的にオンライ
ン講座を開催したが、情報発信するための機材等
の不足に加え、周知不足からか参加者が少ない。

広報紙やイベント等での周知、また市民ニーズ
に応じた講座の開催の検討

ごみ分別アプリは、目標とする普及率５％に達し
たが、更なる普及促進に努める必要がある。
プラザの機能拡充については、コロナの影響で当
初予定していた行事等を開催できなかった。

ごみ分別アプリを活用した新たな取組を展開し
ていくことで、アプリの魅力を向上させる。
プラザは、これまで市民へのゼロごみ情報発信
基地としてきたが、コロナ収束後のプラザの在
り方を検討する必要がある。

新たな民間活力の導入の検討
新たな民間活力の導入について、条例改正手続
や、市民参加手続など、関係部署等との協議が
必要となる。
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
コロナ禍における事業実施の遅れを取り戻すべく、精力的
に取組んだ。

母子手帳機能との統合など、複数部署による利用を想定し
ており、子育て世代への情報発信機能が充実することが見
込まれる。

総合評価 Ｃ Ｃ B

創 造 性 １ １ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ １

- 母子手帳機能との統合による管理面の効率性向上が見込ま
れる。

健康こども部関連の子育て世代への情報発信ツールとして
活用予定。-

効 率 性 １ １ ２ -
連 携 度 ２ ２ ３ -

- - Ｒ５年度の稼働に向けて取組を進めている。

【評価の理由】

Ｒ
４

市子育て施策関連部門・関係団体との協議 (新)健康こども部内の情報発信を一元的に管理でき
るように各課協議を行い、健康支援課で導入を検討
している母子手帳アプリの情報発信機能を活用して
いく方向性を決定した。

情報発信方法の見直し (新)既存のホームページ型ではなく、市公式ＬＩＮ
Ｅアカウントのようなプッシュ型の情報発信方法を
目指すこととした。

スケジュール見直し (新)Ｒ５年度中のアプリ導入を目指してスケジュー
ルを見直し、ＩＣＴ推進委員会に提案して承認を得
た。
・今後、プロポーザルを実施する予定

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

主要部門との意見交換 (新)他の事業・施策に時間を要し、概要案の作成に
まで至らず、意見交換の実施を見送った。

子育て関連団体との意見交換 (新)他の事業・施策に時間を要し、概要案の作成に
まで至らず、意見交換の実施を見送った。

プラン作成 (継)新型コロナウイルス感染症の対応、国の新たな
施策の対応に時間を要し、概要案作成にまで至らな
かった。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

サイト運営事業者等の資料請求 (新)ポータルサイトを導入する自治体や運営する事
業者から、資料請求・聞き取りを行った。

プラン作成 (新)各開発事業者等がコロナ関連・対策のシステ
ム・サイト構築を優先していることもあり、作業が
進んでいない。

Ｒ
５

委託事業者選定

サイト構築

運用開始

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

プラン作成、
情報収集

工
程
ど
お
り

委託事業者
の選定、サ
イト構築

工
程
見
直
し

サイト運用開
始

工
程
見
直
し

プラン作成
アプリ搭載機
能の検討

事業者選定
運用開始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№4 市政情報の効果的な発信

実 践 項 目 子ども・子育てポータルサイトの開設
担 当 部 署 （健）こども育成課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

10 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№4

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

各システムベンダーから子育て関連の情報発信アプリが開発されており、母子手帳機能まで搭載
されているものもある。今後は、子育て世代を含めて利用者の利便性が向上するよう、同アプリ
内で市の情報を確認できるように仕組みを構築していく。

【上記のうち、特記すべき事項】

社会状況の変化によって、子育て世帯の関心ごとや知り得たい情報にも変化があり、コロナ終息後にこれ
までの生活スタイルに戻るのか、見通しが不透明なため、社会情勢や変化するニーズに柔軟な対応できる
システム・サイトの構築が必要とされる。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・膨大な情報量の管理方法
・コロナ禍における子育て世帯が求める情報
　内容の変化

①公式ホームページの情報と使い分け
②ホームページサイトにこだわらず、アプリ形
式を導入することで利便性の向上を図る。

・利用者が求める情報の把握 利用者・関係者との意見交換を実施

・アプリ導入における情報管理手法
・健康こども部外での活用方法の検討

①情報発信基準の作成
②導入アプリの情報発信手法を確認の上、他部
門活用の可能性を検討

【行政創革プラン進捗状況シート②】
10 子ども・子育てポータルサイトの開設 確 認 時 期 令和４年度末
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内線 担当者

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

11 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
作成部署名 未来創造戦略室 2732 白崎

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№5 多文化共生のまちづくりの推進

実 践 項 目 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定
担 当 部 署 （政）未来創造戦略室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

各種施策の実
施、アンケー
トの実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

多文化共生指
針の検討

工
程
ど
お
り

⇒ 多文化共生指針の策定

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

公共サービス民間提案制度により、各種施策
を民間委託により実施する。

(新)民間事業者に委託(１事業、国際化推進事業)
し、各種施策を実施した。

在住外国人へのアンケート調査を実施する。 (新)アンケート調査を実施し、日本語のレベルや日
常生活の状況等について意向把握に努めたが、回答
数が少なかった（発送数420人、回答数42人、回答率
10％）。

Ｒ
５

①と同じ

指針策定に向けた事前整備事業

国際交流サロン運営事業、各関係機関との連
携

多文化共生指針を策定する。

Ｒ
３

①と同じ (継)公共サービス民間提案制度を利用した国際化推
進事業において、事業を実施した。
Ｒ３年度新規事業
・フェアトレードパネル展
・多国籍料理動画配信

外国人雇用に関する企業向けアンケート調査
を実施する。

(新)アンケート調査を実施し、企業が抱える外国人
雇用に関する課題等の現状把握に努めたが、回答数
が少なかった（Ｒ３年８月、発送数2,300社、回答数
25社、回答率１％、アンケートは商工会議所の会報
に同封）

Ｒ
４

①と同じ（各種ワークショップを実施し、多
文化共生の推進を図る）

(継)公共サービス民間提案制度を利用した国際化推
進事業において、事業を実施した。
Ｒ４年度新規事業
多文化共生ワークショップ、やさしい日本語ワーク
ショップ、避難所体験、こども国際ワークショップ

・多文化共生指針の策定に向けて検討を進め
る。
・指針策定に向けた体制整備事業の構築

(新)各関係機関や有識者からの情報収集、意見交換
を実施した。
(新)先進自治体への視察を実施した。
(新)多文化共生に係る課題解決地域連携モデル事業
を実施した。

各関係機関（留学生・企業）に対してアン
ケートやヒアリングを実施する。

(新)留学生にアンケートを実施し、在学中における
ニーズやキャリアについての意向の把握を行った。
（Ｒ４年９月実施、回答43人）
(継)企業アンケート及びヒアリング調査を実施し、
企業が抱える外国人雇用における現状・課題につい
て把握を行った（アンケート発送数55社、回答数36
社、ヒアリング９社）。

令和 年 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

⑩と同じ
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№5

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

２

委託事業者の視点も踏まえた新たな取組を行うことができ
た。

総合評価 B B Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ３ ３ ３ -

【行政創革プラン進捗状況シート②】
11 国際化の推進・国際化に向けた指針の策定 確 認 時 期 令和４年度末

民間委託により、業務削減効果が得られた。

委託業者、関連部署と連携の上、事業に取り組んだ。

-
連 携 度 ２ ２ ３ -

- -

新たな取組を含めた事業展開、指針策定に向けた情報収
集・課題整理を行うことができた。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

どのようにして在住外国人の意向を把握していく
か。

次年度以降は、個人へのアンケート調査ではな
く、企業向けのアンケートとする等、意向把握
方法を見直して実施する。

Ｒ２と同じ

企業向けアンケートを実施し、外国人雇用を
行っている企業の把握や各企業で抱えている課
題等の情報を収集した。今後は企業訪問や在住
外国人との交流の機会を多く設けることで具体
的なニーズを聴取し、意向に沿った事業を展開
する。

・在住外国人が抱える課題の把握
・外国人を雇用している企業が抱える課題の把握

・外国人雇用企業に対しアンケート及びヒアリ
ングを実施した。
・市内在住外国人へアンケートやインタビュー
を実施。その結果をＲ４年度に作成する「やさ
しい日本語・多言語版による生活情報誌」に反
映させる。
・市内大学に通う留学生に対しアンケートを実
施した。

国際化推進事業の充実化により、日本語学習支援や交流の場・機会の提供といった市内在住外国
人のニーズを把握できている傾向にある。また、日本人と外国人が一緒に体験するワークショッ
プの開催により、市民全体の多文化共生に対する意識醸成を図ることができた。
留学生や企業からも日本の生活ルールやマナーに関する課題や、行政に対しての希望を聞くこと
で、今後の事業展開の検討に大きく寄与する材料を得られた。

・多文化共生指針策定に向けたビジョンの策定
・庁内外の関係者との連携
・市民（日本人）及び外国人住民の意向把握
・拠点整備、人材育成

・Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】
Ｒ６年度の指針策定に向け、有識者を含めた準備会議や庁内連携会議などの体制整備及び市民（日本人）
への意識調査や外国人住民へのアンケートによる事前基礎調査を実施し、基盤づくりを行う。
また、公共サービス民間提案制度による委託事業、直営による国際交流サロン（外国人相談窓口）の運営
を引き続き実施することで、市民全体の多文化共生に対する意識醸成と外国人が抱える課題解決につなげ
る。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

関係部署等と連携し、取組を進めることができた。

市民が広く英語に触れる環境整備のため更なる工夫が必
要。

総合評価 B ＡＬＴの有効活用については充実することができた。

ＡＬＴ14人を計画的に派遣し、効率良く活用できた。

Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ ２
-

効 率 性 ２ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -３

-

Ｒ
４

⑤と同じ (継)ナナカマド教室（４回）、放課後児童クラブ
（２回）、英語弁論大会の審査員派遣（１回）、市
内外の学校への派遣（５回）を実施した。

⑥と同じ (継)ＡＬＴの幼稚園、保育所、認定こども園への派
遣はＡＬＴ14人を17園48回派遣し、昨年度より拡大
することができた。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

ＡＬＴの活用を拡充する。 (新)ナナカマド教室（４回予定で２回実施）、放課
後児童クラブ（２回予定。感染拡大で中止）、複数
のＡＬＴによる授業等、ＡＬＴの活用を拡充するこ
とができた。

ＡＬＴの幼稚園、保育所、認定こども園への
派遣を拡大する。

(継)ＡＬＴの幼稚園、保育所、認定こども園への派
遣は緊急事態宣言等に伴い11回は中止となったが、
12園44回の計画を立て派遣を前年度より拡大するこ
とができた。

工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

ＡＬＴを６人から14人に拡充する。 (新)新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、ＡＬＴ
の入国が遅れ、Ｒ３年３月時点でＡＬＴは１人増の７人体
制となった。Ｒ３年度に14人（前年度比＋７人）に拡充を
目指す。

イングリッシュカフェを開催する。 (新)感染症拡大防止のため、不特定多数の参加者を
集めることが困難となり、開催できなかった。

ＡＬＴを様々な関係機関へ派遣する。 (新)幼稚園等の施設（14回）や、ナナカマド教室（４
回）、放課後児童クラブ（１回）への派遣を行った。

Ｒ
５

⑤と同じ

⑥と同じ

Ｒ
３

ＡＬＴを７人から14人に拡充する。 (継)11月に予定していたＡＬＴが全て来日し、14人
体制を実現することができた。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
ＡＬＴの拡
充、イング
リッシュカ
フェの開催、
ＡＬＴ派遣の
モデル実施

工
程
見
直
し

幼稚園・保
育園へのＡ
ＬＴ派遣の
拡大 工

程
ど
お
り

工
程
見
直
しコロナによる

ＡＬＴの入国
遅延

ＡＬＴの拡
充、幼稚園・
保育園等への
派遣拡大

更なる派遣の
拡大

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№5 多文化共生のまちづくりの推進
実 践 項 目 外国語教育の充実
担 当 部 署 （教）指導室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

13 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№5

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

ナナカマド教室、放課後子ども教室、幼稚園・保育所、認定こども園への派遣等、昨年度より規
模を拡大して実施することができた。市民が広く英語に触れる環境を整備するため、イングリッ
シュカフェなどの実施についても関係他課と検討を行っており、ＡＬＴ活用の更なる充実を図っ
ている。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＡＬＴが14人揃ったことで、全ての中学校区に１人ずつ配置することができるようになった。市民向けの
活用については、次年度実施できるよう関係他課と検討している。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＡＬＴの増員が困難な状況になった際の対応につ
いて、学校現場が混乱しないような配置の工夫等
が必要

Ｒ２年度の後半にＡＬＴの配置日数が少なかっ
た学校等を優先してＲ３年度配置計画を作成

Ｒ２と同じ
学級数に応じて、学校間で差が大きくならない
よう配置計画を作成

市民が広く英語に触れる環境整備に係るＡＬＴ活
用の更なる充実

生涯学習課や未来創造戦略室等の関係他課とも
協力して実施に向けて検討している。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
13 外国語教育の充実 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

14 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№6 公共交通の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 地域公共交通網形成計画の推進
担 当 部 署 （政）まちづくり推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

計画策定、路
線再編に向け
た検討

工
程
ど
お
り

路線再編、
効果検証

工
程
ど
お
り

⇒
工
程
ど
お
り

⇒ 計画の見直しに向けた検討

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

計画策定に向けて、「苫小牧市公共交通協議
会」及び「計画検討分科会」を開催

(新)【協議会開催回数】４回
【分科会】２回

「苫小牧市地域公共交通計画」の策定 (新)「苫小牧市地域公共交通計画(案)」策定
Ｒ３年６月「苫小牧市地域公共交通計画」完成予定

バスロケーションシステム導入に向けて、市
内路線バス事業者に対する支援を実施

(新)市内路線バス事業者運行区域の自治体４市が広
域連携して、バスロケーションシステムの導入支援
を実施した。

Ｒ
５

市内バス路線再編案の作成

⑧と同じ

⑨と同じ

⑨と同じ

Ｒ
３

市内路線バス事業者と協議し、再編するバス
路線を検討・決定

(継)「苫小牧市地域公共交通計画」策定
(新)路線再編についてバス事業者と協議開始

乗り継ぎ利便性の向上 (新)Ｒ４年度ダイヤ改正に向けて、鉄道との乗継ぎ
を含めたバスの乗換え利便の向上を図り、利用者増
につなげるよう事業者と協議を行った。

バスロケーションシステムの運用開始
利用方法の周知

(新)Ｒ３年７月からの本格稼働に合わせて市広報や
ＨＰ、ＳＮＳを活用して周知を行ったほか、市内各
高校等にリーフレットを配布した。
(新)市内11か所に最寄停留所のバス運行情報を表示
するデジタルサイネージを設置した。
(新)「バスの乗り方教室」を開催し、その中で周
知、操作説明を行った。

Ｒ
４

④と同じ（目標：再編素案の作成） （継）路線再編についてバス事業者と協議を行い、
公共交通協議会の協議を経て、再編素案を作成し
た。

⑤と同じ（目標：乗継拠点整備１か所以上）
・バス待合環境整備(目標：１か所以上）

（新）Ｒ５年度の市内バス路線再編案作成に向け
て、市内の乗継拠点整備について内部協議を開始し
た（乗継拠点整備なし）。
（新）バス待合所の修繕を行った（３か所）。

バスロケーションシステムの運用及び利用促
進（目標：利用周知３回（か所）以上）

（継）市広報やＨＰ、ＳＮＳを活用して利用周知を
行った。
（継）「バスの日イベント」や町内会での「バスの
乗り方教室」を開催した。
（新）ふれんどビルや錦西営業所等市内11か所に設
置しているデジタルサイネージにバスロケーション
システムＰＲ用のポップを設置。また、道南バスの
協力のもと、市内バス停にも掲出した。
（利用周知３回（か所））

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

市内バス路線再編の実施(段階的な路線再編)

⑧と同じ
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№6

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

市内バス路線再編素案を作成し、段階的な路線再編に向け
て施策を推進した。

【評価の理由】

路線再編素案の作成や乗継拠点整備の協議開始など、新た
な事業に取り組んだ。

総合評価 Ｂ B B
創 造 性 ３ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ ２

-

効 率 性 ３ ２ ２

２

-

【行政創革プラン進捗状況シート②】
14 地域公共交通網形成計画の推進 確 認 時 期 令和４年度末

ＳＮＳを利用した利用促進などできるだけ費用負担の発生
しない方法を検討し取り組んだ。

市内バス路線再編のほか、バス待合環境整備、乗継拠点整
備、バスロケーションシステムについて事業者や関係部署
と連携して取り組んだ。

-

連 携 度 ３ ３ ３ -

- -

市内バス路線再編のＲ６年度実施に向けて、着実に取組を
進めている。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

将来にわたり持続可能な公共交通ネットワークの
形成に向けて、市内バス路線再編等による将来像
を示した上で、今後、実現に向けた協議が必要

バス路線再編の方向性が望ましいものであるか
シミュレーションした結果、バスの収支面では
改善が図られ、有効であることが確認できた。

・再編するバス路線の検討・決定
・バス停留所の改善
・乗継割引内容の検討・決定

・利便性と効率性のバランスの取れたバス路線
再編となるよう、事業者と協議を行っている。
・快適なバス待ち時間を過ごすことができるよ
うに必要な停留所の改善を図るため、事業者と
連携して修繕計画を進めている。
・利用者負担を考慮した新たな乗継割引の導入
についての検討は、新型コロナウイルス感染症
の影響を受けた事業者経営難により、協議、検
討が遅れている。

Ｒ３と同じ

・路線再編についてバス事業者と協議を行い、
苫小牧市公共交通協議会の協議を経て、再編素
案を作成した。
・バス待合環境整備及び乗継割引について、令
和５年度作成予定の再編案に向けて事業者と協
議していく。

バスロケーションシステム及びデジタルサイネージの周知を継続的に行った。
計画に位置付けた利用促進、利用講習、モビリティマネジメントの推進に当たって、事業者連携
を強化し、「バスの日イベント」や町内会での「バスの乗り方教室」を開催した。また、バス事
業者等と連携して「バスの乗り方動画」を作成したほか、産学官連携の取組としてデコレーショ
ンバス事業を実施した。

Ｒ３と同じ

・段階的なバス路線の再編
・バス停留所の改善
・乗継割引の導入

【上記のうち、特記すべき事項】

バス路線の再編を行う場合、乗継回数や待ち時間の増加が想定されるため、利用者負担を考慮した乗継割
引の導入や、快適に待ち時間を過ごすことができるようバス停留所の改善を行う等、利用者への配慮が必
要となる。しかし、コロナ禍の長期化の影響を受けた事業者経営難により、乗継割引の導入や額の調整に
時間を要する懸念がある。
地域公共交通計画の推進にあたっては、バス、鉄道、タクシーなど様々なモードの公共交通活用について
検討が必要。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

15 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№6 公共交通の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討
担 当 部 署 （政）まちづくり推進課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

ＩＣＴ導入の
検討・適宜実
施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

苫小牧版MaaS
実証事業の検
討

バス乗降データ
等の分析

Ｒ
３

ＭａａＳの調査研究や実証試験の内容検討 (新)先進事例の室蘭市を視察し、担当者から取組内
容の聞き取りを実施した。
(新)出光カーシェアに係る協議・検討、安平町行政
ＭａａＳの視察を行った。
(新)デジタル田園都市国家構想推進交付金の活用に
向け、事業者と連携し検討を行った。

バスロケーションシステムの運用開始 (新)市内路線バスにおいてバスロケーションシステ
ムの運用を開始した。また、市内11か所にバスの運
行情報を表示するデジタルサイネージを設置した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

ＭａａＳに係る補助金・助成金に関する情報
の収集

(新)ＭａａＳについて情報収集・課題整理を行うと
ともに、市内におけるＭａａＳ等のＩＣＴ活用につ
いて、その有効性・可能性を調査研究し、Ｒ３年度
以降の実証試験実施に向けた検討を行った。

Ｒ
５

⑥と同じ

Ｒ
４

とまこまい版ＭａａＳ構想事業に向けた取組
（目標：実証事業数３）

(継)デジタル田園都市国家構想推進交付金の活用に
向けて事業者と協議を行った。
(新)苫小牧駅周辺ビジョン、苫小牧市スマートシ
ティ官民連携協議会との連携について協議を開始し
た（実証事業数１）。

バスロケーションシステムの運用 (継)市内路線バスにおいてバスロケーションシステ
ム「バスキタ！道南」の運用及び利用周知を実施し
た。また、市内11か所に設置したバスの運行情報を
表示するデジタルサイネージを継続して運用してい
る。

バス乗降データ等の分析に向けた事業者との協議 (新)デジタル技術を活用したバス乗降データ等の分
析について、事業者と協議を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑥と同じ

- - 実証実験の開始には至っていないものの、補助金の調査や
事業者との協議により、次年度以降の基盤づくりを進めて
いる。

【評価の理由】

ＭａａＳ関連事業者や他部署と連携して協議・検討を行っ
た。-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ３ -

実証実験の開始には至っていないものの、補助金の調査や
事業者との協議により、次年度以降の基盤づくりを進めて
いる。

総合評価 B Ｃ B

創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ １ １

- バスロケーションシステムの利用周知により、バス利用者
にとっての利便性が向上している。

ＩＣＴの活用による市民及び観光客の利便性向上や、新た
な交通サービスの導入を目指し、事業者や他部署との連携
を強化して協議を進めた。
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№6

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
15 ＩＣＴを活用した新たなモビリティサービスの検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＭａａＳに関する情報収集を行っているが、地域
の現状や課題に合った実証試験の内容を検討する
必要がある。

公共交通事業者や利用者の意見等を踏まえた協
議を丁寧に行っていく。

実証試験の内容及び対象エリア等の検討
実証試験について、利用者の声、現在の市内路
線バスの運行状況を踏まえ、路線再編の支線に
あたる地域での実施を検討した。

Ｒ３と同じ
デジタル田園都市国家構想交付金の活用に向け
て、事業者と協議を行った。

バスロケーションシステムの利用は順調に伸びている。広報誌、ＳＮＳ等による周知に加え、デ
ジタルサイネージにバスロケーションシステムＰＲ用ポップを設置するなど周知拡大を図った。
引き続き、様々な媒体での周知、利用促進に取り組んでいく。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

地域住民や観光客など、利用者にとってより便利で効果的な実証事業を実施していくことが重要である。
事業の効果を見極め、効率的で実装可能な事業展開を見据えた検討を推進する。実証試験実施にあたって
は、地域の課題を把握し解決に導くことが重要であるため、事業実施後の利用者アンケート調査を実施す
る必要がある。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

16 【行政創革プラン進捗状況シート①】
確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№7 窓口の利便性向上に向けた取組
実 践 項 目 住民異動等におけるタブレット端末の活用
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
先進自治体の
調査、活用検
討

工
程
ど
お
り

検討結果に
よる

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒

活用可能性
の調査

業務の精査、
導入範囲の検
討

導入、効果検証 導入範囲拡大の検討

Ｒ
３

③と同じ (継)コロナ禍により先進自治体への視察は中止

自治体デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）推進計画による影響調査

(新)国の新計画における本市の対応の確認
(新)現段階でのシステムの仕様の確認等

②と同じ (継)改めて導入規模や活用用途、環境設定手法につい
て検討し、本市における効率的な運用を費用対効果も
含めて検討していくことを決定した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体の活用状況調査 (新)住基連動運用を行っているケースや、タブレット
のみ独自運用し、住基システムへの入力は別途行って
いるもの等、様々な運用があることがわかった。

本市における活用方法検討 (新)システムベンダーに確認を行ったところ、今後運
用を検討している自治体があることがわかった。機能
確認を含めてデモを開催した。

先進自治体への視察 (新)コロナ禍により先進自治体への視察は中止

Ｒ
５

効果検証

【評価の理由】

Ｒ
４

⑤と同じ (継)Ｒ７年度中に国の全国住基システム等の標準化・
ガバメントクラウドへの移行を確認した。

②と同じ（タブレット端末の活用のほか、利
便性向上に向けた取組を検討）

(継)Ｒ５年２月に全国で転出入ワンストップサービス
が開始され、転出届の提出は来庁不要となったもの
の、転入届の提出は必要であり、一部届出人記載欄が
あることから、タブレット端末にこだわらず最小限の
記載による受付対応について検討した。

導入範囲の検討 (新)転出入ワンストップ利用者には、システムの利便
性を最大限に活かした署名での対応を実現した。ま
た、今後の普及状況を注視するとともに、システムを
利用しない方へのタブレット端末活用の可能性につい
て、住基システムの標準化も見据え、引き続き検討す
る。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

導入範囲拡大の検討

- -

効 率 性 ２ 国の自治体DX化に基づき対応しており、一定の効率性は確保
できた。

国やシステム提供事業者との連携により、デジタル化の動き
を把握するとともに費用対効果も含めた検討をすることがで
きた。

自治体ＤＸが進む中で、工程を見直しているが、市民サービ
ス向上に向けて一定の進捗が図られた。

２ ２ - -

今後の自治体ＤＸの動きを注視し、住基システムの標準化を
見据え、検討を継続する。

タブレット端末の活用にこだわらず、国の取組に基づき利便
性向上を実現できた。

総合評価 B B B
-

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ １ ２ - -

連 携 度 ２ ２ ２

創 造 性 ３ ３ ３ -
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№7

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

左記の解決方法

導入手法次第では、データ入力業務の増加等、窓
口業務の負荷が増加することが判明した。メリッ
トデメリットのバランス調整が必要であり、既存
住基システムとの連動や住基受付窓口数の増設等
を含めた導入手法検討が必要になる。

バランスの取れた運用が実現できるように、先
進自治体への視察や調査・情報収集等を継続す
る。

・Ｒ２と同じ
・早期導入が望ましいところであるが、Ｒ７年度
中にデジタル・ガバメント実行計画によって住基
システムの仕様が変更される見込みとなった。

住基システムの仕様決定を注視しつつ、導入方
法及び運用手法を検討していく。

・タブレットの導入について二重投資の懸念が払
拭できないことから、受付業務などにおいてタブ
レット端末の活用又はそれに替わる取組を検討す
る。
・検討に当たっては、市民の申請書作成の簡略化
を考慮しつつ、導入により窓口の占有時間が増加
することが予想されることから業務フロー等の検
証も含めて検討する。

申請書作成の簡略化については、委託事業者に
対する仕様の変更を行う必要があり、国のデジ
タル化推進を注視しながら、引き続き業務フ
ローの検証やその必要性について検討してい
く。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
16 住民異動等におけるタブレット端末の活用 確 認 時 期 令和４年度末

国はマイナンバーカードを活用した行政手続きの簡素化を急速に進めており、市が独自で導入す
ることで今後二重投資となってしまう可能性があるため、国の動向を注視していく必要がある。

【上記のうち、特記すべき事項】

住基システムへのデータ連携方法がタブレット等の機器選定、導入後の運用方法を決定する大きな要素と
なることから、住基システムの変更に係る仕様を注視する必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等
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①

②

③

④

⑤

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
混雑カレンダーに国民健康保険及び国民年金の２業務を新
たに追加し、内容を充実した。

混雑時期の周知のほか、郵送での届出手法や証明書のコン
ビニ交付サービスなど混雑を緩和する周知も行った。

総合評価 Ａ B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ ２

- 市ＨＰや公式ＬＩＮＥアプリ等、複数の媒体を利用して混
雑状況等について市民に発信した。

保険年金課と協議し、総合窓口フロア（窓口サービス課・
保険年金課）業務の混雑予想を掲載した。-

効 率 性 ３ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ３ -

- - カレンダーのＨＰ掲載や公式ＬＩＮＥアプリでの配信を
行った。

【評価の理由】

Ｒ
４

混雑状況の周知方法や内容の充実化の検討・
実施

(新)Ｒ４年10月から市ホームページに保険年金課業
務を含めた総合窓口フロアの混雑状況の掲載を開始
した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

混雑状況の周知方法の検討・実施 (継)カレンダーの表示を１か月のみの記載だったも
のを２か月の記載にするなど利便性の向上を図っ
た。
(新)混雑状況のオンライン配信について番号発券機
メーカーと協議し、導入コストが多大である点や待
ち人数等の表示形式が不明瞭で市民に誤解を招く恐
れがあることから配信については実施しないことと
した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

混雑状況の周知方法の検討・実施 (新)番号発券機システムとの連動方式とは別の手法
を検討し、混雑予想カレンダーをホームページに掲
載した。Ｒ２年３月分から試行的に開始し、課内協
議による改善を加えて同４月から本格稼働した。一
定程度は窓口の混雑状況解消に寄与している。

Ｒ
５

③と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

周知方法の検
討・実施

工
程
ど
お
り

工
程
見
直
し

工
程
見
直
し⇒

周知方法、内
容充実に向け
た検討・実施

⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№7 窓口の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 窓口の混雑状況に関する市民周知
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

17 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№7

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

今後、オンライン手続が推進された場合、窓口の
混雑状況とは関係なく入力等のバックヤード処理
の混雑が想定され、窓口でのバックヤード処理に
影響する可能性がある。

バックヤードでのシステム処理の煩雑さが極力
発生しないようにシステム構築する必要があ
り、オンライン手続に係る国やシステムベン
ダーの動向を注視していく。

現行の各種導入システムにおいて、リアルタイム
での窓口混雑状況の把握が難しいことが判明。他
に可能な周知方法を費用対効果も含めて検証して
いく必要がある。

番号発券機メーカーや住基システム事業者から
情報収集を行い、他の手法についても検討して
いく。

窓口を利用する市民の利便性向上に向けて、必要
な内容を適切なタイミング、媒体で実施するよう
検討を行う必要がある。

総合窓口フロアが包括委託となるタイミングで
保険年金課の窓口混雑状況を市ホームページに
掲載し、内容の充実化を図った。

今後もホームページの掲載を継続しつつ、発券機事業者へ配信内容の明瞭化（システムの改修、
アップグレードなど）についての要望を行っていく。

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

現行の発券機システム等を利用したオンラインでの混雑状況の表示については、混雑状況の市民周知を継
続しつつ対応を検討していくこととした。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
17 窓口の混雑状況に関する市民周知 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

庁内関係部署及び地域の関係機関との連携について、成果
が得られている。

総合評価 B ふくし総合相談窓口の体制を整えることができた。

コストや業務量からの成果は得られにくいが、体制強化や
窓口周知の取組みは実施できた。

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ２ ３ -

-

Ｒ
４

ふくしに関する総合的な相談の中に、成年後
見制度の一次相談機能を加えるほか、人員の
拡充を図ることで、市民及び関係機関等から
生活上の様々な相談を受け止めることができ
る体制を整備する。

予定どおり一時相談機能を追加したほか、相談員のス
キル向上に努め、市民及び民生委員や庁内他部署、関
係機関等から寄せられる様々な相談に対応することが
できた。(新規相談件数741件)

③と同じ
ふくし総合相談窓口に入った相談内容を、庁
内関係部署との連携により、すみやかに対応
できる体制づくりを進める。

(継)会議を有機的に機能させ、庁内の連携強化を図る
体制づくりを充実させることができた。
※　代表者会議（１回）、実務者会議（２回）、個別
ケース検討連絡会（22回）

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

庁内連携体制を活かすことで実務担当者同士のつながりが
強まり、複合的な課題を抱えた相談に対し、連携して対応
できた。

各相談支援機関間の情報共有、学び合いの仕
組みづくり等を検討する。

(新)Ｒ３年度厚生労働省社会福祉事業「重層的支援体
制整備事業の促進に向けた自治体内の体制整備のため
のコンサルティング事業」の研究対象として取組を継
続中
(新)各自治体との意見交換と相談員等研修を開催した
（９月～Ｒ４年３月）。

重層的支援体制整備事業を視野に入れた体制づくりに取り
組めた。

【評価の理由】

- -２

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

高齢者・障がい者、生活困窮者等の属性を超
えた複合的な課題に包括的・一元的に対応す
る窓口機能を検討する。

(新)福祉部で生活困窮を基軸に障がい者、権利擁護の
相談機能を統合する検討を行った。新型コロナウイル
ス感染症の影響により先進自治体の視察は中止した。

北海道医療大学先端研究推進センターが実施
したＲ２年度厚生労働省社会福祉推進事業に
関連する調査研究事業で、本市での窓口間の
効果的連携方策や体制整備のあり方について
研究し、ふくしのワンストップ総合相談窓口
の形態を検討する。

(新)おおむね工程どおり実施した。包括的支援体制整
備を目指すことへの理解を深め、関係機関と認識を共
有することができた。

Ｒ
５

⑤と同じ

⑥と同じ

Ｒ
３

適切な支援機関へのつなぎ等の支援調整、窓
口の体制及び業務範囲等を検討する。

(新)本年度から庁内関係部署連携会議の参集範囲を拡
大し、会議の構造を充実させることで、庁内の連携強
化を図る体制づくりを進めることができた。
※　連携会議（代表者会議）の開催、実務者会議（２
回）、個別ケース連絡会（11回）

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、相談窓
口の検討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
見
直
し

総合相談窓口
の設置

工
程
見
直
し

ふくし総合
相談窓口の
設置

機能の充実 ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№7 窓口の利便性向上に向けた取組

実 践 項 目 ふくし総合相談窓口機能の充実
担 当 部 署 （福）総合福祉課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

18 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№7

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

これまでは、庁内外から「どこに相談して良いかわからない」という声が多く聞かれていたが、ふ
くし総合相談窓口があることで「迷わなくなった」、「問合せしやすい」などの市民からの意見の
ほか、代表電話の交換手がつなぎ先に迷うものや、庁内の各部署からもふくし総合相談窓口につな
がることで、速やかな対応が可能となった。

【上記のうち、特記すべき事項】

ふくしの総合相談窓口を受ける担当職員と、直営の生活困窮者自立相談機関の相談支援員が同一の人員体制
となっており、相談支援に対応する職員の人員不足が一番の課題である。また、窓口の設置に当たり、プラ
イバシーに配慮した相談室が少なく、多様なニーズのある相談者が安心して相談に来る環境づくりが必要と
なる。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

総合相談窓口と支援関係機関間の役割分担。
相談員の人員の確保。

庁内関係部署、各種支援機関と情報共有・学び
合いの場となる研修会を開催。
相談員募集を継続。

総合相談窓口の周知不足により、庁内外から支援に
つながるのに時間を要する場合がある。相談につな
がった場合でも、相談員の人員が確保できていない
ため、十分な支援体制が取れていない。

・庁内関係部署の連携会議を活用して情報共有
やケース検討、研修会等を開催し、必要に応じ
て庁外の支援機関にも参加を求め、総合相談窓
口と各支援機関との連携を充実させる。
・相談内容ごとのつなぎ先一覧を作成し、庁内
外に周知し活用を促す。

地域生活に関する様々な相談が寄せられることに伴
い、複合的な課題を抱える困難ケースも増え、多機
関連携による支援ケースも増えているが、一方で困
難ケースに要する支援時間の増加や支援会議の回数
増により、更なる体制強化が必要となっている。

・他部署や関係機関との協力体制の強化
・相談員募集の継続
・相談員のスキル向上研修の実施

【行政創革プラン進捗状況シート②】
18 ふくし総合相談窓口機能の充実 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
新たに２決済事業者を追加し、支払手段の選択肢が増えた
ことから、市民の利便性向上が図られた。

新たに楽天ペイ、ｄ払いの利用率の高い事業者を選定し、
利用開始した。

総合評価 B Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ ３

- キャッシュレス決済の利用により、スムーズな決済が可能
となり、会計時の所要時間が短縮された。

当課レジスターのみ対応-
効 率 性 ２ ３ ３ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 当初工程より前倒しで事業実施

【評価の理由】

Ｒ
４

事業開始後の利用状況確認 (継)２月末時点で利用件数7,403件、利用率7.68％

事業者及び証明取扱所への拡充検討 (継)楽天ペイ、ｄ払いの２事業者を追加した。
(新)証明取扱所の現状把握を行い、市民から問合せ
がほとんどないことを確認した。

公金取扱部署への情報提供 (新)担当部署への情報提供を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

先進自治体の利用状況調査を実施し、キャッ
シュレス決済事業者を選定

(継)道内自治体（釧路・芦別）に調査を実施
(新)キャッシュレス決済事業者を６社選定し、委託
契約を締結

窓口業務受託事業者への説明及び業務フロー
構築

(新)業務及び調定のフローの作成及び提供

Ｒ３年10月頃、事業実施予定 (新)Ｒ３年10月11日からキャッシュレス決済を開始
（Ｒ３年10月～Ｒ４年２月まで計2,408件の利用）
(新)Ｒ４年度以降、利用者アンケートを実施予定取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体の調査 (新)先進自治体の視察を想定していたが、コロナ禍
である状況を勘案して各自治体のホームページ等の
確認のみとし、道内実施自治体を把握した。

実施方法の決定 (新)既設置レジスターとの連動性を確認できたこと
から、キャッシュレス決済導入後の作業を考慮し、
既存のものを活用して導入することとした。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
先進自治体の
調査、実施検
討

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

キャッシュレ
ス化の実施

工
程
見
直
し

導入手法の決
定

キャッシュ
レス化の実
施

事業者拡充等
の検討・実施

⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№8 支払方法の多様化

実 践 項 目 証明発行手数料等のキャッシュレス化
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

20 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№8

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

Ｒ４年度からは「ｄ払い」「楽天ペイ」の決済事業者を追加した。Ｒ４年５月に実施した窓口ア
ンケートでは、支払方法について「満足・やや満足」との回答が91.4％（未回答6.8％）となり、
おおむね満足度の高い結果となった。

【上記のうち、特記すべき事項】

キャッシュレス決済の拡充について、次回以降の窓口アンケートに利用状況調査を実施するなど市民の要
望を確認の上、検討していく必要がある。また、証明取扱所等の拡充については引続き現状把握を行って
いく。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・カード式の電子マネーの場合、本庁舎では
チャージ方法がない。
・出張所や証明取扱所、その他公金取扱部署への
拡充が求められる可能性がある。
・既設置レジスターとの連動性を重視した導入手
法を採用しているので、レジスター入替時には、
改めてキャッシュレス決済手法についても検討す
る必要がある。

情報収集を行い対応を検討していく。
公金取扱部署への情報共有を実施していく。
レジスター入替時の懸案として引き継いでい
く。

・普及率等を調査し、新たな決済事業者の追加を
検討していく必要がある。

・普及率等についての情報収集の実施
・キャッシュレス決済とりまとめ事業者との情
報共有を適宜行う。
・利用者を対象とした利用状況調査の実施

Ｒ３と同じ
Ｒ４年12月から利用率の高い「ｄ払い」「楽天
ペイ」の２事業者の利用を開始した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
20 証明発行手数料等のキャッシュレス化 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
屋外スピーカーと戸別受信機を組合せた情報発信の拡大・
工夫により、情報発信の強化が図られた。

屋外スピーカーと戸別受信機の組み合わせにより、効果・
効率的な発信になるよう工夫した。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 屋外スピーカーにあわせ戸別受信機の発信を拡大すること
で、より確実に情報を届けることが可能になった。

関係部局や町内会と連携・協議の上、放送内容の拡充を
図った。-

効 率 性 ２ ２ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- - 当初工程どおりに取組を実施した。

【評価の理由】

Ｒ
４

屋外スピーカーにより交通安全や選挙投票等
の重要な行政情報を発信する。

(新)交通安全・選挙等の行政情報を36回、地域に係
る情報を12回及び希望の鐘を毎日放送した。

戸別受信機について前年並み（200台）に新
規配布する。

(継)随時申請を受け付け、172台の受信機を配布し
た。

Ｒ４年度からの戸別受信機の放送内容につい
て市民へ周知し運用する。

(新)気象警報発表や警報予告等を戸別受信機で放送
することをチラシで周知し、運用した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑨と同じ

⑩と同じ

⑪と同じ

Ｒ
３

・屋外スピーカーの平時利用を含めた運用
・屋外スピーカーの音質改善

(新)平時運用を開始し、町内会に個別説明を実施し
た。
(新)試験放送やアンケート調査を基に、チャイム音
や音量などの改善を行った。

戸別受信機配布の継続 (継)申請を随時受付し、配布を継続した(約200台)

戸別受信機による放送内容の拡大検討 (新)情報発信の強化と利便性向上のため、戸別受信
機による放送内容の拡大を検討し、Ｒ４年４月から
気象警報、警報予告、行政放送を新たに放送する。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

市内全域へ屋外スピーカーを拡充整備 (新)市内に158基の屋外スピーカー等を設置したこと
により、全市民への避難情報伝達が可能となった。
特に携帯電話を持たない市民には効果大である。

戸別受信機配布 (新)Ｒ２年度に申請のあった約2,800台について予定
どおり配布した。

Ｒ
５

効果・効率的な情報発信に配慮しつつ、屋外
スピーカーの平時利用を継続する。

戸別受信機配布を継続し、220台を新規配布
する。

戸別受信機による放送内容について、更なる
拡大を検討する。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
屋外スピー
カーの整備、
個別受信機配
布

工
程
ど
お
り

新たな防災
行政無線の
運用

工
程
ど
お
り

⇒
工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№9 市民の安全安心に関する取組

実 践 項 目 危機管理に関する情報発信の強化
担 当 部 署 （民）危機管理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

22 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№9

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

地域からは、屋外スピーカーによる行事等の発信希望が一定あることから、引き続き平時利用を
充実させていく。また、防災行政無線の課題として、屋外スピーカーの音達改善が懸案となって
おり、補完機能としての戸別受信機及び防災メールの活用促進を図る。

Ｒ４の考え方を基本に更なる取組を推進する。

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

災害時に逃げ遅れの可能性のある避難行動要支援者に対し、戸別受信機を無償で貸与している。要支援者
にとって戸別受信機は重要な情報取得ツールとなり得ることから、改めて対象者に周知するとともに、戸
別受信機による発信内容の検討を重ね、情報発信の強化を図る。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

平時利用の拡大
全庁的に機能の周知を図り、利用拡大を模索す
る場を設ける。

平時利用の拡大、戸別受信機の貸与促進
関係部局や町内会と調整を図り、利用拡大を図
る。また、避難行動要支援者に個別に周知する
など、戸別受信機の貸与を促進する。

放送内容の改善、戸別受信機の貸与促進
・聞き取りやすさに配慮し、放送内容を簡略化
・戸別受信機の放送内容拡大により利便性を向
上

【行政創革プラン進捗状況シート②】
22 危機管理に関する情報発信の強化 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

23 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№9 市民の安全安心に関する取組

実 践 項 目 救急車適正利用の推進
担 当 部 署 （消）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

市民周知の検
討・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

市民周知の検討・実施 (新)普通、一般救命講習の実施（年10回）
(新)応急手当普及員養成講習の開催（年１回）
(新)出場件数・動向の分析を行った。

Ｒ
５

①と同じ

スマートフォンアプリ「Ｑ助」の更なる周知

③と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)普通、一般救命講習の実施（年37回）
(継)応急手当普及員再講習の開催（年１回）
(継)出場件数・動向の分析を行った。
(継)予防救急の重要性に関するリーフレット配布及び
ポスター掲示等の市民周知を行った。

＃7119の調査・研究 (新)札幌市のデータでは＃7119導入後、軽症者の割合
が減少していることを確認した。
(新)＃7119の導入については、総務省検討会から都道
府県単位が中心となることができるとの答申を確認し
た。今後は、苫小牧市として北海道の動向を注視し、
導入した場合の費用対効果についても引き続き調査・
研究を行う。

当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ (継)普通、一般救命講習の実施（年91回）
(継)応急手当普及員養成講習の開催(年１回）
(継)応急手当普及員再講習の開催（年１回）
(継)出場件数・動向の分析を行った。
(継)予防救急の重要性に関するリーフレット配布及び
ポスター掲示等の市民周知を行った。
(新)防災協力自動販売機での救急医療週間の広報のほ
か、広報とまこまいにスマホアプリ「Ｑ助」を掲載し
た。
(新)レッドイーグルス北海道との包括連携協定を活用
し、ホームゲームで「Ｑ助」のリーフレットを配布
し、周知を行った。

③と同じ (新)総務省消防庁から♯7119の説明を受けた。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２

-

効 率 性 ３ ２ ２ -

連 携 度 ２ ２ ３ -

- -

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

コロナ禍だったが、適正利用の推進につながる応急手当普
及啓発活動を継続できた。

応急手当普及員を増加させた。

・消防団に蘇生ガイドライン2020の変更点を解説し、指導
の統一を図った。
・患者等搬送事業に基づく講習を介護タクシー業者に実施
した。

乳幼児対象の救命講習（パパママ救急隊員養成講習）を試
行した。

総合評価 B
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№9

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
23 救急車適正利用の推進 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

コロナ禍で出動内容の分析や見極めが難しい。
新型コロナウィルス感染症が終息することで出
動内容の分析が可能になるが、現状の感染症の
状況を踏まえた分析方法についても研究が必要

・Ｒ２と同じ
・適正利用の広報に工夫が必要
・＃7119の課題の精査。

・出場内容の分析を継続して行っている。
・応急手当普及員、救急協力者に対する消防長
表彰を行い、新聞記事で広報を実施した。
・♯7119については、国及び北海道からの情報
収集を継続している。

・Ｒ３と同じ
・普通救命講習会の需要が大きいため、感染対策を
行い予定どおり実施したが、Ｒ５年５月の新型コロ
ナウイルス感染症の感染症法上の５類変更に伴い、
講習内容の変更を検討する。

・出動件数の分析を継続して行う。
・本市の感染対策方針に追従し、感染対策の段
階的な緩和を整理することとした。

２年ぶりに応急手当普及員養成講習を開催し、３日間で６企業７人の申込があり、応急手当の重要
性を理解している企業が多いことがわかった。また、乳幼児対象の救命講習（パパママ救急隊員養
成講習）を試験的に開催したところ、問い合わせが多く来年度は開催回数を拡大して継続する。
包括連携協定の活用について、レッドイーグルス北海道の協力によって、１人でも多くの方々に適
正利用、スマホアプリ「Ｑ助」の周知ができたと考える。
総務省消防庁の担当職員から実施実態の調査や実施主体について改めて説明を受け、主体が都道府
県にあることを確認したことから、引き続きその動向に注視していく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

４月から翌年２月までの11か月間の救急件数について、Ｈ31年度からＲ３年度までの３か年を比較した結
果、Ｒ２年度には減少傾向がみられたが、Ｒ３年度には新型コロナウイルス感染症の拡大前と同程度の件
数になった。しかし、Ｒ４年の救急件数が15.1％増（Ｒ３年１月～12月比）であり増加の原因について
は、高齢化が要因と考える。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

24 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№9 市民の安全安心に関する取組

実 践 項 目 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上
担 当 部 署 （消）総務課

ＩＣＴ 人材育成
○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
多言語対応
サービス等の
導入、障がい
者対応システ
ムの導入

工
程
ど
お
り

サービス等
の運用、効
果検証

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒

効果検証、取
組終了

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

多言語通訳サービスを導入し運用を開始す
る。

(新)予定どおり運用を開始した。

ＮＥＴ119を導入し、運用を開始する。 (新)予定どおり運用を開始した。

各救急隊に導入したスマートフォンに無料通
訳アプリ「ボイストラ」を導入し運用を開始
する。

(新)予定どおり運用を開始した。

Ｒ
５

Ｒ
３

多言語サービスについての効果の検証 (継)継続して運用中（Ｒ３年度利用実績なし）

庁内の関係部署や関係団体と協力したＮＥＴ
119の周知

(継)新規登録２件：合計登録数７件（３月１５日現
在で利用実績なし）

ボイストラについて効果の検証 (継)１回使用した（ベトナム語）。保健所からの指
示を本人に正確に伝達できた。

継続して運用中

【評価の理由】

Ｒ
４

④と同じ (継)継続して運用中（Ｒ４年度利用実績なし）
(新)外国人避難所体験の機会にサービスの説明を
行った。

庁内の関係部署や関係団体と協力したＮＥＴ
119の周知及び効果の検証

(継)関係部署及び団体と情報交換を密に実施
　団体会合機会に説明し、５人の登録増となった。

⑥と同じ

（取組終了）

(継)継続して運用中（Ｒ４年度利用実績なし）
(新)外国人避難所体験の機会にサービス内容につい
て実演した。

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２ -

連 携 度 ２ ２ ３ -
- -

B B

創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

外国人や障がい者に対応できるよう体制は確立しており、
本取組において目標である対応力向上は概ね達成した。

円滑な市民対応及び迅速な出動が可能となっている。ま
た、NET119の登録者が増えており一定の成果が得られた。

市関係部署を通じて苫小牧聴力障害者協会に対しNET１１９
の説明会を２月に実施し登録を呼びかけた。

総務省消防庁からの指導に対応できている。

総合評価 B
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№9

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
24 外国人及び聴覚・言語機能障がい者への対応力向上 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

外国人からの通報等の実績が少なく、具体的な活
用までには至っていない。

想定訓練等の実施

新たな障がい者の方へのＮＥＴ119の周知
関係部署と協力し、ホームページの紹介や紙媒体を
配布した。

新たな広報手段の検討
苫小牧聴力障害者協会に対しＮＥＴ119の説明
会を行った。

ＮＥＴ119は事前登録制で、聴覚・言語機能障がい者の方がスマートフォン等から音声を用いるこ
となく文字情報のみで簡単に通報できる仕組みとなっている。また、外国人の方への対応は、多
言語通訳サービスによる通訳を介した三者通話での円滑な救急車等の手配、多言語音声翻訳アプ
リ「ボイストラ」を使用したコミュニケーションによる迅速な現場対応を実施できる。

【上記のうち、特記すべき事項】

①登録情報に変更がある場合は、変更手続をするように登録者に周知した。また、定期的に登録情報の確
認をするように計画している。
②Ｒ８年度から高機能指令システムの共同運用が計画されており、各消防本部と連携し運用について検討
していく。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ
４

④と同じ (継)共同住宅の新築の際に、建築施工主に対して入
居者への町内会加入案内等を依頼し、町内会に対し
て施工者の建設概要等の情報提供を行った(32件)。

⑤と同じ (継)各町内会の活動が一部の再開にとどまっている
ことから、町内会活動再開への参考となるよう、他
町内会の活動を紹介する町内会向け広報紙を６回配
付し、情報提供を行った。

⑥と同じ (新)町内会連合会が町内会役員を対象に、ＩＣＴ推
進室が主催するスマホセミナーへの参加の募集を行
い、延べ75人が受講した。
(新)町内会におけるＳＮＳ活用に関するガイドを作
成し、町内会に配付した。

令和 年 月取組終了取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

⑤と同じ

(継)新型コロナウイルス感染症の影響により、各町
内会の活動が大幅に縮小されており、当該補助金の
活用実績はなかった。各町内会に対しては、定期総
会や役員会等の開催手法に関する助言を行った。ま
た、町内会活動再開への参考となるよう、他町内会
の活動を紹介する町内会向け広報紙を配付し、情報
提供を行った。

ＩＣＴを活用したオンライン化の取組支援 (新)町内会連合会がインターネット・ＳＮＳの活用
に関するアンケートを実施し、ＳＮＳを活用した研
修会や相談会の開催を希望する回答が多数あったこ
とから、町内会連合会とともに研修会等の次年度開
催に向けた準備を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

町内会加入促進ガイドブックの改訂及び企業
及び不動産関係団体への協力依頼

(新)町内会加入促進ガイドブックの改訂は行った
が、新型コロナウイルス感染症の影響で、各町内会
の活動が大幅に縮小されたため、企業及び不動産関
係団体への協力依頼と合わせ、周知は見合わせた。

町内会合同事業促進補助金を活用した近隣町
内会との合同事業実施による町内会活性化

(新)新型コロナウイルス感染症の影響で、各町内会
の活動が大幅に縮小されており、当該補助金の活用
実績はなかった。

②と同じ (新)コロナ禍における定期総会、役員会等の開催手
法や事業内容についてアドバイスを行ったほか、各
種補助金についても、関係部署と連携し使用範囲を
拡大する等、柔軟に対応した。また、町内会活動再
開に向けた対策や事例紹介等の情報提供を行った。

Ｒ
５

④と同じ

⑤と同じ

各町内会の実態把握、先進的な活動報告会等
の企画を行う。

⑥と同じ

Ｒ
３

新型コロナウイルス感染症の状況を注視し、
適切な時期にガイドブックの周知を実施、企
業及び不動産関係団体への協力依頼

(継)共同住宅の新築の際に、建築施工主に対して入
居者への町内会加入案内等を依頼し、町内会に対し
て施工者の建設概要等の情報提供を行った。

新型コロナウイルス感染症の状況を注視し、
適宜、町内会に町内会合同事業促進補助金の
周知・活用を促す。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

町内会加入啓
発、町内会合
同事業促進補
助金などの検
討・実施

工
程
ど
お
り

⇒
工
程
ど
お
り

⇒
工
程
ど
お
り

補助金などの効
果検証、見直し
の検討

町内会合同事業促進補助金
などの見直し

補助金などの効
果検証、見直し
の検討、各町内
会の実態把握、
先進的な活動報
告会等の企画

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№10 町内会の活性化に向けた取組

実 践 項 目 -
担 当 部 署 （民）市民生活課

ＩＣＴ 人材育成

○

25 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№10

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

新型コロナウイルス感染症に伴う行動規制が緩和されたこともあり、各町内会の活動が一部再開
の動きが見られる。昨年度に引き続き、他町内会の活動等について情報提供を行う広報紙を隔月
で配付し、好評を得ている。
また、新たな町内会活動への支援として、ＩＣＴを活用したスマホセミナーを開催し、多くの町
内会役員に参加いただいたほか、ＳＮＳ活用に関するガイドの配付を行い、町内会活動の活性化
につながる取組を継続していく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

町内会の規模・加入率・事業内容がそれぞれ異なっており、新しい活動スタイルをどのように確立してい
くかということが今後の課題である。

特 記 事 項

町内会活動の一部再開の動きが出ているが、一部当初工程
どおりに事業を実施できなかった。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法
町内会活動が正常に行われていることを前提とし
ていることから、新型コロナウイルス感染症の収
束が見通せない状況での事業実施は困難であっ
た。

活動が制限された中での、再開に向けた確認事
項や新しい町内会の活動スタイルについて情報
提供を行った。

前年度に引き続き、新型コロナウイルスの収束が
見通せない状況であり、事業実施は困難であっ
た。また、新しい活動スタイルの構築に向け、町
内会での取組速度が異なることが想定される。

町内会活動が制限された中で、活動再開への参
考となることを目的として、各町内会の活動等
を紹介する町内会向け広報紙の配付を開始し
た。

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し
ている中、各種取組を効果的に町内会活動の活性
化につなげていくための検討が必要となる。

新たな町内会活動への支援として、ＩＣＴを活
用したスマホセミナーを開催したほか、ＳＮＳ
活用に関するガイドの配付を行った。

-

【行政創革プラン進捗状況シート②】
25 - 確 認 時 期 令和４年度末

加入促進や町内会との連携は継続的に取り組んでいる。

町内会連合会と連携し、可能な取組を実施した。

-
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -

町内会活動におけるＩＣＴを活用したオンライン化の取組
支援を行った。

総合評価 B B B

創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２

-
効 率 性 ２ ２ ２

町内会活動の一部再開の動きが出ている中で、活動を行う
ための情報提供や、ＳＮＳを活用した研修会を開催した。

【評価の理由】

２
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
公共施設等総合管理計画を踏まえた取組を工程表どおりに
行うことができた。

個別施設計画を踏まえて、計画の見直しを行い、その実績
を管理しているため。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 中長期的な計画であり、単年でコストや業務量に見合った
成果になる業務ではないため。

各施設所管課と適宜連携を行い、取り組むことができた。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ (継)各年度末におけるＲ８年度の縮減率（見込）
【目標】Ｒ８年度において３％縮減
《Ｒ４》3.3％（用途廃止施設含む：5.4％）

公共施設カルテの更新 (新)施設所管課への公共施設カルテの照会及び更新
を行った。

公共施設独自点検の実施 (新)施設所管課への独自点検の依頼及び取りまとめ
を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

⑧と同じ

⑨と同じ

Ｒ
３

公共施設等総合管理計画の見直し (新)計画を見直し、【改訂版】を策定した。

①と同じ (継)各年度末におけるＲ８年度の縮減率（見込）
【目標】Ｒ８年度において３％縮減
≪Ｒ３≫1.9％（用途廃止施設含む：4.0％）

②と同じ (継)公共施設マネジメントシステムの運用を開始し
て、決算や点検等のデータを入力・管理している。取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

Ｒ８年度における公共施設（建築系施設）の
延床面積の縮減率の見込を把握する。

(新)各年度末におけるＲ８年度の縮減率（見込）
【目標】Ｒ８年度において２％縮減
《Ｒ元》1.7％（用途廃止施設含む:4.3%）
《Ｒ２》1.9％（用途廃止施設含む:4.4%）

公共施設情報のデータの一元化 (新)公共施設カルテや点検記録等の一元管理を目指
して、Ｒ３年度中にシステムによる管理を開始す
る。

個別施設計画の策定 (新)公共施設等総合管理計画の対象である施設の個
別施設計画が、Ｒ２年度末までに策定される見込で
ある。

Ｒ
５

①と同じ

⑧と同じ

⑨と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

総合管理計画
の推進、個別
施設計画策定

工
程
ど
お
り

総合管理計
画の推進・

改訂
工
程
ど
お
り

総合管理計画
の推進

工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 公共施設等総合管理計画の推進
担 当 部 署 （財）管財課、各担当部署

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

26 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

見直し後の公共施設等総合管理計画を踏まえ、公共施設の更新・統廃合・長寿命化等を計画的に
行い、延床面積の縮減及び維持管理更新経費等の抑制を目指している。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

・公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の推進を通じて、施設の維持管理の考え方を事後保全から予
防保全へ転換し、費用を抑制しつつ、安全性と利便性を確保すること。
・公共施設等総合管理計画の推進を通じて、Ｒ８年度までに延床面積を３％縮減すること。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

全ての施設に個別施設計画を策定する。
・進捗状況の確認
・施設所管課と策定に向けた意見交換の実施

個別施設計画を踏まえて、公共施設等総合管理計
画を見直す。

・施設所管課と見直しに向けた意見交換の実施
・計画見直しの実施

どのようにして公共施設等総合管理計画を推進し
ていくか。

用途廃止施設の方向性について、施設所管課と
協議の実施

【行政創革プラン進捗状況シート②】
26 公共施設等総合管理計画の推進 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

27 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 公有財産の売却促進及び有効活用
担 当 部 署 （財）管財課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

未利用地の売
却、有効活用
の検討・実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

Ｒ
３

①と同じ (継)分譲地に限らず、未利用地に関しても積極的に
要望や条件等を各関係部署と整理しながら売却を促
進することができた（365,947千円）。

②と同じ (継)個々の案件に応じた条件等を検討しながら、貸
付を行った（46,724千円）。

③と同じ (継)ＨＰ、分譲パンフレットのデザイン更新、分譲
価格改定時に民間不動産事業者に分譲パンフレット
を送付した。
(継)ＨＰ上での未利用地公開を継続した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

分譲地を含む未利用地の売却促進 (新)要望や条件等について、各関係部署と協議を行
いながら検討し、売却を促進することができた
(324,102千円)。

貸付に係る条件の見直し (新)個々の案件に応じた条件等を検討しながら、貸
付けを行った(45,935千円)。

ＰＲ方法等、情報発信についての検討 (新)ＨＰ・分譲パンフレットのデザイン更新に着手
(新)ＨＰ上での未利用地公開を継続した。
(新)分譲価格改定に合わせた民間不動産事業者への
分譲パンフレットの送付を検討（Ｒ３改定時送
付）。

Ｒ
５

①と同じ

②と同じ

③と同じ

Ｒ
４

①と同じ (継)分譲地に限らず、未利用地に関しても積極的に
要望や条件等を各関係部署と整理しながら売却を促
進することができた（280,292千円）。

②と同じ (継)個々の案件に応じた条件等を検討しながら、貸
付を行った（45,570千円）。

③と同じ (継)分譲価格改定時に民間不動産事業者に分譲パン
フレットを送付した。
(継)ＨＰ上での未利用地公開を継続した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

②と同じ

③と同じ
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№11

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

-
- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

-

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 売却及び貸付について、ともに当初予算額を上回ることが
できた。特に売却については当初予算額1.9億円に対し、約
2.8億円の収入となった。

分譲地を含む未利用地の利用を検討する中で、各関係部署
と協議を行った。-

効 率 性 ３ ３ ３ -

連 携 度 ３ ３ ３

【行政創革プラン進捗状況シート②】
27 公有財産の売却促進及び有効活用 確 認 時 期 令和４年度末

分譲地を含む未利用地の売却促進や貸付条件の検討を行う
ことで財源確保や資産の有効活用につなげることができ
た。

個々に応じた条件等の検討をすることで売却及び貸付につ
なげることができた。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ -

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

比較的立地条件の良い土地は売却が進んでいるた
め、安定した財源確保のために、引き続き分譲地
を含む未利用地の売却促進に向けた取組や貸付条
件の見直しが必要。

要望に対しての検討や個々の案件に応じた条件
等の検討を行うことで、売却や貸付につなげる
ことができた。

Ｒ２と同じ

ＨＰの更新や民間不動産事業者に分譲パンフ
レットを送付する等、売却や貸付の要望に対応
できる環境を整え、個々の案件に応じた条件等
の検討を行った上で、売却や貸付につなげるこ
とができた。

①Ｒ２と同じ
②ＨＰ上での未利用地公開を継続したことによ
り、問い合わせがあったものの、売却や貸付には
つながらなかった。

・ＨＰの更新や民間不動産事業者に分譲パンフ
レットを送付する等、売却や貸付の要望に対応
できる環境を整え、個々の案件に応じた条件等
の検討を行った上で、売却や貸付につなげるこ
とができた。
・ＨＰで公開した未利用地については、改めて
条件等の整理検討を行うこととした。

前年度同様ＨＰ上で未分譲地の公開を行ってきたことに加えて、分譲価格改定時に民間不動産事
業者へ分譲パンフレットを送付したことにより、分譲や貸付について多くの問合わせがあった
が、未分譲地公開の取組については結果に結びつかなかったため、改めて条件等の検討を行うこ
ととした。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

　

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

28 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 動物火葬場の在り方の検討
担 当 部 署 （環）環境生活課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、在り方
の検討

工
程
ど
お
り

在り方の検
討

工
程
見
直
し

方向性の明示 工
程
見
直
し

方向性の明
示

方針決定
施設の廃止、経
過措置の実施

Ｒ
３

在り方や方向性を明確にし、廃止に向けた準
備を進める。

(継)市内の民間動物火葬場への聞き取りを実施する
とともに、動物愛護団体の意見も参考に、廃止に向
けて市民サービスの在り方を検討した。

先進自治体の事例研究の推進 (継)道内他市への調査を行い、各市の動物火葬場の
設置、廃止状況等を確認した。
・収集した事例を検証した上で、本市動物火葬場に
ついて、廃止の方向で検討した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

在り方の検討 (新)民間委託等の導入及び火葬料金の徴収等も検討
したが、施設の老朽化も進んでおり、廃止に向けた
検討を進めることとした。個別施設計画の策定。

先進自治体の事例研究 (新)既存の動物火葬場を廃止する方向にシフトした
ことから、先進自治体の事例研究を進めることがで
きなかった。

Ｒ
５

Ｒ
４

これまでの検討を踏まえた施設の廃止 (新)９月議会厚生委員会で施設の廃止方針を報告し
た。
(新)２月議会厚生委員会で、廃止に向けた経過措置
案を報告した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 廃止に向けた経過措置等について方針決定した。

【評価の理由】

関係部署と意見調整を図った。-
効 率 性 １ １ １ -
連 携 度 １ ２ ３ -

廃止に向けた経過措置等の方針決定した段階であるため、
創造性の創出には至っていない。

総合評価 Ｃ B B
創 造 性 １ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ ３

- 廃止に向けた経過措置等の方針決定した段階であるため、
コスト削減には至っていない。

廃止後の方向性は決定したが、市民理解を得る等の課題が
残っている。
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
28 動物火葬場の在り方の検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

廃止も含めたあり方を検討する中で、市民サービ
スを低下させない仕組みをどのように構築するの
か。

先進事例等を参考にしながら課題を整理する。

廃止に向けた具体的な作業内容、工程の検討、関
係者への報告、市民周知をどのように進めるか。

動物火葬場廃止に向けた考え方を整理し、Ｒ４
年度に議会関係者への報告、市民周知等を図
る。

当該施設廃止に伴い市民サービスを低下させない
仕組みの実行

当該施設廃止に伴い市民サービスを低下させな
い経過措置等の仕組みについて方針決定

動物火葬場の廃止と経過措置等について方針を決定した。
今後は市民サービスを低下させない経過措置等について、ＳＮＳ等各種媒体を活用して市民周知
を図ることにより理解を得ていく。

経過措置等について市民周知

経過措置等の実施後、廃止

【上記のうち、特記すべき事項】

施設の廃止に伴い、引き続き一定期間の経過措置や飼い主の心情に配慮した対応を行っていく。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

29 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 市立保育園の効率的な運営に向けた取組
担 当 部 署 （健）こども育成課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

みその・しみ
ず新園舎建設
など

工
程
ど
お
り

みその・し
みず統合、
ひまわり民
間移譲

工
程
ど
お
り

いとい北新園
舎設計

工
程
見
直
し

いとい北新園舎
建設

いとい北新園舎開園

旧みその保育
園園舎の整
理、取組終了

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

みその保育園新園舎建設 (新)Ｒ２年10月に工事完了

ひまわり保育園の移譲先園舎改修 (新)Ｒ３年３月に工事完了

ひまわり保育園園舎解体設計 (新)Ｒ２年11月に設計業務完了

Ｒ
５

Ｒ
３

みその保育園新園舎開園 (新)Ｒ３年４月に新園舎を開園した。

ひまわり保育園移譲完了
ひまわり保育園園舎解体

(新)Ｒ３年４月に民間移譲を行い、Ｒ４年２月に解
体工事を完了した。

いとい北保育園の改修の基本プランの検討 (新)Ｒ４年３月まで内部で基本プランについて検討
したが、プラン策定までには至っていない。

いとい北保育園の園舎建替用地の確保に遅れが生じている
が、公立保育園２園の維持など方向性を決定、中長期的な
取組へと移行することとした。

【評価の理由】

Ｒ
４

旧みその保育園園舎の整理検討 (新)解体設計前の売却に向けて、今後のスケジュー
ル調整を実施（６月）。

いとい北保育園改築の検討 (新)公立保育園は東西２園を維持し、民間移譲・統
廃合等が完了した。今後は、建設用地確保状況等を
勘案しつつ、計画的に実施していくこととし、いと
い北保育園の建替を行う。

旧みその保育園園舎及び土地の売却に向けた
準備と売却

（取組終了）

(新)園舎内の備品等の処分及び園舎等の売却を実施
した。

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２

-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ２ ２ -

- -

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

公立保育園の統廃合や移譲等が完了し、人員・施設配置の
適正化が図られた。

人員・施設配置の方向性を整理し、公立保育園２園での事
業継続とした。

旧みその保育園園舎及び土地の売却に向けて、地域住民と
の協議や関係課との連携がスムーズに行われた。

人員配置の適正化により、地域子育て支援事業（子育て
ルーム開設）を拡充できた。

総合評価 B
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
29 市立保育園の効率的な運営に向けた取組 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

いとい北保育園改修にあたっての施設規模
保育需要や待機児童の状況を踏まえ、適正規模
を見定めてプランを作成する。

いとい北保育園改修にあたっての施設規模
保育需要の増加と、待機児童の解消が進んでい
ない状況を踏まえ、適正規模の見定めについて
慎重に判断しなければならない。

いとい北保育園建替にあたっての用地確保
想定される施設規模に見合った建設用地を確保
していく。

公立保育園の統廃合・民間移譲によって、人員配置等の効率化が図られた。今後は、東西２園の
公立保育園の役割を認識し、実施事業を精査、計画的に施設整備を実施していく。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
Ｒ５年度の任期付職員の応募状況を把握し、現時点の方向
性をまとめた。

Ｒ５年度の任期付職員の応募状況を把握し、民間委託した
場合との比較検討を行った。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 公園パトロール業務を民間委託した場合の費用の比較検討
を行った。

他部署との連携は想定していない。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 現時点での取組の方向性をまとめた。

【評価の理由】

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
４

民間委託などを含めた維持管理体制について
検討

(新)Ｒ５年度の任期付職員の応募状況を把握し、現
時点の方向性をまとめた。

Ｒ
５

④と同じ

Ｒ
３

②と同じ (新)現状の公園維持管理の手法と、試案した公園維
持管理手法との比較検討を行ったが、現状と比較し
て維持管理費用や実現性等の課題があった。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体へのアンケート調査の実施 (新)先進自治体にアンケート調査を実施した結果、
公園の管理について８都市中５都市が全公園に、２
都市は一部に指定管理制度を導入しており、１都市
については指定管理制度が未導入だった。

アンケート調査を基に公園維持管理手法の検
討

(新)アンケート調査を基に公園維持管理手法につい
て試案した。

Ｒ
６

公園維持管理手法の方向性を明示する。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、在り方
の検討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

方向性の明示 工
程
見
直
し

維持管理体制
の検討

⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 公園の維持管理手法の在り方の検討
担 当 部 署 （都）緑地公園課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

30 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

民間委託を行った場合には現状より維持管理費用が増大することや、業務に当たる人材が確保で
きていることから、現時点では現状の体制で公園パトロール業務を継続することが望ましいと考
えるが、今後の人材確保が困難になることを想定した維持管理体制について、引き続き検討を行
う。

民間委託による市民サービスの向上等、費用対効
果を含めた検討が必要

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

現時点では現状の任期付職員による公園パトロール業務を継続することが望ましいと考えているが、今
後、人材確保が難しくなる場合を想定した維持管理体制の検討を引き続き行う。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

民間活力の活用も含めた具体的な手法の検討及び
効果額の算出

試案に対して、具体的な維持管理費用の算出

試案を踏まえて、今後の維持管理手法の検討が必
要

維持管理費用や実現性等の課題について、引き
続き検討を行う。

職員の高齢化や令和５年度から任期付職員の労働
時間短縮に伴い収入が減少する状況の中で、将来
的に後継者となる人材が確保できるのかを見極め
が必要

Ｒ５年度の任期付職員の募集状況を把握すると
ともに、民間委託などを行った際の財政効果な
どの検討を行った。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
30 公園の維持管理手法の在り方の検討 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
整備計画に基づく住宅整備を着実に進め、管理戸数の適正
化に努める。借上型住宅制度については、政策空家の戸数
の推移を注視しながら、導入必要性の検討を継続する。

整備計画に基づいた内容で実施した。

総合評価 B B B

創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 整備計画に基づき、管理戸数適正化の取組を進めることが
できた。

建築部門と連携して事業を実施した。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 当初計画のとおり事業を実施した。借上型住宅制度につい
ては、整備計画の見直しにおいて入居者の移転先を確保す
る見通しが立ったため、導入を見送る。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ (新)新築２棟（うち１棟はＲ５年度完成予定）、改
修３棟、解体２棟を実施
(新)当初計画の策定５年目にあたり整備計画の見直
しを実施し、目標管理戸数はＲ19年度に約5,000戸で
据え置きとした。

②と同じ (継)対象地区の入居者の移転先についてシミュレー
ションを行った結果、現在確保している政策空家の
戸数で充足する見込みとなったため、制度導入を当
面見送ることとした。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

②と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)新築２棟（うち１棟はＲ４年度完成予定）、改
修１棟、解体６棟を実施

②と同じ (継)対象地区で借上げが必要となる住宅戸数等を精
査する中で、制度の必要性を検討した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

苫小牧市営住宅整備計画に基づく、住宅の建
設、改修、解体工事の実施

(新)苫小牧市営住宅整備計画に基づく、新築住宅の
建設、改修、解体の設計を行った。
（新築完成１棟、新築着工１棟、大規模改修工事４
棟、解体設計６棟）
苫小牧市営住宅整備計画を実施計画と位置付けてい
る「苫小牧市営住宅等長寿命化計画」を策定した。

借上型住宅制度の検討 (新)民間住宅の借上げによる住宅供給制度を検討し
たが、対象地区の事業実施の計画がＲ３年度からＲ
５年度に変更となったことから、引き続き検討を進
める。

Ｒ
５

①と同じ

②と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

整備計画の推
進、借上型住
宅制度の設計

工
程
ど
お
り

整備計画の
推進、借上
型住宅事業
者募集

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

整備計画の推
進、借上型住宅
制度の導入

整備計画の推進

整備計画の
推進、借上
型住宅制度
の検討

⇒
整備計画の推
進、借上型住宅
制度の導入検討

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入
担 当 部 署 （都）住宅課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

31 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

市営住宅整備計画の推進については、おおむね計画どおりの実施状況にあり、管理戸数は現状の
6,913戸から6,863戸へと、Ｒ４年度内に50戸を削減した。

【上記のうち、特記すべき事項】

　

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

実施予定時期が変更となったことにより、借上予
定戸数が年々減少しているため、制度の必要性に
ついては慎重な判断が必要となる。

借上型市営住宅制度については、対象地区住宅
の入居状況を適宜把握し、制度実施に伴う経費
等のシミュレーションを行う。

Ｒ４年度に実施する整備計画の見直しにおいて、
入居者の移転シミュレーションを行い、借上型住
宅の導入について検討する。

シミュレーションの結果、移転先を確保できる
見通しが立ったため、借上型住宅の導入は当面
見送る。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
31 市営住宅整備計画の推進と借上型市営住宅制度の導入 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
各地域の課題解消に向けて、計画的に取組を進めることが
できた。

植苗小中学校の義務教育学校への移行など、先進的な取組
を実践することができた。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- Ｗｅｂアンケートを活用し、地域住民等からの情報収集・
共有を効率的に行った。

学校やＰＴＡ役員、保護者、町内会との連携を行った。-
効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

植苗小中学校の義務教育学校移行(地域プラ
ン)

(新)植苗小中学校の保護者や地域住民を対象に実施し
たアンケート調査や説明会を行い、移行について同意
を得た。
(新)地域プランの策定、義務教育学校移行の方針決
定、条例改正など、移行に向けた諸手続を行った。

次期地域プランの策定の検討 (新)美園小学校の校区の一部について、通学路の安全
確保の観点から見直しを検討するため、保護者・地域
住民を対象にアンケート調査を実施した。
(新)Ｒ５年度新入学生を対象に行った希望調査の結
果、Ｒ５年度からの校区変更は行わず、Ｒ６年度の実
施に向けて調整を進めることとした。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑧と同じ

Ｒ
３

苫小牧東小学校・若草小学校の校区見直し実
施

(継)末広町地区の校区をＲ４年度から苫小牧東小学校
に変更した。また、転校を希望しない児童に対して
は、若草小学校に残ることができるよう措置した。

現状分析と課題の洗い出し (新)学校規模適正化「現状と課題」をＲ３年12月に作
成し、今後の方向性を示した。

検討スケジュール作成 (新)同上取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

規模適正化地域プラン（Ｈ26年策定）の実施 (新)計画どおり事業を実施し、規模適正化を推進した
（明徳・錦岡小の統合、苫小牧東小学校の移転改
築）。

苫小牧東小学校・若草小学校の校区見直しの
検討

(新)東小・若草小に対して校区についてのアンケート
調査を実施し、保護者の意向を確認した上で、末広町
校区変更についての素案をＲ３年３月の教育委員会で
示した。

明徳小学校・錦岡小学校の統合を検証 (新)アンケート調査を実施した結果、コロナ感染症の
影響もあり統廃合の十分な効果を実感できていない
等、課題が浮き彫りになったため、引き続き学校への
支援を行うとともに、規模適正化の検討の参考とし
た。

Ｒ
５

⑧と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

地域プランの
推進、基本方
針改訂等の検

討
工
程
ど
お
り

⇒
工
程
ど
お
り

⇒
工
程
見
直
し

⇒ ⇒

現状と課題に
基づいた地域
プラン策定の
検討

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№11 公共施設マネジメントの推進

実 践 項 目 小中学校規模適正化の取組
担 当 部 署 （教）総務企画課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○ ○

32 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№11

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

植苗小中学校の義務教育学校への移行により、小規模校のメリットを活かした学校運営を推進する
ことができた。また、美園小学校の校区については以前より市教委や学校の問合せがあり、アン
ケートの結果でも賛成が多かったことから、通学路の安全確保を求める声に応えるような施策とな
る。校区変更の時期については、新入学生の保護者の意向を確認しつつ柔軟に対応する。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

規模適正化の推進に当たっては、地域や保護者の意見を踏まえながら、児童生徒の安全で適正な学びの場
について検討する必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新しい生活様式への適応、少人数学級の制度改正
等、統廃合への課題整理が必要となる。

アンケート等で地域や保護者の意見を収集し、
課題解決に向けた方向性を確認した。

Ｒ２と同じ
・適正な学校規模の維持と規模に応じた学校のあり
方の検討が必要

末広町地区の校区変更を決定した。
また学校規模適正化「現状と課題」を作成し方
向性を検討した。

Ｒ３と同じ

植苗小中学校の義務教育学校への移行を決定し
た。
また、美園小学校の校区見直しについて検討を
進めた。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
32 小中学校規模適正化の取組 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

33 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 本庁舎における電話交換業務の民間委託
担 当 部 署 （総）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲の
検討、仕様
書等作成

工
程
見
直
し

事業者選定、
民間委託準備 工

程
見
直
し

民間委託の開始

事業者選
定、民間委
託準備、契
約締結

民間委託の開
始、取組終了

Ｒ
３

プロポーザルを実施し、事業者選定を行う。 (新)プロポーザルを実施した。
より質の高い市民サービス及びコストメリットを創
出するため総合窓口との包括委託とした。

委託に向けたマニュアルや引継資料を作成す
る。

(新)スムーズな引継ぎ及び市民サービスの低下を招
かないよう、これまで蓄積された知識やノウハウを
取り入れた精度の高いマニュアル及びＦＡＱを作成
し、委託事業者に引き渡した。

契約の締結 (新)契約を締結した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体や道内他都市の視察及びアンケー
ト調査を実施し、事例研究を行う。

(新)道外２自治体・道内20都市の実態調査を実施
し、道外の自治体では、総合窓口・電話交換・総合
案内の包括委託により、質の高い市民サービスの提
供とスケールメリットを創出していた。道内の民間
委託の状況も把握でき、その効果やコスト検証に当
たり有効な参考事例となった。

関係部署との協議を経て、委託内容及び包括
範囲の方向性を決定する。

(新)総合窓口フロア民間委託ＰＴ（５回開催）で協
議を行い、方向性を決定した。

財政効果の算出を行う。 (新)２社から見積もりを徴収し、コストシミュレー
ションを実施した。

Ｒ
５

Ｒ
４

委託事業者への引継ぎの実施 (新)職員による実践研修やオペレートの直接指導を
実施した。

偽装請負への対策 (新)関係職員への偽装請負対策の研修を実施した。

委託開始
（取組終了）

(新)Ｒ５年１月に民間委託を開始した。

令和 5 年 1 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程より前倒しで行うことができた。

【評価の理由】

委託への移行がスムーズに行えるよう、ＰＴ会議での協議
のほか、システム関係部局等とも綿密に協議を行った。-

効 率 性 ２ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

総合窓口との包括委託とすることにより、単独委託に比べ
て高い市民サービスの提供が期待できる。

総合評価 B Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ ３

- 民間委託により行政運営の効率化を図ることができる。

包括的な民間委託により高い水準を維持したサービス提供
とコスト削減を行うことができる。
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
33 本庁舎における電話交換業務の民間委託 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

非常時やレアケースへの対応等において、市民
サービスを後退させないような仕組みが必要

想定マニュアルの作成や丁寧な引継を実施

・市民サービスを後退させず、困難ケースなどに
も即座に対応できるよう、精度の高い詳細なマ
ニュアルが必要。
・偽装請負とならないよう、職員の知識習得と周
知が必要

・通常時の対応に加え、臨時・レア・問題ケー
ス等の対応例も交え、実効性のあるマニュアル
とした
・委託事業者主催による偽装請負対策研修に関
係職員が参加した。研修に参加できなかった職
員へは参加した職員が講師になり勉強会を実施
した。

Ｒ３と同じ

・通常時の対応に加え、臨時・レア・問題ケー
ス等の対応例も交え、実効性のあるマニュアル
とし、委託事業者に引継いだ。
・関係職員への偽装請負対策の研修を行ったほ
か、全職員向けに周知した。

市民の利便性及びサービス向上につながる体制となり、委託事業者への精度の高い円滑な引継ぎ
により当初予定よりも前倒して委託を開始することができた。

【上記のうち、特記すべき事項】

市民目線でのサービス展開が必要である。

特 記 事 項

62



①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

委託への移行がスムーズに行えるよう、ＰＴ会議での協議
の他、システム関係部局等とも綿密に協議を行った。

総合窓口との包括委託とすることにより、単独委託に比べ
て高い市民サービスの提供が期待できる。

総合評価 B 民間委託により高い水準を維持したサービス提供を行うこ
とができる。

民間委託により行政運営の効率化を図ることができる。

Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３
-

効 率 性 ２ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -３

-

Ｒ
４

委託事業者への引継ぎの実施 (新)委託事業者への引継ぎを行った。

偽装請負への対策 (新)関係職員への偽装請負対策の研修や全職員向け
の周知を実施した。

委託開始
（取組終了）

(新)Ｒ４年10月から民間委託を開始した。

令和 4 年 9 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

委託に向けたマニュアルや引継資料を作成す
る。

(新)スムーズな引継ぎ及び市民サービスの低下を招
かないよう、これまで蓄積された知識やノウハウを
取り入れた精度の高いマニュアル及びＦＡＱを作成
し、委託事業者に引き渡した。

契約の締結 (新)契約を締結した。

当初の工程より前倒しで行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体や道内他都市の視察及びアンケー
ト調査を実施し、事例研究を行う。

(新)道外２自治体・道内20都市の実態調査を実施
し、道外の自治体では、総合窓口・電話交換・総合
案内の包括委託により、質の高い市民サービスの提
供とスケールメリットを創出していた。道内の民間
委託の状況も把握でき、その効果やコスト検証に当
たり有効な参考事例となった。

関係部署との協議を経て、委託内容及び包括
範囲の方向性を決定する。

(新)総合窓口フロア民間委託ＰＴ（５回開催）で協
議を行い方向性を決定した。

財政効果の算出を行う。 (新)２社から見積もりを徴収し、コストシミュレー
ションを実施した。

Ｒ
５

Ｒ
３

プロポーザルを実施し、事業者選定を行う。 (新)プロポーザルを実施した。
より質の高い市民サービス及びコストメリットを創
出するため総合窓口との包括委託とした。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲の
検討、仕様
書等作成

工
程
見
直
し

事業者選定、
民間委託準備

工
程
見
直
し

民間委託の開始

事業者選
定、民間委
託準備、契
約締結

民間委託の開
始、取組終了

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 本庁舎における総合案内業務の民間委託
担 当 部 署 （総）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

34 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

総合案内とフロアマネージャーの融合が図られ、市民の利便性並びにサービス向上につながる体
制となる。委託事業者への精度の高い円滑な引継ぎにより当初予定よりも前倒して委託を開始す
ることができた。

【上記のうち、特記すべき事項】

総合窓口のフロアマネージャーとの連携において、市民目線でのサービス展開が必要である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

非常時やレアケースへの対応等において、市民
サービスを後退させないような仕組みが必要

想定マニュアルの作成や丁寧な引継を実施

・市民サービスを後退させず、困難ケースなどに
も即座に対応できるよう、精度の高い詳細なマ
ニュアルが必要。
・偽装請負とならないよう、職員の知識習得と周
知が必要

・通常時の対応に加え、臨時・レア・問題ケー
ス等の対応例も交え、実効性のあるマニュアル
とした
・委託事業者主催による偽装請負対策研修に関
係職員が参加した。研修に参加できなかった職
員へは参加した職員が講師になり勉強会を実施
した。

Ｒ３と同じ

・通常時の対応に加え、臨時・レア・問題ケー
ス等の対応例も交え、実効性のあるマニュアル
とし、委託事業者へ引継ぎした。
・関係職員への偽装請負対策の研修を行ったほ
か、全職員向けに周知した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
34 本庁舎における総合案内業務の民間委託 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

関係部署と連携し、一体的に委託実施に向けた準備作業を
実施した。

業務委託開始に伴い、委託範囲外の業務についても手順等
を見直ししたことで、業務の効率化・簡素化を図った。

総合評価 Ａ 工程どおりＲ４年10月から委託を開始することができた。

通常業務と並行して、限られた時間の中で効率的に取組を
実施した。

Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -２

-

Ｒ
４

フロアレイアウトの変更 (新)受託事業者との執務エリアの明確化を図るた
め、保険年金課のフロアレイアウトを変更した。

民間委託リハーサル (新)本格稼働を見据えたリハーサルを実施した。

民間委託の開始・更新
（取組終了）

(新)Ｒ４年10月から民間委託の開始・更新を実施し
た。

令和 4 年 9 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

事業者選定・契約 (新)プロポーザルを実施し、受託事業者を決定した
ほか、契約を締結した。

受託事業者への引継開始 (新)業務の引継ぎを開始した。

工程どおりに委託を開始した。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体の視察 (新)神奈川県海老名市、平塚市、大阪府東大阪市、
八尾市、東京都葛飾区、練馬区の計６自治体への視
察を実施

委託範囲の検討 (新)業務の洗い出しを行い、総合案内業務等を含め
て包括した委託範囲の方向性を決定することができ
た。

Ｒ
５

Ｒ
３

仕様書等作成 (新)仕様書の作成を完了した。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、効果検
証

工
程
ど
お
り

効果検証、
仕様書等作
成

工
程
見
直
し

事業者選定、
民間委託の開
始・更新

工
程
見
直
し事業者選定

民間委託の開
始・更新、取
組終了

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用
担 当 部 署 （民）窓口サービス課、（民）保険年金課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

35 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

本取組は、民間事業者のノウハウを活用した市民サービスの向上のほか、業務の委託により５年
間で約２億円の財政効果を見込んでおり、行政費用の抑制にも寄与した取組であったと考える。
今後も窓口運営業務の順次見直しを実施しながらより良い市民サービスを提供していく。

委託実施による市職員の業務スキル低下を防ぐた
めの対策が必要。

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

窓口業務の委託後も最終的な審査・決定行為は市側に残るため、市職員のノウハウが失われることはない
が、窓口業務を行う機会を確保する等、スキル低下を防ぐための対策を検討する必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新型コロナウイルス感染症の流行により、打ち合
わせや他自治体への視察等、行動が制限された。

感染防止対策を徹底した上で、参加する人数を
最小限に絞る、オンラインミーティングで行う
等の対応をとった。

・現行業務と並行して事業者選定等準備作業を行
うため繁忙が予想される。
・委託費用の負担が複数の会計にわたるため、負
担割合や支払方法を検討する必要がある。

・現行業務の繁忙と重なり、職員の業務負担が
大きくなる時期もあったが、業務の効率化や事
務分掌の調整等により、大きな問題はなく経過
している。
・委託費用の支払方法については、各特別会計
から一般会計に対し負担金を支払う形とするこ
とに決定した。

現行業務と並行して受託事業者への業務引継を行
うため、繁忙が予想される。円滑に進める体制を
構築する必要がある。

・受託事業者と定期的に打合せを実施し、委託
開始に向けた進捗状況や課題を整理し、当初の
予定どおり、Ｒ４年10月から委託を開始するこ
とができた。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
35 窓口サービス課と保険年金課の窓口業務委託による総合運用 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
運用開始により取組終了。新システム、総合窓口対応開始
で市民サービスの向上と業務効率の改善が実現した。

住基と連携した新システムで登録情報の確認ミス防止、対
応時間短縮が実現した。

総合評価 Ｃ B Ａ
創 造 性 １ ２ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 新システム、総合窓口対応により市民サービス向上、業務
効率の改善が図られた。

窓口サービス課、総合窓口業務受託者との連携で新システ
ムの運用が実現した。-

効 率 性 １ ３ ３ -
連 携 度 ２ ２ ３ -

- - 当初の計画どおり新システムの運用及び総合窓口における
対応を開始した。

【評価の理由】

Ｒ
４

民間委託決定・開始

（取組終了）

(新)新システムを構築し、登録データの移行を行っ
た。
(新)Ｒ５年１月から新システム運用及び総合窓口で
の対応を開始した。

令和 5 年 1 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

畜犬登録システム構築事業の予算化、仕様書
の作成等

(新)畜犬登録等に関して協議を進めた結果、一定の
条件を満たすことで総合窓口で対応が可能である旨
の回答を得た。
・引き続き委託に向けた仕様書、システム構築業務
の予算化に向けた作業を進め、予算を確保した。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

畜犬登録等に伴う鑑札交付事務や狂犬病予防
注射の交付事務等、民間委託を進める。

(新)民間委託に向けた課題を整理し、関係部局と協
議を重ねた。

畜犬登録等に係るシステム構築に向けた検討
を関係部局と協議しながら進める。

(新)システム構築に向けた協議を実施し、実現に向
けての条件整理を開始した。引き続き、今後も条件
の整理を行う。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討 工

程
ど
お
り

仕様書等作
成 工

程
ど
お
り

事業者選定、
民間委託の開
始 工

程
ど
お
り

取組終了

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託
担 当 部 署 （環）環境生活課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

36 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№12

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

民間委託に必要な新システムの構築が完了し、本格運用を開始した。総合窓口での手続及び案内
等により、所管部署での市内転居者の事後対応等が減少するとともに、新システムによって飼い
主情報の確認や変更手続に要する時間が短縮されることとなり、市民サービスの向上、業務効率
の改善が図られた。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

畜犬登録に伴う鑑札交付及び狂犬病予防注射票の
交付事務は動物病院か環境生活課でしか行えず、
当該業務を窓口サービス課に一本化することで効
率化が図られる。

窓口サービス課に当該業務を集約し、ワンス
トップ化によるサービスの向上のほか、民間活
力による業務効率化と行政費用の抑制を図る。

市民サービス確保の観点から、市内動物病院にお
ける登録等の継続、年度末等の総合窓口繁忙期
に、畜犬登録のみを目的に来庁した市民や、一度
の複数に登録を行う事業者を長時間待たせること
がないよう対応の検討が必要

総合窓口の繁忙期等に、畜犬登録のみを目的に
来庁する市民の待ち時間短縮を図る仕組みを構
築する。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

【行政創革プラン進捗状況シート②】
36 畜犬登録・狂犬病予防注射済票の交付事務の民間委託 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

Ｒ
４

介護保険の窓口業務等の委託化に向け、仕様
書等を作成するとともに、プロポーザル実施
の準備を進める。

(継)窓口業務を含む介護保険業務委託に係る仕様書
等を作成し、民間委託に係る費用の予算措置を実施
した。

公募型プロポーザルにより委託事業者を選定
し、Ｒ５年１月までに委託契約を締結する。

(新)公募型プロポーザルを行い、受託候補者を特定
して契約を締結した。

介護保険の窓口業務等の委託実施に向け、月
１回以上の受託者との定例会議を開催するな
ど、業務の準備・引継ぎを進める。

(新)準備・引継ぎを開始した。
・受託者との定例会議を開催（５回）し、業務内容
の確認やマニュアル作成作業を実施した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

先進自治体の視察や事業者との協議を進め、
委託化する業務範囲等を検討し、決定する。

(新)事業者との協議及び業務分析を進め、委託化す
る業務範囲等を決定した。
(新)委託化の参考として先進自治体の視察を実施し
た。

直ちに委託化可能な業務については、順次委
託化を実施する。

(新)高額介護サービス決定通知の封入封緘業務を民
間委託した。
(新)ケアプラン点検業務を民間委託した。

介護保険の窓口業務等の委託化に向け、プロ
ポーザル実施の準備を進める。

(新)委託化に関する方針及び工程を決定した。
・プロポーザルの実施に向け仕様書等の作成に着手
した。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

窓口業務を含む介護保険業務の民間委託に向
け、先進自治体の調査を行うとともに、受託
実績のある事業者から情報収集を行う。

(新)おおむね工程どおり実施した。新型コロナウイ
ルス感染症の影響により先進自治体の視察が実施で
きなかったが、可能な範囲での情報収集に努めた。

業務委託が可能な業務を抽出の上、効果的な
委託方法について検討し、委託化する業務範
囲を定める。

(新)おおむね工程どおり実施した。検討の結果、直
ちに委託可能な業務については、Ｒ２年度に委託化
した。

業務委託が可能な介護保険業務について、順
次委託化を実施する。

(新)Ｒ２年度においては、介護給付費通知の封入封
緘業務及び介護給付費適正化事業に係る縦覧点検確
認処理・医療突合確認処理を先行して委託化し、職
員の業務効率化を図った。

Ｒ
５

⑨と同じ

執務室レイアウト等の変更、市民周知

民間委託の開始

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲等の検討

工
程
見
直
し

業務範囲等
の検討、方
向性の明示

工
程
見
直
し

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

先進自治体の
調査、業務範
囲等の検討、
一部業務の民
間委託

事業者との
協議、業務
範囲等の検
討、一部業
務の民間委
託

仕様書等作
成、事業者選
定、契約締
結、委託準備

民間委託の開始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 介護保険業務の民間委託の検討
担 当 部 署 （福）介護福祉課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

37 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№12

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

介護保険業務の特性上、業務フローが複雑化しやすいことが判明したが、今後の高齢者の増加を
見据え、介護保険に係る定型的な業務をできるだけ委託化する業務範囲に含めることできるよう
に検討を進めた。窓口業務を含む介護保険業務の民間委託については、Ｒ５年10月からの委託開
始を決定し、公募型プロポーザルによる事業者選定に向け、仕様書等の作成や予算措置を行っ
た。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

窓口業務を含む介護保険業務の民間委託に当たっ
ては、その効果を最大化するため、委託する業務
範囲と業務の切分けについて十分検討する必要が
ある。また、これに並行して事業者との協議を進
める必要がある。

介護保険業務の手順等を分析・可視化した上
で、他の自治体で受託実績のある事業者と協議
しながら、業務範囲及び業務の切分けの検討を
進める。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

仕様書等における業務範囲等は定めたが、準
備・引継期間において、決定した委託事業者
と、より詳細な業務の切分け等の協議を進め
る。
実務に当たる委託従事者への引継ぎや教育訓練
を十分に実施する必要がある。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
37 介護保険業務の民間委託の検討 確 認 時 期 令和４年度末

Ｒ５年10月からの窓口業務等の民間委託に向けた準備を前
倒しで進めている。

窓口業務を含む介護保険業務の民間委託に向けた準備を前
倒しで進めた。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ ３

- 業務委託の実施により、職員の業務の効率化が図られた。

窓口業務等の委託化に向け、関係部署との情報共有及び協
議を進めた。-

効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ２ ３ ３ -

- - 窓口業務を含む介護保険業務の民間委託に向けた準備を前
倒しで進めた。

【評価の理由】
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

38 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№12 行政事務の民間委託

実 践 項 目 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討
担 当 部 署 （健）こども支援課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲等の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲等
の検討、方
向性の明示

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

業務範囲等の
検討、協議

事業者選定

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

児童手当現況届及び決定通知発送業務の民間
委託に向け、関係機関と協議した。Ｒ３年度
から業務委託開始予定。

(新)現況届約12,000件、決定通知約12,000件の印刷
及び封入封緘業務で約700時間（12,000件×120秒、
12,000件×90秒）の作業時間削減が見込まれる。

民間委託とあわせてＲＰＡ導入可能業務を洗
い出し、児童手当における年金情報照会結果
印刷業務への導入に向け、準備を進めた。

(新)年金情報照会はＲ３年度から本格実施するため
経年比較はできないが、約400時間（照会件数12,000
件×120秒）程度の作業時間削減が見込まれる。

Ｒ３年１月からこども支援課窓口に総合行政
システム端末を２台導入し、業務効率化を
図った。

(新)窓口１件当たり３～５分程度の時間削減効果
（３か月で約40時間）が現れた。職員の作業時間は
市民の待ち時間に直結するため、市民サービス向上
にも寄与したものと考える。

Ｒ
５

④と同じ

⑧と同じ

委託事業者の選定を行う。

児童手当等の業務の一部委託を開始する。

Ｒ
３

児童手当現況届及び決定通知発送のため、印
刷及び封入封緘業務の民間委託を実施する。

(継)現況届11,641件、決定通知11,076件の印刷及び
封入封緘業務で約665時間（11,641件×120秒、
11,076件×90秒）の作業時間削減につながった。

ＲＰＡ等を活用して、効率的に児童手当にお
ける年金情報照会を実施する。

(継)年金情報照会については、ＲＰＡではなく総合
行政システム内の機能で代用し、約370時間（11,076
件×120秒）の作業時間削減につながった。
・ＲＰＡについては効率化の手法として、制度改正
等の動向も注視しつつ都度検証する。

その他の業務を含め将来にわたって効率的か
つ安定的に運営できるよう、民間委託につい
ての方向性を明示する。

(新)児童手当現況届について大幅な制度改正が行わ
れることから、委託実績のある事業者と協議しなが
ら、委託可能業務の精査を進めている。

Ｒ
４

④と同じ (継)児童手当決定通知の印刷及び封入封緘業務で約
270時間(10,801件×90秒)の作業時間削減につながっ
た。

⑤と同じ（３歳未満を養育する世帯） (継)総合行政システムを用いて照会し、約82時間
（2,435件×120秒）の作業時間削減につながった。
・ＲＰＡについては効率化の手法として、制度改正
等の動向も注視しつつ都度検証する。

委託可能業務の再検討を行う。 (継)委託実績のある事業者と面談等を複数回行い、
委託可能業務を精査し、参考見積書の徴取及び仕様
書案を作成した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

⑧と同じ
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№12

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

窓口端末の導入継続により、窓口対応時間の削減につなげ
た。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２

２

-

【行政創革プラン進捗状況シート②】
38 児童手当及び医療助成等業務の民間委託の検討 確 認 時 期 令和４年度末

封入封緘業務委託を継続し、業務の効率化につなげた。

委託検討の進捗状況等について、窓口サービス課と連携を
図った。

-
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -

児童手当制度改正に伴う業務体制の見直しを行いつつ、委
託可能業者と協議を進める。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

児童手当及び乳幼児等医療の入力時間は５分/件、
件数は両業務とも10件/日で所要時間は約100分と
なり、単独での業務委託効果は薄い。入力時にマ
イナンバー情報連携が必要な場合があり、職員が
担う業務が残る。

児童手当及び乳幼児等医療の受付の一部を総合
窓口で担っていることを鑑み、総合窓口業務委
託更新時に入力業務を含めて委託することが望
ましいと考える。

制度改正に伴い、Ｒ４年６月以降児童手当の現況
届の提出が一部を除き不要となり、これまで想定
していた入力作業等の業務委託の総量の減少が見
込まれ、委託効果が更に小さくなる懸念がある。

総合窓口の業務委託に当課の入力業務を追加す
る等により、委託の効果を最大化すべく、業務
の効率化につながる方法を引き続き検討する。

Ｒ３と同じ

契約期間の関係上、総合窓口の業務委託に当課
の入力業務を追加することは難しく、当課のみ
での契約となる。業務委託の総量の減少が見込
まれるが、委託の効果を最大化すべく、業務の
効率化につながる方法を委託可能業者と連携し
ながら引き続き検討する。

児童手当制度改正に伴う業務体制の見直しを行いつつ、「民間に委ねることが可能なもの、民間
になじむものは民間へ」の考えのもと、業務の効率化に向けて委託内容の洗い出しを行った。今
後も引き続き委託可能業者と協議を進める。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

異動や再発行等の単純な手続だけでなく、個別の事情に応じて相談支援へつなげるなど、福祉的な窓口の
役割も担っていることから、業務の効率化を進めつつも支援体制をいかに確保していくかがポイントであ
る。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
市民サービス及びコスト面からより効果が見込める委託範
囲及び運営体制とした。

柔軟な対応が必要な宿日直は直営で残すなど、業務ごとに
検証し、委託範囲を決定した。

総合評価 Ｃ B B
創 造 性 １ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 庁舎小破修繕業務を委託し、中央監視の委託業務に融合さ
せることにより、一体的な庁舎管理体制とする。

関係部署との協議を経て、総合的に委託範囲を判断した。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ３ ３ -

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

事業者選定 (新)部分的な委託とし、すでに委託している中央監
視業務に含めることとした。

引継マニュアル等の作成 (新)引継ぎマニュアルを作成した。

事業者への引継ぎ (新)事業者に引継ぎを実施した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

コストシミュレーションを実施 (新)想定した委託範囲によるコストシミュレーショ
ンを実施し、委託範囲を一部とした場合でも、コス
ト削減の効果が認められることがわかった。

委託する範囲及び業務内容を決定 (新)宿日直、警備、郵便、修繕業務ごとに関係部署
と委託の可否を協議した。市民サービスの低下を招
かないよう、直営を基本としながら庁舎の部分修繕
など委託可能な業務を一部委託し、業務の効率化を
図る体制とした。

仕様書の作成等、委託に向けた準備を実施 (新)委託する業務内容及び作業量を明記した仕様書
を作成した。
・今後は、Ｒ５年４月からの委託に向けてより詳細
なマニュアルを作成する予定

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

道内他都市の視察及びアンケート調査を実施
し、事例研究を行う。

(新)道内20都市の実態調査を実施し、宿日直は８
市、夜間警備は13市、郵便業務は１市が民間委託を
導入していた。夜間警備は、民間委託に移行する自
治体が多いが、宿日直や郵便業務は、職員不在時の
対応等に課題があり、直営の自治体が多かった。

コスト以外の委託効果を検証する。 (新)委託範囲のパターン別に効果検証を行った。警
備、修繕は業務効率化等民間委託による効果を期待
できるが、宿日直や郵便業務は、業務内容や業務量
から委託になじまない部分もあり、慎重な判断が必
要になる。

Ｒ
５

民間委託の開始

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

工
程
ど
お
り

業務範囲の
検討、仕様
書等作成

工
程
ど
お
り

事業者選定、
民間委託準備

工
程
ど
お
り

民間委託の開始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 庁舎管理業務の民間委託
担 当 部 署 （総）総務課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

39 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

Ｒ５年４月から庁舎小破修繕業務等の業務を中央監視の委託業務に融合させ民間委託すること
で、庁内管理業務の市民対応に係る体制を充実させ、市民サービスの向上につなげる。

【上記のうち、特記すべき事項】

庁舎管理員業務の宿日直で対応している業務のうち、火葬許可証の発行及びそれに付随する業務は委託が
できないほか、霊葬場使用料の収受や閉庁時への電話対応など、市民サービスの観点から委託になじまな
い業務がある。庁舎小破修繕業務を委託し、中央監視の委託業務に融合させることにより、一体的な庁舎
管理体制とすることで民間委託とする。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

・委託を想定している庁舎管理員業務について
は、警備、宿日直、修繕、郵便等の複数業務が含
まれているため、業務別に委託の可否を検証する
必要がある。
・庁舎管理業務に含まれる宿日直については市職
員不在時のため、「市の適切な管理」下とするた
めの体制を整備する必要がある。

・業務ごとの必要コストや行政運営上の効果を
算出し、委託範囲を決定する。
・想定マニュアルの作成及び緊急時の連絡体制
の整備、金銭取扱いの手法を検討する。

・業務内容が多岐に渡り、業務によっては市民
サービスへの影響が懸念される。
・郵便業務は毎日データへの入力者が変わるた
め、誤り易く、修正の際も修正点が見つけにくい
等、作業効率が悪い。

・セキュリティ及び市民サービス向上の観点か
らも宿日直の業務を手厚くする必要があること
から、その部分は直営として重点を置いた配置
を検討する。
・１人を日勤で配置し、郵便業務のデータ入
力、集計作業は同一人物が担うようにする。

・業務内容が多岐に渡り、業務によっては市民
サービスへの影響が懸念される。

庁内連携を図り、夜間・休日の対応の充実によ
り市民サービスの向上を目指す。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
39 庁舎管理業務の民間委託 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

創 造 性 ２ ２ ３ -
当初の予定どおり取組むことができた。

先進都市の取組を参考に、本市の実情に照らし合わせた仕
様書の作成等、より効果的な取組となるよう努めた。

総合評価 B B Ａ
-

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２ - -
連 携 度 ２ ３ ３ - -
効 率 性 ２ 初年度約750万円、2年目以降1,080万円の経費削減及び時間

外等を含めた業務量削減効果を見込むことができた。

小学校長会等の関係部署と十分に連携が図れた。

当初の工程どおり取組を行うことができた。

２ ３ - -

【評価の理由】

Ｒ
４

利用者説明会を実施 (新)委託の概要や運営内容等について利用者説明会
を実施した。

プロポーザルによる事業者選定 (新)プロポーザルを行い、事業者を決定して契約を
締結した。

民間委託準備

（取組終了）

(新)受託事業者との引継ぎを実施した。
(新)Ｒ５年４月１日から民間委託を開始した。

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

Ｒ
３

更に業務委託範囲の検討を重ねる。 （継）業務委託の範囲を決定し、業務委託仕様書
（案）を作成した。

学校、支援員、利用者に対し、説明と意見聴
取を行う。

(継)）関係者からおおむね理解を得られた。
・10月小学校長会で概要説明及び意見聴取の実施
・10～11月支援員に概要説明、アンケートの実施
・11月支援員との個別面談の実施
・12月利用者アンケートの実施

委託の方向性を明示する。 (継)民間委託導入可能と判断した。
取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

先進自治体である旭川市に調査を行う。 (新)旭川市に調査を行い、委託へ向けてのスケ
ジュール、委託範囲及び関係部署等との連携等を確
認することができ、今後検討を進めるにあたって大
変参考になった。

業務委託の範囲を検討する。 (新)旭川市を参考に、放課後児童クラブの業務を洗
い出し、委託できる業務と市が継続して行う業務の
選別を行った。

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、業務範

囲の検討 工
程
ど
お
り

業務範囲等
の検討、方
向性の明示 工

程
ど
お
り

検討結果によ
る 工

程
見
直
し

⇒ ⇒

事業者選定、
民間委託準備
民間委託の開
始、取組終了

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 放課後児童クラブ業務の民間委託
担 当 部 署 （健）青少年課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

40 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

プロポーザルによる事業者選定の結果、実績・サービス内容に優れた事業者に委託することがで
き、財政効果も初年度7,500千円、２年目以降10,800千円程度となるなど、民間活力の活用の目的
が十分達成できたと考えている。

【上記のうち、特記すべき事項】

民間委託導入に関する疑問点等を解消するため、利用保護者に対する説明会を平日と土曜日の夜に開催し
たが、参加者は約３％に留まったことから、改めて動画配信による説明会を行い、約28％の世帯に出席し
てもらうことができた。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

今後の想定される課題
・学校、支援員、利用者の理解を得る。

丁寧な説明と聞き取りを行う。

Ｒ２と同じ

・10月～11月にかけ、学校と支援員に概要説明
及び意見聴取を行った結果、おおむね理解を得
られた。
・12月に利用者アンケートを実施し、様々な意
見があったため、Ｒ４年度に説明会を開催し、
丁寧な説明を行う。

・利用者の理解を得る。
・プロポーザルの条件設定を整理する。
・事業者への引継ぎを円滑に行う。

・７月に利用者説明会を開催した。委託の概要
及び今後のスケジュールを説明し、おおむね理
解を得られた。
・８月までにプロポーザルの条件設定を整理
し、実施要領及び仕様書等を作成した。
・１月から３月にかけて事業者との引継ぎ行
い、スムーズな運営開始に努めた。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
40 放課後児童クラブ業務の民間委託 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

41 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№13 公共施設等への民間活力の活用

実 践 項 目 公設地方卸売市場への民間活力の活用
担 当 部 署 （産）農業水産振興課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

指定管理者の
選定、民間移
譲の検討

工
程
ど
お
り

指定管理者
制度の導
入、民間移
譲の準備

工
程
ど
お
り

花卉部の民間
移譲

工
程
ど
お
り

Ｒ
３

指定管理者の指定及び債務負担行為議案提出 (新)６月定例市議会で議決を得た。

指定管理者による管理運営の開始 (新)水産物部、青果部に指定管理者による管理運営
を開始した。

花卉部民間移譲の具体的方針決定 (新)先進市場視察・関係者との意見交換を行い、市
議会文教経済委員会で具体的方針の説明を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

指定管理業務（水産物部・青果部）の方針決
定

(新)市場関係者との意見交換、パブリックコメント
等を実施し、Ｒ３年10月、市場関係者が各々の部門
を管理する方針を決定した。

指定管理者制度導入に係る条例改正 (新)Ｒ２年12月定例市議会で議決を得た。

指定管理者制度非公募理由の公表 (新)Ｒ３年１月に非公募理由の公表を行った。

Ｒ
５

Ｒ
４

花卉部民間移譲先の選定 (新)移譲先事業者の選定を行った。

花卉部の民間移譲に係る議決及び条例改正 (新)Ｒ４年12月定例市議会で議決を得たほか、関連
規程を整備した。

花卉部の民間移譲の実施
（取組終了）

(新)Ｒ５年１月から花き部を民間に移譲した。

令和 4 年 12 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

選定委員会を経て、花き部の移譲先事業者を決定した。-
効 率 性 ３ ３ ２ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

移譲後は民間ならではの発想で、花の観光スポットなど花
と緑が身近になるような取組が期待される。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 各々の部門の市場関係者が管理運営を行うことにより、効
率化が図られた。

工程どおり、花き部を民間移譲することができた。

77



№13

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
41 公設地方卸売市場への民間活力の活用 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

Ｒ３年３月31日までに、指定管理者候補者より申
請書の提出が必要となる。

既に指名要項と仕様書を示しているので、具体
的な作成の仕方について候補者から問い合わせ
があった場合は担当部署と協議しながら回答す
る。

・指定管理者制度への移行・引継
・花卉部の民間移譲への具体的な方針の決定

・指定管理者制度については、年度末まで職員
が現地に常駐し、円滑な引継ぎを行うことがで
きた。
・花き部の民間移譲については、先進市場視察
や関係者の意見交換を参考に、具体的な方針を
決定した。

・花卉部の民間移譲後の市の関与
・公募する応募する事業者があるのかどうか。
・既存事業者への配慮について

・建物は売却するが、土地は貸借することによ
り、移譲後も市として一定の関与することがで
きた。
・立ち上がり支援として５年間土地を無償貸付
にするなど条件を整備することにより、２社の
応募があった。
・募集要項で、市場の継続性を重視する項目を
追加した。

水産物部、青果部は昨年度指定管理者制度を導入し、コロナ禍で規模を縮小したが市場感謝祭や
親子見学会などの独自事業や自主事業を行い、市民からも好評であった。
花き部については、工程どおりＲ５年１月に民間移譲を行うことができた。

【上記のうち、特記すべき事項】

花きの民間移譲において、市場の継続性を重視したことにより、既存の事業者を継続して許可する協定を
締結することができた。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

組織改編により部署間の連携が図りやすくなった。

今後の取組が効率的に実施できるよう事務分掌の細分化や
マニュアル作成を行った。

総合評価 B 工程・内容の見直しを実施して委託拡大に向けた明確な作
業工程を示すとともに、新たな工程に沿った取組を進め
た。

受託事業者への引継を想定したマニュアルを作成した。事
務分掌の細分化による委託可否の判断及び課内の人工積算
を行った。

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ １
-

効 率 性 ３ ３ ３ -

連 携 度 ２ ２ ２ -
- -１

-

Ｒ
４

部内の組織改編 (継)部内の組織改編を実施した。

先進市への視察 (新)プロジェクトチームによる視察を２市実施した
（釧路市、恵庭市）。

業務内容・人工の精査 (新)業務内容・工程を明記したマニュアルを統一様
式で作成した。事務分掌の細分化とともに委託可否
を判断し水道窓口課の人工積算を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

事業者選定

上下水道部フロアのレイアウト変更 (新)組織改編及び委託拡大を見込み、上下水道部フ
ロアのレイアウトを変更した。

営業課の名称を「水道窓口課」に変更 (新)組織改編及び委託拡大を見込み、業務内容がよ
り包括的にイメージできる課名に変更した。

プラン策定時の当初工程と比較すると遅れて進行してい
る。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

参考見積用の仕様書を作成し、参考見積を徴
取

(新)参考見積用の仕様書を作成し、委託拡大に係る
参考見積を徴取した。

Ｒ元年度決算をベースとした委託想定額を積
算し、効果額を算出

(新)Ｒ元年度決算をベースとした委託想定額を積算
の上、参考見積額と比較し、効果額を算出した。

民間委託拡大計画(案)を作成 (新)民間委託拡大計画(案)を作成した。

Ｒ
５

委託範囲の決定

仕様書作成

委託料の積算及び効果額の試算

契約締結

受託事業者引継ぎ

Ｒ
３

関係部署等への説明・協議 (新)水道管理課給水係との統合等に向けた、部の組
織改編に係る協議を継続的に実施した。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

委託範囲の検
討、民間委託
計画の策定

工
程
ど
お
り

計画に基づ
く取組の実
施

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒

課名及びフ
ロアレイア
ウトの変更

先進自治体の
調査、業務範
囲の検討

仕様書作成 事業者選定、契約締結

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№14 上下水道事業への民間活力の活用

実 践 項 目 水道窓口課業務の民間委託
担 当 部 署 （水）水道窓口課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

43 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№14

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

中間年の見直しに伴い、委託拡大に向けた工程・内容をより明確に示した。
先進市（２市）への視察を実施し、事務分掌の細分化、統一様式による業務・工程マニュアルの
作成、水道窓口課の人工積算を行った。

包括的な民間委託拡大に向けた取組実施

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

民間委託拡大を円滑に進めるために必要な部内の組織改編が完了したことから、次年度以降は委託可能な
業務内容・業務別人工の精査、確定作業を進めていく。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

多岐に渡る業務から、委託可能な業務を選別する
必要がある。また、委託後の直営業務に要する人
工を精査する必要がある。

各係レベルの事務分掌をベースに委託可否及び
各業務に必要な人工を積算した。

水道管理課給水係との統合等に向けた組織改編に
ついて、関係部署等と協議を重ねているが、具体
的な委託拡大の協議には至っていない。

組織改編に先行し、上下水道部フロアのレイア
ウト変更とともに、課名を包括的な業務内容が
イメージできるものに変更した。

・民間委託を導入している先進市への視察
・民間委託拡大を円滑に進めるために必要な部内
の組織改編の実施

・先進市への視察を２市実施した。
・部内の組織改編について実施した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
43 水道窓口課業務の民間委託 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

１ ２ - -
創 造 性 １ １ ２ -

新たな課題に対する検討が進めることができた。

将来的な技術者不足等への対応について、検討を進めるこ
とができた。

総合評価 Ｃ Ｃ B
-

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２ - -
連 携 度 ３ ３ ３ - -
効 率 性 １ コスト削減に向け、ＩＣＴ導入による運転管理業務の省力

化等、新たな検討を進めることができた。

両浄水場協力して検討を行った。

民間委託による諸課題を把握し、将来の技術者不足に対す
る検討を行った。

【評価の理由】

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

検討結果を踏まえ、一定の方向性を明示す
る。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

民間事業者とヒアリング及び概算見積の徴収
を行い、委託に係る課題を検討

(新)・市の設計金額より、民間見積価格の方が金額
が高くなった。
・市の直営より、委託に係る民間見積価格の方が金
額が高くなった。

Ｒ
３

市民意向調査（アンケート）を実施し、市民
に望まれる運営等について整理

(新)委託について市民が抱く不安等を想定し、アン
ケート調査を行った結果、市の管理を望む回答が約
67％となった。

市の設計金額と民間見積価格の比較等、委託
に係る課題検討

Ｒ
５

④と同じ

⑤と同じ

(継)市の設計金額と民間見積価格では一部差異が見
られるが、算出根拠は同じであり、現状ではコスト
面での効果は見い出せなかった。

Ｒ
４

民間委託に係る財政効果の検討 (継)民間委託を導入している複数自治体を視察し、
近隣自治体で受託実績がある業者から見積もりを徴
取したが、民間委託による財政効果は見込めなかっ
た。

ＩＣＴの導入の検討 (新)ＩＣＴを導入している複数自治体を視察し、遠
隔監視システムや夜間防犯システムについての知見
を得た。
(新)近隣自治体で導入実績がある複数業者から見積
もりを徴収し、導入の可能性があるシステムの概算
費用を把握した。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

民間委託の検
討

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

方向性の明示 工
程
見
直
し民間活力の

活用検討、Ｉ
ＣＴ導入検討

⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№14 上下水道事業への民間活力の活用

実 践 項 目 浄水場運転管理業務の民間委託の検討
担 当 部 署 （水）高丘浄水場、（水）錦多峰浄水場

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

46 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№14

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

民間活力の活用による財政効果の検討に加え、遠隔監視システムなどのＩＣＴの導入事例につい
て確認することができた。
将来にわたり安定した水づくりを継続していくため、今後もＩＣＴの導入による運転管理方法の
省力化について引き続き検討を行う。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

浄水場の運転管理については、生産年齢人口の減少に伴う将来的な技術者不足等が、安定した水づくりに
影響を及ぼす懸念があることから、民間活力の活用による財政効果を検討することに加え、ＩＣＴ導入に
よる運転管理方法の省力化を進める必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

委託によるコスト縮減が見られず、技術移転方法
も課題となっている。
また、新型コロナ感染症等によるクラスターの発
生等、浄水場勤務の全員が出勤停止となった事態
を想定し、委託後においても非常時等に直営職員
で対応できる体制を構築しなければならない。

来年度実施予定の市民意向調査等を通し、市民
にとって望ましい浄水場運営の方向性を検討す
る。

市民意向調査にかかるアンケート項目の検討
委託について市民が抱く不安等を想定し、アン
ケートを実施した。

生産年齢人口の減少に伴う将来的な技術者不足等
が、安定した水づくりに影響を及ぼすことが懸念
される。

ＩＣＴの導入による運転管理方法の省力化を進
める必要がある。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
46 浄水場運転管理業務の民間委託の検討 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
導入部署は年々増加している。今後はAI-OCRなどの技術を
組合せることにより、更なる業務時間削減を目指す。

これまでにない新たな手法により業務時間削減を実現し
た。

総合評価 Ａ B B
創 造 性 ３ ３ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- ＲＰＡの導入により約400時間の業務時間の削減効果が得ら
れた。

導入部署と情報交換を行うなど、ＲＰＡの利用促進に向け
た作業を行った。-

効 率 性 ３ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

③と同じ (継)前年度からＲＰＡ化した業務のほかに新たに施
策評価の集計業務を追加して計７業務に導入し、約
400時間の業務時間の削減につながった。

全庁的なＲＰＡ導入の拡大 (継)協働・男女平等参画室で施策評価の集計ロボッ
トを作成した。

⑤と同じ (継)運用について、現時点で問題となる事案が発生
していないことから、現在の運用を継続する。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

Ｒ
３

ＲＰＡ導入による効果検証 (継)前年度からＲＰＡ化した業務のほかに新たに住
民基本台帳人口のチェック業務を追加し、計６業務
にＲＰＡを導入し、約390時間の業務時間の削減につ
ながった。

全庁的なＲＰＡ導入 (新)政策推進課でチェック用ロボットを作成し、運
用を開始した。また、全庁的なアンケートでは、10
の部署でＲＰＡ導入により、効率化可能な業務があ
ることを把握した。

適宜運用見直し (新)運用について、現時点で問題となる事案が発生
していないことから、現在の運用を継続する。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

人事評価結果、自己申告書、会計年度任用職
員の任用書の集約業務についてＲＰＡを導入

(新)左記の３業務に加え、ロアンナログインＩＤ追
加業務及び通勤距離算定業務の計５業務にＲＰＡを
導入し、約260時間の業務時間の削減につながった。

全庁的なＲＰＡ導入に向けマニュアルを策定 (新)予定どおり策定した。

Ｒ
５

③と同じ

④と同じ

⑤と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

導入範囲の検
討

工
程
ど
お
り

効果検証、
運用見直し

工
程
ど
お
り

工
程
見
直
し

ＲＰＡの拡大 ⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 人事業務への導入
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

47 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

ＲＰＡを導入することで、業務時間の短縮をはじめ、導入によって生み出された時間の有効活用
や、手作業が減ることによるミスの抑制、業務見直しのきっかけなどにもつながっている。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＲＰＡを全庁的に浸透させていくためには、各課での開発スキルやノウハウの蓄積をいかにして確立する
かが、今後の課題である。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法
どのようにしてＲＰＡを全庁的に展開していく
か。

運用ルールの作成や、ＲＰＡ操作研修の実施

Ｒ２と同じ 活用事例の庁内周知や研修の実施

Ｒ２と同じ 活用事例の庁内周知

【行政創革プラン進捗状況シート②】
47 人事業務への導入 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

48 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 税務業務への導入
担 当 部 署 （財）市民税課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

導入範囲の検
証、導入

工
程
ど
お
り

効果検証、
ＡＩ－ＯＣ
Ｒ活用の検
討

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

ＲＰＡの拡大 ⇒

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

導入範囲の検討 (新)納税通知書の印刷・給与支払報告書のシステム
取込等、市税業務にＲＰＡ導入を検討した。

市税業務へのＲＰＡ導入 (新)納税通知書の印刷・給与支払報告書のシステム
取込等、市税３業務にＲＰＡを導入した。

導入成果の関係課説明/ＲＰＡ運用ルール策
定の協力

(新)介護福祉課、資産税課でもＲＰＡの導入開始／
複数課によりＲＰＡの運用が始まったことにより、
導入に当たってのルールが策定された。

Ｒ
５

⑥と同じ

Ｒ
３

ＲＰＡ導入効果の検証 (新)新たに導入可能な業務の選定を行い、２業務を
追加した。
・ＲＰＡ導入による業務削減時間について検証を実
施し、単年度当たり130.7時間の削減効果が見られ
た。

ＡＩ－ＯＣＲ活用の検討 (新)ＡＩ－ＯＣＲ取扱事業者主催のウェブセミナー
に参加し、導入例も含めた調査・研究を行った。
・ＡＩ－ＯＣＲのトライアル版を導入し、試行実施
を行った結果、識字率が想定よりも低い結果とな
り、業務手順を検討しても、現状での実用化は困難
であることがわかった。

当初の予定どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

- -２

-

Ｒ
４

ＲＰＡの拡大（ＲＰＡ活用の検討・新たなＲ
ＰＡの構築）

(新)課内において、ＲＰＡ活用例等を情報共有し、
各担当ごとに新たなＲＰＡシナリオについて検討を
行った。
(継)新たに導入可能な業務の選定を行い、２業務を
構築し、そのうち１業務を運用追加した（残り１業
務はＲ５年度運用開始予定）。
(継)ＲＰＡの導入により、単年度当たり約180時間の
削減効果が見られた。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑥と同じ

Ａ
創 造 性 ３ ３ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ３ ３ - ＲＰＡの運用等に当たり、他部署と情報共有を行いながら

進めることができた。

新たなＲＰＡ構築に当たり、既存の業務の手順や方法を改
善することにつながった。

総合評価 Ａ 予定どおりＲＰＡの拡大を図ることができた。

ＲＰＡ業務の追加により、作業時間の短縮、業務の効率化
が図られた。

Ａ
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
48 税務業務への導入 確 認 時 期 令和４年度末

ＲＰＡの導入により、業務効率化に対する効果が高く表れていることから、既存のＲＰＡシナリ
オの使用継続はもちろん、新たなＲＰＡシナリオ構築のため、課内においてＲＰＡ活用例等の情
報共有を行い、更なる業務効率化・業務負担軽減を図っていく。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＲＰＡをより活用してくためには、各担当部署において日頃から業務フローを整理しておく必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

●費用対効果の面から全庁的にＲＰＡを活用する
必要がある。
●ＲＰＡ稼働時、システム環境に大きな負荷がか
かることが判明し、全庁的に活用するためには運
用ルール策定の必要がある。

●ＲＰＡ導入の成果を関連部署に披露し、操作
方法の説明を行った。
●関連部署と連携し、運用ルールの策定に協力
し、全庁的なルールに基づいた運用が開始され
た。

ＡＩ-ＯＣＲの識字率の低さから、ＲＰＡと組み合
わせた業務への実用化が難しいことが判明。ＡＩ-
ＯＣＲ導入に係る費用対効果も考慮し、総合的に
検討を進める必要がある。

先行導入市の運用例を調査・研究し、本市の運
用手順の見直しも含め、活用検討を行った。

業務の効率化が図れる新たなＲＰＡシナリオを構
築する必要がある。

課内において、ＲＰＡ活用例等を情報共有し、
各担当ごとに新たなＲＰＡシナリオについて検
討を行った。
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
課全体業務の中から導入業務を検討し、Ｒ５年度から導入
を開始することとした。

一部業務においてＲＰＡの導入可能な業務を選定した

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- ＲＰＡの活用により業務効率が向上する可能性のある業務
を選定した

単独部署で取り組んだ。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 工程どおり取り組んだ

【評価の理由】

Ｒ
４

ＲＰＡ導入可能業務の検討 (新)業務全体の中からＲＰＡ導入可能な業務の洗い
出しを実施し、定型的な手順でのシステム処理のあ
る一部業務において導入可能と判断した。

ＲＰＡの動作検証開始 (新)ＲＰＡのアプリケーションを使用し、動作検証
を開始した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

Ｒ
３

ＲＰＡ導入業務の検討（タブレット端末導入
検討と併せて実施）

(継)自治体事例研究のほか、システムベンダー等へ
の情報収集を随時行った。
(新)ＲＰＡと相性の良いデジタル化されたデータを
大量処理する業務検討を実施した。

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

手書き申請書等のＲＰＡ導入事例の調査 (新)他部署での活用事例を参考にしながら、タブ
レット端末の活用等とあわせて検討を行った。

ＲＰＡ導入業務の検討 (新)手書きの申請書等をＯＣＲで読込むには、識字
率が著しく低く、実用化しづらいことがわかった。

Ｒ
５

ＲＰＡ導入業務の効果検証

ＲＰＡ導入業務の拡大

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入範

囲の検証
工
程
ど
お
り

導入の検討 工
程
見
直
し

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

先進自治体
の導入手法
の情報収集

導入範囲の検
討

導入可否の判
断、導入

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 窓口業務への導入
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

49 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

窓口業務においては識字率等の課題が解決まで至らないことから、窓口業務以外の業務において
ＲＰＡ導入の検討を実施。導入可能な一部業務についてＲ５年度から運用を開始し、業務効率化
を図ることとした。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

作業内容によっては、ＲＰＡの活用が難しいこと
が判明。導入業務や手法を改めて検討する必要が
ある。

先進自治体からの情報収集等を行う。

識字率の改善は、手書きの届出書等では難しいこ
とが判明。また、当課におけるＲＰＡ導入は、タ
ブレット端末導入検討の導入手法次第で必要にな
る可能性があるが、通常業務においては必要性を
検証する必要がある。

先進自治体や識字率の高いシステムの情報収集
を実施、場合によっては導入を見送ることも視
野に検討を進めていく。

窓口業務、その他内部で処理する定型的な業務を
洗い出し、ＲＰＡ導入に適した業務を検証する必
要がある。

導入可能な業務を再考するため、業務シートを
作成し、定型的かつ一定量の処理量がある業務
の把握を行った。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
49 窓口業務への導入 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑦

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

50 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№15 ＲＰＡの導入

実 践 項 目 予防接種等業務への導入
担 当 部 署 （健）健康支援課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入範
囲の検証

工
程
ど
お
り

導入の検討 工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

AI-OCR実証実
験、効果検証

AI-OCR実証実
験、効果検証、
検討結果による

Ｒ
３

先進自治体の取組事例を基に導入範囲の検証
を行い、導入の可否を検討

(新)がん検診や予防接種業務への導入について検証
を行ったところ、結果取り込みをＯＣＲで行った際
の識字率が著しく低かった。
・マークシート形式に変更することを検討したが、
様式が複雑化し従来よりチェック項目が増えてしま
い、ＲＰＡによる業務の簡略化が見込めないため、
ＨＡＲＰで回答を募った（受動喫煙・新型コロナワ
クチン関連）アンケートなど他の業務での導入を検
討した。取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

予防接種、各種がん検診等の集計及び入力業
務におけるＲＰＡの導入について、先進自治
体を調査

(新)先進自治体（新潟県長岡市、大阪府、沖縄県那
覇市）に調査を行った結果、がん検診や予防接種の
結果取込のみならず、他の業務においても活用して
いることがわかった。

比較的容易である、がん検診結果ＣＳＶ取込
処理についてＲＰＡプログラムをテスト作成

(新)テスト作成の結果、更なる導入範囲の拡大を見
込むことができた。

Ｒ
５

予防接種、各種がん検診業務以外におけるＲ
ＰＡの導入を検討

Ｒ
４

予防接種、各種がん検診業務以外におけるＲ
ＰＡの導入を検討

（継）４か月、10か月、１歳６か月、３歳児健康診
査入力業務のＲＰＡ導入を検討したが、業者との日
程調整の都合上、本年度中の検証に至らなかった。
（新）読み込み用フォームの再検討（手書き欄対
応、健康かるて内様式との整合性等）を行うことと
した。
（継）結果取込時の識字率が著しく低い経過がある
ことから、取込範囲の再検証を行うこととした。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の予定から日程が後ろ倒しとなった。

【評価の理由】

担当部署との連携を密に行い、今後の展開について検討を
行った。-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ２ ３ -

他の業務での導入を検討する。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３ １

- 効率性も含め、次年度において検討を行う。

他の業務での導入を検討する。
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№15

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
50 予防接種等業務への導入 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＲＰＡの他業務への活用方法について
更なる導入範囲の検証や先進自治体の調査が必
要である。

Ｒ２と同じ 導入範囲の検証が必要である。

Ｒ２と同じ 取込範囲、識字率等の検証が必要である。

担当部署とのヒアリング、事前相談等を密に実施したが、検証に係る日程調整にて工程の見直
し、遅れが発生した。本件は、取込時の識字率等に課題があることから、実際の取込状況を検証
した上で、各様式の再検討を行う。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

ＲＰＡを他業務に活用していくためには、課全体で行っている業務の把握、現在の負担となっている点を
精査し、ＲＰＡの活用につなげていくことが重要である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

51 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№16 ＡＩの活用

実 践 項 目 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入
担 当 部 署 （総）行政監理室、（総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

実証実験、導
入範囲の検討

工
程
見
直
し

効果検証、
本格導入の
検討

工
程
見
直
し

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

実証実験、導
入範囲の検
討、効果検証

本格導入、
導入範囲拡
大の検討

導入範囲拡大
の検討

解答率向上の取
組

Ｒ
３

庁内向けＡＩヘルプデスクの本格導入 (新)実証実験を行った自動応答システムを本格導入
した。

導入範囲拡大の検討 (新)本格導入にあわせて、財務会計システムに関す
るカテゴリを追加した。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

庁内向けＡＩヘルプデスクの実証実験 (新)システム部門・人事部門でＡＩヘルプデスクの
実証実験を開始した。

導入範囲拡大の検討 (新)更なる利便性の向上を目指し、給与厚生部門・
契約部門について導入範囲を拡大した。。

効果検証 (新)庁内向けＡＩヘルプデスクの導入により、約
2,600件の質問に対して自動解答がなされ、職員の業
務軽減につながった。

Ｒ
５

解答率向上の取組

③と同じ

Ｒ
４

③と同じ (継)Ｒ４年度は約2,300件の質問に対して自動解答が
なされた。

⑤と同じ (継)他部署から新たなカテゴリ追加を希望する相談
はなく、新たなカテゴリの追加は行わないこととし
た。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

③と同じ

- - 予定より前倒しで本格導入を行った。

【評価の理由】

各問い合わせ部門担当者と連携し、業務を遂行した。-

効 率 性 ２ ２ ２ -

連 携 度 ３ ３ ２ -

これまでにない新たな手法で業務時間削減を実現した。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３ ３

- 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入により、約2,300件の質問
に対して自動回答がなされ、職員の業務軽減につながっ
た。

着実に業務時間の削減を実現している。
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№16

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
51 庁内向けＡＩヘルプデスクの導入 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ヘルプデスクの利用促進の取組 定期的に庁内周知を実施し、利用促進を図る。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

過去２年間で蓄積したデータを利活用することで問い合わせに対する自動解答が行われ、安定し
た導入効果を生み出している。今後は、自動解答の解決率の向上を目指していく。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

52 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№16 ＡＩの活用

実 践 項 目 ＡＩによる自動応答システム導入の検討
担 当 部 署 （政）秘書広報課、（総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入の
検討

工
程
ど
お
り

導入の検討 工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

情報収集・予
算要求

構築・導入

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

システム概要の調査、先進自治体の調査 (新)ＷＥＢによりＡＩ事業者とシステムの概要説明
等の打合わせを行った。

現行の市公式ホームページへの導入が可能か
どうかの調査

(新)市公式ホームページ（ＣＭＳ）構築事業者に、
現状の仕組みの中で導入可能かどうか確認し、技術
的には導入可能であることがわかった。

Ｒ
５

チャットボットの導入

各担当課と回答可能な業務範囲の調整

Ｒ
３

システム概要の調査、先進自治体の調査 (継)ＡＩ事業者とのシステム概要説明等の打合わせ
を行ったところ、ＡＩの回答について利用者の満足
度・解決度については検討が必要であることがわ
かった。

ＡＩ導入の検討 (新)市公式ＬＩＮＥアカウントにチャットシステム
を導入した。

Ｒ５年度の公開に向け予算要求を行った。

【評価の理由】

Ｒ
４

Ｒ６年度までにチャットボットを導入するた
め、情報収集及び予算要求を行う。

(新)ＡＩ事業者及び先進自治体から情報収集を行
い、導入のための予算要求を行った。

(新)先進自治体を視察し、導入及び運用に係る情報
収集を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

各担当課と回答可能な業務範囲の拡大

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 １ ２ ３ -

- -

B Ａ
創 造 性 ２ ２ ３ - -

３

-

Ｒ５年度中の公開に向け取組を進めていく。

先進自治体及びＡＩ事業者等から幅広く情報を集めること
ができた。

ＩＣＴ推進室と連携し、情報収集を行った。

導入当初はＦＡＱの業務カテゴリを絞り、スムーズな運営
を目指すという方向付けができた。

総合評価 Ｃ
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№16

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
52 ＡＩによる自動応答システム導入の検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

ＡＩの導入（活用）範囲の検討 システム概要の調査、先進自治体の調査

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

ＡＩの有効性、運用方法 先進自治体及び導入ベンダーの調査

先進自治体及びシステムベンダーから情報収集を行ったところ、導入時はＦＡＱの登録などで職
員負担が増えるものの、活用が進めば市民からの電話が減り職員負担の軽減が期待できること、
また、スタート時はＦＡＱの業務カテゴリを絞り、段階的に範囲を拡大するという運用が必要で
あることを確認できた。この点を踏まえ、システム導入に向けた準備を行っていく。

システムの導入

回答可能な業務範囲の拡大

【上記のうち、特記すべき事項】

ＡＩの回答について利用者の満足度・解決度を高めるため、回答範囲の拡大及び継続的なＦＡＱの作成更
新が必要であり、運用体制の検討も必要である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

54 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 公文書の電子的管理に関するルールづくり
担 当 部 署 （総）法務文書課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

データ整備・
管理の実施、
関係例規整備 工

程
見
直
し

可能な取組
から適宜実
施 工

程
見
直
し

⇒
工
程
見
直
し

⇒ ⇒

公文書の電子
的管理に係る
課題の整理・
検討

公文書の電
子的管理の
試行実施・
関係例規整
備

文書管理シス
テムの予算要
求

文書管理システ
ムの構築

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

電子データの原本化の検討 (新)国の動向の情報収集等により公文書原本の電子
的管理運営実施上の課題の抽出

共有フォルダ等における体系的管理の実施の
検討

(新)共有フォルダ等における管理方法についての検
討を実施

関連例規の整備 (新)公文書を電子管理するに当たり改正を要する例
規の調査、確認

Ｒ
５

文書管理システムの構築

文書管理マニュアルの作成

関連例規の整備

Ｒ
３

公文書管理委員会等、国の関連施策情報の収
集及び対応

(新)Ｒ４年２月に国が「行政文書の管理に関するガ
イドライン」を策定したことに伴い、作成中のマ
ニュアルを修正する必要性が生じた。次年度は、文
書管理システムの導入を見据えたマニュアル作成に
切り替え、継続して取り組んでいく。

公文書原本の電子的管理を試行実施し、課題
及び対策を検証

(新)公文書原本の電子的管理を試行実施したとこ
ろ、改ざん防止措置等の課題が解決できないという
結論に至った。
・ＩＣＴ推進室とも協議し、文書管理システムの調
達に方針転換した。

③と同じ (継)電子決裁を経た公文書については、システム内
保存を認めるように例規整備を行った。

Ｒ
４

文書管理システムの調達準備 (新)他自治体の導入事例の研究及び文書管理システ
ムのトライアルにより、プロポーザルに向けて仕様
書等を作成した。

文書管理マニュアルの作成・検討 (新)文書管理システムを導入している自治体を視察
し、視察先のマニュアル等を情報収集することで本
市の文書管理システムの運用に係るマニュアル等の
作成・検討を進めた。

文書管理システムの予算要求 (新)文書管理システムの調達を行うためにＲ６年度
からＲ10年度までの債務負担行為の設定を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

公文書の電子的管理の本格実施
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№17

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

予算要求、調達準備について工程どおり進めることができ
た。

【評価の理由】

文書管理システムの調達準備の過程で、複数のシステムの
トライアルを実施することができ、システム導入後のイ
メージが共有できた。

総合評価 Ｃ B B

創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ ２

-

効 率 性 １ １ １

２

-

【行政創革プラン進捗状況シート②】
54 公文書の電子的管理に関するルールづくり 確 認 時 期 令和４年度末

公文書の電子的管理の本格実施により費用対効果が得られ
るまでには、なお時間を要すると思われる。

ＩＣＴ推進室、行政監理室とともに他自治体の視察を実施
した。また、昨年度に引き続き文書管理システムの導入に
向けて関係部署と協議を重ねた。

-

連 携 度 １ ３ ３ -

- -

文書管理システムの調達に向けて予算要求や仕様書等の作
成を行った。プロポーザルも現在実施しており、計画どお
り進捗している。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

公文書の電子的管理の対象となる文書の範囲をど
うするか

国において方針を再検討中であり、その動静を
注視しつつ、早期に方針を決定する。

・Ｒ２と同じ
・電子的管理の対象となる公文書のセキュリティ
をどのように確保するか

・国の「行政文書の管理に関するガイドライ
ン」がＲ４年２月に全面改訂されたことから、
これを踏まえた見直しを行う。
・セキュリティを確保するためには、文書管理
システムの導入が必要との結論に達した。

・Ｒ２と同じ
・文書管理システム導入に係る予算措置が可能か
どうか

・予算化に向けてシステム導入による費用対効
果を算出する。
・他市のシステム導入状況及び運用方法を調査
した上で予算要求を行う。

Ｒ４年度は当該システムの導入に向けて他自治体の導入事例の研究、予算要求、文書管理マニュ
アルの情報収集及び研究等を実施した。ＩＣＴ推進委員会によるシステム導入及び市議会による
Ｒ６年度からＲ10年度までの債務負担行為の設定の承認が得られ、次年度は文書管理システムの
調達及び運用方法の確立していくこととなる。

・Ｒ２と同じ
・システム導入後の運用方法の確立及び関係課と
の調整

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

55 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 無線ネットワーク環境の整備
担 当 部 署 （総）ＩＣＴ推進室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

無線化の検討 工
程
ど
お
り

情報化推進
委員会へ諮
問、実施範
囲決定

工
程
見
直
し

段階的な無線
化の実施

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

情報収集 ⇒
実証実験・段階
的な無線化の実
施

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

アクセスポイント等の機器の検証・選定 (新)電波を発するアクセスポイント機器の当市環境
により良い機種を選定する。どの機器も快適に使用
でき、変化がわからないほどであったので、遠くま
で電波が届く機種を選定した。

実運用を想定した課題等の洗い出しの実施 (新)情報推進課内で試験的に無線環境を構築して実
際に使用した。起動時の遅さ等の声が上がったが、
運用に支障はなく、有線とほぼ変わらず使用できる
ことを確認した。

セキュリティ要件の調査の実施 (新)総務省からＬＧＷＡＮ環境の無線化に必須であ
る要件として、「IEEE802.1X認証」という無線ＬＡ
Ｎセキュリティ対策が挙げられたが、現在の業務端
末対応のものは流通していないことが判明した。現
機器構成ではＬＧＷＡＮ環境での無線ＬＡＮは実現
できないことがわかった。

Ｒ
５

④と同じ

⑦と同じ

Ｒ
３

IEEE802.1X認証対応の無線ＬＡＮ受信機の情
報収集

(継)既存業務端末において、現段階では総務省が示
したセキュリティ要件を満たし、正常に起動する
IEEE802.1X認証対応の機器が見つけられていない。

システム・ネットワーク環境等の更新時に無
線環境への入れ替えに合わせた情報収集

(継)Ｒ５年度のネットワーク環境更新時期に合わ
せ、改めて無線化の可能性について、情報収集及び
調査研究を継続したが、現状では本市の端末環境で
無線ネットワークを実現するための機器が存在せ
ず、Ｒ５年度での実施は難しいという結論に至っ
た。

Ｒ
４

④と同じ (継)既存業務端末において、正常に起動する
IEEE802.1X認証対応の機器について情報収集を継続
したが、該当機器は見つからなかった。

観点を変えた段階的な無線化に向けた検討・
情報収集

(新)現機器構成下で対応セキュリティ要件を満たし
た無線機器が存在しないことが判明したことから、
発想を転換し、会議の無線化を促進し効率化・ペー
パレス化を実現できないか様々な角度から検討を行
い、Ｒ５年度の実証実験に向けて、ペーパレス会議
の検証モデルを策定し必要な機器の情報を収集し
た。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

⑦と同じ
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№17

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

段階的な無線化への取組は開始できなかったが、観点を変
えて情報収集を継続した。

【評価の理由】

発想の転換により別な形での無線化に向けて情報収集する
ことができた。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２

１

-

【行政創革プラン進捗状況シート②】
55 無線ネットワーク環境の整備 確 認 時 期 令和４年度末

現状を踏まえた上で、情報収集すべきことを把握すること
ができた。

当室内のみでの取組であった。

-
連 携 度 ２ ２ ２ -

- -

実証実験に向けて情報収集することができた。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

無線子機の起動が遅いため、ログオフログインの
際の起動に時間がかかる。
IEEE802.1Xの対応する無線受信機がない。

起動速度を上げるためには、無線子機の給電を
端末以外から行う必要がある。
対応可能な受信機があるか情報収集を行う。

情報収集

・Ｒ５年度予定のネットワーク環境更新に合わ
せ、引き続き総務省の基準を満たす機器の調達
について情報収集を行う。
・可能性のある機器の情報を入手したら、試験
を行い、実施の可能性を検討する。

Ｒ３と同じ

・引き続き総務省の基準を満たす機器の調達に
ついて情報収集を行う。
・会議の無線化を実現する各機器・ツール等が
会議の速度に耐えうる性能・精度かという課題
があるため、適正な機器調達のため情報収集を
行う。

当初、ゼロクライアントシステムの無線化を念頭に置き検討を進めていたが、現機器構成下で総
務省が示すセキュリティ要件を満たした機器が存在しないことが判明した。
発想の転換により、会議の無線化を促進することで場所を問わず会議を行うことができ、かつ効
率化・ペーパレス化の実現を目指すために、本年度は実現に必要な機器構成や運用方法を検討
し、ペーパレス会議の検証モデルを策定した。

Ｒ４と同じ

Ｒ４と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

無線ネットワーク環境の整備による財政的・業務的な効果を得るためには、
①総務省セキュリティ要件を満たす無線ＬＡＮ受信機の発売
②ネットワーク環境更新時での有線ネットワーク機器から無線ネットワーク機器への切替
のいずれかが達成されなければならない。
Ｒ５年度のネットワーク環境更新時には難しいため、その次の更新時を見据えて取組を継続する。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

ペーパーレスにより業務の効率が良くなった。２ ３ ３ -

オンライン会議を実現することができた。

政策推進課と連携し、ペーパーレス会議システムを運用し
た。

オンライン会議を実施した。

総合評価 Ａ Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ３
-

効 率 性

連 携 度 ３ ３ ３ -
-

Ｒ
６

- - 全体的に前倒して取組を実施することができた。

【評価の理由】

３

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

運用方法及びシステム構成、導入機器につい
て

(新)予定どおり議会改革検討会及び実務者会議で決
定した。

利用規約等のルールについて (新)予定どおり「苫小牧市議会タブレット使用ガイ
ドライン」を議会改革検討会及び実務者会議で決定
した。

事業者選定について (新)ペーパーレス会議システムの公募型プロポーザ
ルを実施し、タブレット端末の長期継続契約を締結
した。

Ｒ
３

６月・９月定例会及び決算委員会を紙との併
用とし、12月定例会から原則ペーパーレスと
する。

(新)６月・９月定例会及び決算委員会を紙との併用
とし、12月定例会からの原則ペーパーレスとした。

オンライン会議の開催に向けて検討する。 (新)オンライン会議の開催ができるよう、方法等を
検討し、予算要求を行った。

Ｒ
４

オンライン会議等開催のための必要備品の購
入を行った。

(新)オンライン会議の試験実施を経て、Ｒ４年11月
開催の議会改革検討会において、試験的にオンライ
ン会議を開催した。

（取組終了）

Ｒ
５

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

運用方法等の
検討

工
程
見
直
し

事業者選
定、試行実
施

工
程
見
直
し

本格導入 工
程
見
直
し

運用方法等の
検討・事業者
選定

施行実施、
オンライン
会議の検討

オンライン会
議の実施

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№17 庁内文書の電子化の推進

実 践 項 目 市議会へのタブレット端末の導入
担 当 部 署 議会事務局

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

56 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№17

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

議会ＩＣＴ化により、議会機能の強化につながっている。タブレット端末費用のうち、４分の１
は政務活動費、４分の１は議員負担とすることで、議会活動以外の議員活動等でも積極的に活用
し、市民への広報広聴の充実につなげる。
タブレット端末の有効活用を図るとともに、オンライン会議の実施に向けた環境を整備すること
ができた。

【上記のうち、特記すべき事項】

政策推進課とも連携し、ペーパーレス会議システムの有効利用を通じて業務の効率化を進めていく。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

導入に向けては、議員の理解が重要であるととも
に、議会と市側の連携が必要

議会改革検討会や実務者会議で協議・決定し、
政策推進課とも協議を続けた。さらに、市側と
連携し、同じシステムを導入することで、その
効果を高める。

Ｒ２と同じ

運用中の問題点等を実務者会議で協議・決定
し、政策推進課とも協議を続けた。さらに、市
側と連携して同じシステムを導入したことで、
その効果が高まった。

オンライン会議の実施
引き続き政策推進課と協議を続け、ペーパーレ
スに取組むとともに、オンライン会議のルール
化について、実務者会議で協議していく。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
56 市議会へのタブレット端末の導入 確 認 時 期 令和４年度末

100



①

②

③

④

⑤

⑧

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

57 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

実 践 項 目 会計事務の在り方の検討
担 当 部 署 会計課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

財務会計シス
テムの更新作
業

工
程
ど
お
り

財務会計シ
ステム稼
働、在り方
の検討

工
程
ど
お
り

方向性の明示 工
程
見
直
し

効果検証

Ｒ
３

新システム下での会計事務改善点を抽出 (新)新システムによる新たな会計事務（電子決裁・
電子審査）が実運用となり、各課からの問合せ等に
より改善点を抽出し、それに対応することで安定的
な運用につなげた。
・同時に内部検証を進め、抽出された課題への対応
として支出事務チェックシートを更新し、庁内周知
を行った。

技術進歩や事務手続の変革を踏まえた会計事
務改善点を抽出

(新)会計事務における各種押印の見直しを課題と捉
え、指針に基づいて検討した結果、請求書の押印省
略及び資金前渡請求方法の改善を行い、Ｒ４年度か
ら運用を開始する。あわせて請求書の電子保存を認
め、運用する。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

財務会計システムの更新 (新)予定どおりシステムを更新した。

新システムによる会計事務の運用方法を検討 (新)運用方法に関するＱ＆Ａを作成し、庁内周知を
行った。

Ｒ
５

Ｒ
４

方向性の明示 (新)財務会計システムを用いた事務の更なる効率化
の観点から、支出事務の集約化について検討を行う
こととした。

（取組終了）

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

- - 当初の工程どおり行うことができた。

【評価の理由】

関係部署へのアンケート調査を行い、具体的な要望等を把
握し、改善につなげた。-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

更なる効率化の観点から、支出事務の集約化について検討
することにした。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 安定的な稼働状況をベースに更なる改善に努め、効率性が
高められた。

新システムの稼働が安定し、改善に努めることにより、会
計事務全体の効率化を図ることができた。
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№18

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

【行政創革プラン進捗状況シート②】
57 会計事務の在り方の検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たに導入する電子決裁をどのように運用すれば
事務効率化が図れるのか。

資料添付に係る労力を抑えるために、資料を電
子添付、現物提出の振り分けを行った。

会計事務効率化のポイントを探す。

・４月から新システムが全面稼働し、各課から
の問合せに応答する中で、実際に即した形で運
用方法を見直した。
・関係部署と連携し、妥当な仕組みづくりを
行った。

関連システムとの連携を考慮し、さらなる改善点
や方向性を探る。

支出担当課からの日々の疑問・質問やアンケー
トによる要望調査等を通じ、改善につなげて
いった。

新システム導入により事務効率化が図られ、問題点を抽出し、改善していくことで更に効率化が
図られている。
一方で、支出命令件数が非常に多く、その件数を削減する取組が更なる効率化につながるほか、
今後の口座振込手数料の有料化も見据え、支出事務の集約化の検討を行う。

【上記のうち、特記すべき事項】

法や規則の下、何を押さえ、何を省き、何を変更することで、庁内の会計事務を効率化できるのか検討す
る。
事務処理環境の変化や国の行政改革の動向を踏まえつつ、時代遅れや独自発展したルール・事務となって
いないかを確認し、見直しを行う。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

受託者と進捗状況等の確認を行いながら、十分に連携して
取組むことができた

会計年度任用職員の給与計算を新たに加え、ＳＬＡ(サービ
ス品質保証)の締結を行うなど更なる業務改善を行ってい
る。

総合評価 Ａ 委託により年額約800万円の効果を生み出せたほか、職員の
働き方改革の実現に寄与しているものと考える｡

受託者の業務理解が進み、昨年度からさらなる人員の削減
となった。

Ａ Ａ

創 造 性 ３ ３ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -２

-

Ｒ
４

現行の給与計算等委託業務の期間満了に合わ
せ、次期事業者の特定及び委託契約の締結

(新)Ｒ４年６月に公募型プロポーザル方式で事業者
の特定を行い、前回と同事業者と契約を締結した。

Ｒ４年９月から新たな委託業務を施行 (新)会計年度任用職員の給与計算業務を新たに追加
した。

新たな委託契約締結後の業務状況確認
（取組終了）

(新)会計年度任用職員の給与計算業務等を追加後も
支障なく業務を実施できていることを確認した。

令和 5 年 3 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

現行の給与計算等委託業務について、委託内
容の検証

(継)現行の給与計算等委託業務についての検証を行
い、必要となるものを新たに次期委託業務の仕様に
加えた。

委託拡大に向けた業務仕様書の作成及び予算
の確保

(新)委託拡大を盛り込んだ業務仕様書を確定し、公
募型プロポーザル方式による事業者の募集を行っ
た。
・予算を確定した。

当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

会計年度任用職員の給与支給事務を行政監理
室に一元化

(新)事務の一元化により、毎月初に行われていた各
部署の給与支給に係る事務量が減少し、全庁的な事
務の効率化が図られた。

Ｒ２年３月委託開始の会計年度任用職員以外
の職員に係る給与支給事務（給与計算等委託
業務）の効果検証

(新)業務委託により、常態化していた会計年度任用
職員２人分の任用が不要となったほか、職員の時間
外勤務が前年度比で約50％の縮減につながった。

Ｒ
５

Ｒ
３

会計年度任用職員の給与支給事務の委託につ
いて検討

(新)現行の委託業務に加えて会計年度任用職員の給
与支給事務の委託を実施することとした。

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

支給事務の集
約、民間委託
の検討

工
程
ど
お
り

民間委託の
検討

工
程
ど
お
り

民間委託の実
施

工
程
ど
お
り

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

実 践 項 目 給与支給事務の集約化及び民間委託
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

58 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№18

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ４年４月に事業者の特定を行い、６月に仕様の確定及び契約、９月から新たな委託業務の実施
とおおむね工程どおり取組を実施した。また、新たな委託業務についても大きな問題もなく実施
されており、引き続き更なる職員の働き方改革の実現と業務効率化に努めていく。

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

受託者における人事給与システムの習熟度をどの
ようにして上げていくか

マニュアルの作成、研修環境の設定等により対
応

Ｒ４の委託拡大に向けて、業務の追加を含めた委
託内容の見直し

委託内容の精査及び関係部署等との協議による
業務仕様書のブラッシュアップ

会計年度任用職員システムの利用も含めたスムー
ズな移行

契約から業務実施までの期間をしっかりとった
上で、引継資料の作成及びＯＪＴによる引継ぎ
を行う。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
58 給与支給事務の集約化及び民間委託 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

59 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№18 庶務事務の効率化・集約化に向けた取組

実 践 項 目 旅費事務の集約化及び民間委託の検討
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

他自治体の調
査、支給基準
の見直し

工
程
ど
お
り

集約化・民
間委託の検
討

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

⇒

旅費事務集約
化の検討

庶務事務集約化
の検討

検討結果による

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

道内８市に対して、旅費事務の委託状況につ
いて調査を行う。

(新)予定どおり調査したところ、８市とも委託実績
は無く、うち４市が委託を検討した結果、見送って
いたことがわかった。

Ｒ
５

⑤と同じ

旅費マニュアルの改正に向けた検討を行う。

⑧と同じ

Ｒ
３

庁内の出張件数について調査を行う。 (新)庁内の出張件数を調査した結果、オンライン会
議等の普及により、Ｒ２年度はそれ以前の５年間に
比べて件数が半減していた。
・Ｈ27～Ｒ元年度の平均出張件数：2,972件（1,542
件）
・Ｒ２年度の出張件数：1,376件（439件）
※()内の件数は、公用車での出張を除いたもの

旅費事務の民間委託について検討を行う。 (新)自治体の旅費事務を受託した実績を有する旅行
会社（２者）と委託内容等について協議し、見積書
を徴取。委託料は年間1,000万円以上となることが確
認できた。

関係部署と協議し、旅費マニュアルの見直し
について検討を行う。

(新)旅費事務の運用ルールを明確化するため、関係
部署と協議した。

当初のスケジュールどおり検討を進めることができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

旅費事務の集約化に向けて検討を行う。 (新)予算の集約の可否について、関係部署と協議を
行った。

道内各市の旅費運用状況の調査を行う。 (新)旅費事務の効率化に向けて道内12市の旅費運用
マニュアルを調査し、本市の運用との比較を行った
上で旅費運用変更案を作成した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑤と同じ

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- -

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

道内他市の旅費運用状況と比較しながら、旅費事務の効率
化等に向けた検討を進めることができた。

道内自治体で構成される会議体を活用し、他市の旅費運用
状況を把握することができた。

庁内関係部署や道内他市と連携しながら検討を行うことが
できた。

本市の実態に即した旅費運用変更案を作成することができ
た。

総合評価 B
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№18

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
59 旅費事務の集約化及び民間委託の検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

道内自治体の委託状況はどうなっているのか。
道内主要市の担当者会議を利用し、道内８市の
委託状況を調査した。

どこまでの内容を委託できるか。
委託により費用対効果が得られるか。
オンライン会議等の普及により、出張件数に変化
はあったか。

民間委託する場合の仕様書を作成し、仕様書を
基に旅行会社と協議を行い、見積書を徴取し
た。
庁内の出張件数（Ｈ27年度～Ｒ２年度）を調査
した。

旅費事務を効率かつ適正に行うため、どのような
運用にするべきか。
どこまでの業務を集約できるか。

道内他市の旅費運用マニュアルを調査し、本市
の運用と比較した上で、本市の実態に即した旅
費運用変更案を作成した。
予算の集約について、関係部署と協議した。

道内12市の旅費運用マニュアルを調査した結果、本市の運用と大きく異なる部分や旅費事務の簡
素化に向け参考となる点が多く見られた。
今後は、旅費事務の効率化に向け、本市の実態に即した内容に「旅費マニュアル」を改正し、旅
費事務に伴う職員の事務負担軽減に努める。

【上記のうち、特記すべき事項】

旅費事務については、条例等で基本事項が定められているのみで、細かな運用は「旅費マニュアル」にお
いて定めているところである。そのため、「旅費マニュアル」の改正を含め、どこまで運用を簡素化でき
るかが今後の課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

61 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№19 システム化による業務の効率化

実 践 項 目 住居表示システムの導入
担 当 部 署 （民）窓口サービス課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

システム導入
調査・検討 工

程
ど
お
り

導入工程の
作成、機能
追加

工
程
見
直
し

台帳の整理・
データ化 工

程
見
直
し

システム稼働

導入方法の
協議、予算
計上

導入工程の作
成、機能追
加、台帳の整
理・データ化

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

導入手法の検討 (新)他部署導入済ＧＩＳシステムへの相乗りを検討
し、複数課で利用しているシステムに相乗りする手
法で決定した。

Ｒ
５

システム稼働

現行事務の運用変更

Ｒ
３

導入方法協議 (継)全ＧＩＳシステム導入課、ＩＣＴ推進室及びシ
ステムベンダーと導入方法等について協議を行い、
今後の導入に係るスケジュール等について定めたほ
か、導入に係る課題を確認・共有した。

地籍調査システム導入による影響調査
（開発管理課に新規導入したＧＩＳ）

(新)地籍調査に特化したシステムであり、当課での
業務内容には対応できないことが判明。本市で導入
済のGISシステムに機能を追加することとした。

予算計上 (新)Ｒ４年度予算に計上した。

工程どおりシステム導入が終了した。

【評価の理由】

Ｒ
４

導入工程の作成及び機能追加 (新)システムの導入に向けて計画的に実施した。

台帳の整備及びデータ化 (新)既存の紙台帳の整備及びデータ化を実施した。

現行事務の運用変更準備 (新)システム稼働後の運用について検討した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ３ ３ -

- -

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

手作業による住居表示台帳業務と比較し、システム導入す
ることで効率化が図られた。

昨年同様、必要最低限の回数、人員で協議を行い効率化を
図った。

担当部署及びシステムベンダーと協議を重ね導入可能と
なった。

既存システムに機能追加を行い、従来業務の効率化及び簡
素化を行った。

総合評価 B
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№19

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
61 住居表示システムの導入 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

膨大な量の紙台帳のデータ化に伴い、実際の建築
物と管理台帳との整合性を図る必要がある。ま
た、GISシステムの特性上、紙台帳との位置の相違
等を個別修正していく必要がある。

既存システムの導入課とのデータ整合性確認や
現地調査を実施し、正確な情報管理を目指す。

・Ｒ２と同じ
・導入方法に係る協議の結果、ＧＩＳへの接続方
法、アカウント数、サーバーのメモリについて検
討が必要。特にメモリ不足の可能性がある。

・Ｒ２と同じ
・令和４年度当初にテストをおこない、その結
果をもとに一番よい接続方法、アカウント数を
決定することとした。必要に応じてメモリの増
設も検討する。

Ｒ３と同じ

住居表示台帳のデータ化と並行して、既存シス
テム導入課のデータと住居表示台帳の整合性を
確認し、相違している点については随時修正し
た。

紙の住居表示台帳をデータ化、他部署導入済システムに機能追加することで、住居表示システム
を構築することができた。これにより、作業時間の大幅な減が見込まれ、今後は導入済システム
の更新時に新たな業務が発生することが見込まれるが、検討を重ねながら効率化を図っていきた
い。

既存システムへの機能追加という形でシステムを
導入したが、ＧＩＳシステムを次期更新時にどの
ような対応を行っていくか検討していく必要があ
る。

Ｒ５と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
総合行政ネットワーク(ＬＧＷＡＮ) を利用した公園施設管
理支援システム「ＰＯＳＡシステム」を導入した。

導入項目を総合的に判断し選定した。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- 導入費用については、交付金を活用した。

システム選定について関係部署との協議を行った。-
効 率 性 ２ ２ ３ -
連 携 度 ３ ２ ２ -

- - 当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
４

公園施設管理支援システム導入 (新)総合行政ネットワーク(ＬＧＷＡＮ) を利用した
公園施設管理支援システム「ＰＯＳＡシステム」を
導入した。

Ｒ
５

公園施設管理支援システム稼働

Ｒ
３

システム導入費および運用費の縮減の検討 (新)公園施設管理支援システム導入時の項目を総合
的に判断し選定することで、導入費と運用費の縮減
につながった。

市ＩＣＴ推進委員会においてシステムの導入
計画の審議

(新)市ＩＣＴ推進委員会でＩＣＴ導入計画審議の結
果「承認」され、Ｒ４年度の導入に向け導入費につ
いての予算計上を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

システム導入に伴う費用縮減について関係団
体と協議

(新)北海道との協議により、交付金（公園施設長寿
命化計画策定事業）を活用することが可能であるこ
とを確認した。

公園施設管理支援システムの検討及び選定 (新)庁内ネットワークの中で導入可能なシステムを
精査し、ＬＧＷＡＮ回線を利用したシステムの課内
デモを実施した結果、システムの操作性は問題な
かったが内容については今後の検討が必要である。

Ｒ
６

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

システム導入
調査・検討

工
程
ど
お
り

システム導
入準備

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

システム運用開
始

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№19 システム化による業務の効率化

実 践 項 目 公園施設管理支援システムの導入
担 当 部 署 （都）緑地公園課

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

62 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№19

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

構築済システムの比較検討を行い、コストだけではなく、拡張性なども考慮した公園施設管理支
援システム「POSAシステム」を導入することで、指定管理者とWEB上で最新の情報を共有すること
が可能となった。今後は、Ｒ５年度に策定を予定している公園施設長寿命化計画をシステム上で
管理し、次期（Ｒ15年度）計画更新に関わる費用の圧縮を図る。

導入したシステムの適正な運用

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

システム導入に向け費用縮減が必要である。
交付金（公園施設長寿命化計画策定事業）を活
用することが可能であることを確認した。

システム導入時の機能の選定
システム導入時の項目を総合的に判断し選定し
た。

導入するシステムの選定
交付金を活用するため、構築済のシステムを比
較し、コストだけではなく拡張性等も検討して
導入するシステムを選定した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
62 公園施設管理支援システムの導入 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

64 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№20 職員人材育成と「働き方改革」の推進

実 践 項 目 職員人材育成の推進
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

研修の充実、
取組の検討・
実施

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒

新たな階層
別研修の体
系構築

新たな階層別
研修の実施

タレントマネジ
メントシステム
の検討、選定

タレントマネジメントシス
テムの導入、人材育成基本
方針の改定

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

専門職の採用 (新)予定どおり福祉職を採用した（１人）。

職員改革改善提案制度の見直し (新)ガバメント・クラウドファンディングを利用し
た提案制度に内容を見直した。

職員研修カリキュラムの見直し (新)階層別研修に新たな科目を追加する等、一部カ
リキュラムを見直した。

Ｒ
５

⑤と同じ

タレントマネジメントシステムの機能検証

タレントマネジメントシステムの導入

人材育成基本方針の改定

Ｒ
３

①と同じ (継)福祉職を１人採用した。

セルフ・キャリアドックの実施 (新)新採用職員及び一般職課程Ⅰ受講職員に対し
て、キャリア研修（年２回）及びキャリア面談（年
２回）を実施した。

研修体系の見直し・構築 (新)新たな階層別研修の体系を構築した。

工程見直し後のとおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ (継)福祉職を１人採用した。

⑤と同じ (継)新採用職員に対して、キャリア面談を実施した
（年２回）。

新たな階層別研修の実施 (新)実践を重視した新たな階層別研修を実施した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑤と同じ

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ３
-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -

Ａ Ａ
創 造 性 ３ ３ ３ - -

２

-

新たに部次長職の研修を行うなど、管理職の部下育成力の
向上を図った。

事業内容に沿った適正な人数を採用した。

福祉部と協議し、福祉職を採用した。

今までにない実践を重視した研修を実施した。

総合評価 Ａ
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№20

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
64 職員人材育成の推進 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

改革改善提案制度の形骸化
ガバメント・クラウドファンディングという新
たな手法による提案制度とした。

・コロナの影響により、提案制度の実施時期が定
まらない。
・階層別研修の抜本的な見直し

・コロナの感染状況を注視している。
・研修の見直しのため、地方自治研究機構の共
同研究事業（Ｒ４年度実施）に申請し、採択さ
れた。

研修制度の見直しによる、新たな委託先の検討
地方自治研究機構の共同研究事業の研究機関で
ある業者に委託した。

新採用職員の職場定着のため、キャリア面談を引き続き実施したとともに、地方自治研究機構が
行う共同研究事業において、実践を重視した新たな階層別研修を実施した。

職員個々の特性を把握し、業務に活かす工夫の検
討

人材育成基本方針の改定

【上記のうち、特記すべき事項】

働き方改革を推進する中で、職員個々の特性を把握し、職員一人ひとりに向き合うことで、人材育成の強
化を図っていくことが、今後の課題である。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

65 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№20 職員人材育成と「働き方改革」の推進

実 践 項 目 出退勤管理手法の検討
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、手法の
検討

工
程
ど
お
り

検討結果に
よる

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒

閉庁時間前
倒しの実施

出退勤管理シ
ステムの導入
準備

出退勤管理シス
テムの導入

効果検証

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

指紋認証機器による出退管理の試行実施 (新)新型コロナウイルス感染拡大防止のため、期間
と対象者を限定して実施した。

Ｒ
５

出退勤管理システムを導入する。

Ｒ
３

新たな手法による出退勤管理について検討す
る。

(新)閉庁時間の前倒し（午後10時から９時30分に
変更）を実施した。
(新)他市における出退管理システム導入後の効果・
課題を参考に、出退管理システムの導入に向けた準
備を進めた。

ＰＣ上の打刻とＩＣカードリーダーの打刻（本庁舎、第２
庁舎）を併用した出退勤管理を行うための予算措置を行っ
た。

【評価の理由】

Ｒ
４

②と同じ
Ｒ５年度の導入に向けて、ＩＣＴ推進委員会
での審議を経て予算措置を行う。

(継)閉庁時間の前倒し（午後９時30分から９時に変
更）を実施した。
(継)ＩＣカードリーダーによる打刻（通常時）とＰ
Ｃ上の打刻（テレワーク時）を併用する手法で、予
算措置を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

導入に対する効果の検証を行う。

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２

-

効 率 性 ２ ２ ３ -

連 携 度 ２ ３ ３ -

- -

B Ａ

創 造 性 ２ ２ ３ - -

２

-

多様な働き方に応じた出退勤管理手法を導入することとし
た。

出退勤管理の導入検討と並行して、閉庁時間の前倒しや働
き方改革強化月間の取組により時間外勤務の縮減に努め
た。

長時間労働を是正し、職員の心身の健康を保持するため、
働き方改革の推進により全庁的に時間外勤務の縮減に努め
た。

多様な働き方の実現に向けて、時差出勤やテレワーク、通
常勤務における出退勤管理手法を導入することとした。

総合評価 B
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№20

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
65 出退勤管理手法の検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

指紋認証機器は、多数の職員が共用することによ
り感染リスクが高まることから、全庁的な展開は
困難である。

時間外勤務の実態把握に努め、長時間労働を是
正する。

出退勤管理システム導入自治体においても、ＰＣ
ログ、タイムカードでは正確な労働時間の把握が
困難であることや、時間外勤務時間と退庁時間の
乖離（サービス残業等）の解消が課題として残っ
ている。

出退勤管理の本来の目的は、労働時間を適正に
把握することで、長時間労働やサービス残業を
是正し、職員の心身の健康を確保することにあ
るため、システム導入の検討に併せて、時間外
勤務の上限設定や閉庁時間を段階的に前倒しす
る等の取組を実施している。

ＰＣ上の打刻の場合、打刻漏れ等により正確に出
退勤時刻を記録できない可能性があることから、
別途経費を要するが、ＩＣカードリーダーの導入
が必要である。

本庁舎から段階的にＩＣカードリーダーを導入
する。

出退勤管理に関する予算措置を行い、令和５年度から段階的なＩＣカードリーダーの導入を予定
している。あわせて、閉庁時間を午後９時30分から９時に前倒したことで、時間外勤務の縮減効
果が得られ、長時間労働の是正につながっている。

【上記のうち、特記すべき事項】

時間外勤務の上限は、原則月45時間かつ年360時間までとしている。閉庁時間は午後９時30分から９時に
変更しており、状況を見ながら段階的に前倒していく。

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
時差出勤やテレワーク、ＷＥＢ会議等の多様な働き方が浸
透し、ニーズ調査により新たなワークスタイルの検討につ
ながった。

職員のニーズ調査により、タブレットの導入やサテライト
オフィス、時差出勤の拡大等新たなニーズを把握できた。

総合評価 B Ａ Ａ

創 造 性 ２ ３ ３ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２ ２

- テレワーク用の貸出ＰＣをＷＥＢ会議や研修等で活用する
ことで、多様なワークスタイルの実現につながった。

全庁的な実施のほか、働き方改革強化月間の取組として実
施したことで組織力の向上につながった。-

効 率 性 ２ ２ ３ -
連 携 度 ２ ３ ３ -

- - 時差出勤や国のテレワーク実証実験を活用し、働き方改革
の一環として通年で実施している。

【評価の理由】

Ｒ
４

①と同じ (継)通年実施のほか、働き方改革強化月間(７～９
月)の取組として継続して実施した。

②と同じ (継)同上

新たなワークスタイルの検討 (新)新たなワークスタイルの構築に向けて、職員
ニーズ調査を行った結果、タブレットの導入や時差
出勤の拡大などの新たなニーズを把握できた。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

①と同じ

Ｒ
３

①と同じ (継)通年実施のほか、働き方改革強化月間(７～９
月)の取組として実施した。

②と同じ (継)通年実施のほか、働き方改革強化月間(７～９
月)の取組として実施した。
・テレワーク用の貸出ＰＣを導入した（40台）。

導入の検討 (新)時差出勤及び在宅勤務の実施状況やその効果等
について検証し、改善を行った。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

時差出勤の実施 (新)コロナ対策も含め、時差出勤を実施した。

在宅勤務の実施 (新)コロナ対策や、テレワークの実証実験に採択さ
れたことにより、在宅勤務を実施した。

Ｒ
５

①と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

先進自治体の
調査、導入の
検討

工
程
ど
お
り

試行実施、
効果検証

工
程
ど
お
り

検討結果によ
る

工
程
見
直
し

⇒ ⇒

多様な働き方
の効果検証

⇒

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№20 職員人材育成と「働き方改革」の推進

実 践 項 目 フレックスタイム制導入の検討
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○ ○

66 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末
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№20

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

働き方改革強化月間の取組として実施したことで、多様な働き方が浸透し、作業効率の向上、時
間管理意識の向上、時間の有効活用、育児と仕事の両立、ワークライフバランスの実現、仕事へ
の意欲向上等様々な効果が現れている。引き続き時代のニーズに合わせたワークスタイルを検討
する。

【上記のうち、特記すべき事項】

新型コロナウイルス感染症の拡大時における業務継続を視野に入れ、テレワークを推進した。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

在宅勤務を実施するにあたり、テレワークの環境
が整っていない。

国が実施するテレワークの実証実験に応募し、
採択されたことで、無償でテレワークシステム
を50台分利用できることとなった。

自宅のＰＣを使用したテレワークとなることか
ら、実施者が限定される。

自宅にＰＣがない職員向けに40台分のノートＰ
Ｃの貸出を行い、更なる推進を図った。

時差出勤やテレワークにより多様な働き方が可能
となり、フレックスタイム制の必要性の有無につ
いて、改めて検討する必要がある。

健康経営の観点から限られた時間設定の中で、
フレックスタイム制に対する職員ニーズを調査
する。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
66 フレックスタイム制導入の検討 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４ 業務実態や職種等に即した配置定数を定めた。

時代に合わせ、組織機構の改正に伴う適正な定数配置を
行った。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 １ １ １

- おおむね適正な配置定数を定めることができた。

各部署への聞き取りを行い、業務実態や職種等、各部署の
実情に応じた方針及び次年度の配置定数を定めた。-

効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- - Ｒ５年度からの新たな方針の素案を策定した。

【評価の理由】

Ｒ
４

新たな職員配置適正化方針を策定する。 (継)新たな職員配置適正化方針の素案を策定した。

②と同じ (継)Ｒ５年度の正規職員数について、1,037人（方針
基準と比較して△14人）と定めた。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

Ｒ
３

新たな職員配置適正化方針策定に向けた準備 (継)Ｒ５年度からの国の定年引上げに係る制度改正
の　　　　　　　　　　　　　　　　　　内容を確
認し、制度改正の内容を踏まえた方針資料を作成し
た。

②と同じ (継)Ｒ４年度の正規職員数について、1,039人（方針
基準と比較して△12人）と定めた。

取 組 内 容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

新たな職員配置適正化方針を策定する。 (新)国の定年延長に係る制度改正の動向を注視し、
方針改定の準備を行った。

各課の実情に応じた配置定数を定め、次年度
の職員数の適正管理を行う。

(新)Ｒ３年度の正規職員数について、1,038人（方針
基準と比較して△13人）と定めた。

Ｒ
５

新たな方針の周知

②と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

職員数の適正
管理、方針の
改訂

工
程
見
直
し

職員数の適
正管理

工
程
見
直
し

⇒ 工
程
見
直
し

⇒ ⇒

職員数の適正
管理

方針改訂準
備・職員数
の適正管理

方針改訂実
施・職員数の
適正管理

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 職員数の適正化
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○

67 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

117



№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

正規職員数（Ｒ５年４月１日現在）：1,037人（△14人）
※　正規職員数は、病院及び消防を除いた人数
定年引上げにあわせた新たな方針の素案を策定した。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

配置定数は、年度ごとの各部署の業務の状況等を勘案して定めるものであるが、各部署の適正な配置定数
について見直しを行う必要がある。

特 記 事 項

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たな行政課題による一時的な増減員が見込まれ
ることから、そのバランス及び優先順位について
は、引き続き検討が必要

民間委託のほか、業務の精査等を継続して行
い、配置定数を定めた。

Ｒ２と同じ
定年引上げに伴う自治体の配置定数の考え方につ
いて検証・整理が必要

市の行政課題に対応するため、民間委託や組織
改編に伴う増員と減員の調整を行った。

Ｒ３と同じ

Ｒ３と同じ
正規職員の定年引上げに伴い、正規職員と再任
用職員の職員数を一体として管理を行うことと
した。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
67 職員数の適正化 確 認 時 期 令和４年度末
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①

②

③

④

⑤

⑥

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

68 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 組織機構の再調整
担 当 部 署 （総）行政監理室

ＩＣＴ 人材育成

○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

組織体制の検
討・改正

工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ 工
程
ど
お
り

⇒ ⇒

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

新型コロナウイルス感染症に対応した組織の
検討・改正

(新)緊急経済対策給付金室の設置（Ｒ２年４月）
新型コロナウイルスワクチン接種対策室の設置
（Ｒ３年１月）

機能的な組織体制の構築に向けた検討・改正 (新)ＩＣＴ推進室、こども相談課の設置、道路河川
課と道路維持課の組織改編、働き方改革に関する担
当を配置（Ｒ３年４月）

Ｒ
５

②と同じ

Ｒ
３

②と同じ (継)国際リゾート戦略室とまちづくり推進課まちな
か再生主幹の統合、農業水産振興課と公設地方卸売
市場の統合、上下水道部の組織改編（Ｒ４年４月）

機能的な組織体制の構築に向け、予定どおり協議を実施

【評価の理由】

Ｒ
４

②と同じ (継)国民スポーツ大会準備室の設置（Ｒ４年11月）

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

②と同じ

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ３ ３ ３ -
連 携 度 ３ ３ ３ -

- -

Ａ Ａ
創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

社会情勢の変化等に柔軟に対応できるよう組織体制の見直
しを行った。

高度化・複雑化する行政課題に対して迅速、的確かつ柔軟
に対応する組織体制の調整を行った。

関係部署と協議し、組織体制の調整を行った。

時代にマッチした機能的な組織体制の調整を行った。

総合評価 Ａ
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№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
68 組織機構の再調整 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

新たな行政課題に対応した組織体制の調整
組織機構の工夫により、職員数を増員すること
なく対応する。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ６年度に向けた新たな行政課題に対応するため、組織を新設した。組織の見直しに当たって
は、兼職等により限られた職員数の中での組織機構の工夫を行った。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

特 記 事 項
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

69 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 選挙事務の在り方の検討
担 当 部 署 選挙管理委員会事務局

ＩＣＴ 人材育成

○

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

他自治体の調
査、在り方の
検討 工

程
ど
お
り

検討結果に
よる

工
程
見
直
し

⇒
工
程
見
直
し

⇒ ⇒

当日投票シ
ステムの増
設

事務体制の見
直し、当日投
票Ｓの増設

事務体制の見直
し、不在者投票
事務のオンライ
ン化

取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

選挙管理委員会事務局組織体制の見直しを検
討する。

(新)道内33市の組織体制について確認し、専任及び
兼務の状況について調査を行ったところ、約８割の
市が兼任職員を配置していた。

投票所開設時間の見直しに関する調査を行
う。

(新)過去の選挙の時間別投票者数等、投票所開設時
間の見直しに関する調査を行ったところ、開設時間
の短縮には課題があることがわかった。

選挙執行に関する業務の効率化を推進する。 (新)投票事務電子化の推進について検討し、次回選
挙時に当日投票システムの導入を９投票所から10投
票所に増設する予定である。
(新)啓発事業として、高校で出前講座を実施した。

Ｒ
５

④と同じ

⑤と同じ

⑥と同じ

⑤と同じ

⑥と同じ

Ｒ
３

組織体制見直しに向けた検討及び関係部署と
の協議

(新)関係部署と協議を行った。

投票所開設時間の見直しに向け検討する。 (新)コロナ対策のため、第49回衆議員総選挙で期日
前投票所の開設期間を１日延長した。

③と同じ (継)第49回衆議員総選挙で当日投票システムを10投
票所（前回９投票所）で実施した。

当初の工程どおり取組を行うことができた。

【評価の理由】

Ｒ
４

④と同じ (継)関係部署と協議を行い、組織体制見直しに向け
た検討を行った。

⑤と同じ (継)第26回参議院議員通常選挙で前回の同選挙と比
較して、期日前投票所の開設期間を１日延長した。

⑥と同じ (継)第26回参議院議員通常選挙で当日投票システム
を15投票所（Ｒ３年度10投票所）で実施した。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

④と同じ

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ２ ２
-

効 率 性 ２ ２ ３ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- -

B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

２

-

一部見直しを行ったが、工程どおり進行している。

投票事務の効率性向上のため当日投票システムの増設を
行った。

関係機関と協議を行った。

コロナ禍でも工夫し出前講座の実施、不在者投票用紙請求
オンライン化の準備など、効率化の推進を図った。

総合評価 B
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№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

【行政創革プラン進捗状況シート②】
69 選挙事務の在り方の検討 確 認 時 期 令和４年度末

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

全庁的な職員数の削減による組織体制の検討が必
要。

事務局職員を他部署の兼任とする効率的な組
織体制の検討や、選挙事務の電子化の推進に
よる効率的な選挙事務の体制を検討した。

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ Ｒ２と同じ

第26回参議院議員通常選挙での当日投票システム導入数について検討を行い、増設を行った。
また、関係部署と連携して不在者投票用紙オンライン請求の準備を進め、Ｒ５年４月の統一地方
選挙で実施していく。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

選挙を取り巻く環境の変化や選挙事務の電子化の推進等、時代に応じた改善が必要である。
また、若年層の投票率が低いため、投票しやすい環境づくりや効果的な啓発事業を行い若者の選挙への
関心を高める取組が必要である。

特 記 事 項
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①

②

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４

Ｒ４
リスクアプローチ監査の実施により、リスクの高い業務に
重点を置いた有効な監査が実施できた。

リスクアプローチ監査の実施により、監査資源の有効活用
という視点が取り入れられた。

総合評価 B B B
創 造 性 ２ ２ ２ - -

取 組 に 対 す る
自 己 評 価

進 捗 度 ３ ２ ２

- リスクアプローチ監査の実施により、効率的に監査が実施
できた。

行政監理室と連携し、監査結果の職員研修を実施した。-
効 率 性 ２ ２ ２ -
連 携 度 ２ ２ ２ -

- - 当初の予定どおりリスクアプローチ監査を実施できた。

【評価の理由】

Ｒ
４

リスクアプローチ監査の実施結果を踏まえた
リスクアプローチポイントの見直しを行う。

(新)監査実績を積み上げた事例分析によってリスク
の特定を見直した。

②と同じ (継)全部署を対象とした監査結果の職員研修を実施
した。定期監査の経過報告会を開催し、監査対象の
所属長と担当係長に対し、監査で見られた事例の説
明を行った。

令和 年 月取組終了
取組終了の場合記入 →

Ｒ
６

⑥と同じ

②と同じ

Ｒ
３

前年の試行実施結果及びマニュアル等の情報
収集によりリスクアプローチ監査を実施す
る。

(継)過去の監査における事例分析によるリスクの特
定した。
(新)全庁的に公表されているマニュアル等の情報を
加味してリスクアプローチ監査を実施した。

②と同じ (継)全部署を対象とした監査結果の職員研修を実施
した。定期監査の経過報告会を開催し、監査対象の
所属長と担当係長に対し、監査で見られた事例の説
明を行った。取組内容

【取組予定・今後の取組予定】 【取組結果・評価につながる活動指標(効果)】

Ｒ
２

過去の監査における事例分析、内部統制に準
じたマニュアル等の情報収集等により、リス
クアプローチ監査の実施に向けた検討を進め
る。

(新)過去の監査における事例分析を基に、リスクア
プローチ監査を試行的に実施した。

監査結果の職員への浸透を図り、再発防止の
徹底に向けた周知方法の検討を進める。

(新)全部署を対象とした監査結果の職員研修を実施
した。また、定期監査の経過報告会で所属長と担当
係長に対し、監査で見られた事例の説明を行った。

Ｒ
５

⑥と同じ

②と同じ

工 程 表
( 予 定 含 )

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

事例分析、周
知方法の検討

工
程
ど
お
り

リスクアプ
ローチ監査
の実施

工
程
ど
お
り

効果検証、周
知方法の検討

工
程
ど
お
り

テ ー マ
財政運営 市民サービス 協働 施設 民間活力

№21 簡素で効率的な組織づくり

実 践 項 目 監査機能の強化と監査資源の有効活用
担 当 部 署 監査委員事務局

ＩＣＴ 人材育成

○

70 【行政創革プラン進捗状況シート①】

確認時期 令和４年度末

123



№21

年度

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

特 記 事 項
リスクの評価を継続することによって有効性が高まり、適切にリスクにアプローチした監査が可
能となっている。更なるリスク評価手法の向上を目標に取り組んでいく。

Ｒ２と同じ

Ｒ２と同じ

【上記のうち、特記すべき事項】

リスクアプローチ監査を有効に機能させるには、継続してリスクの評価をするとともに、内部統制の整備
状況及び有効性の評価により、適切にリスクにアプローチする観点が重要であり、リスクの評価手法の精
度の向上が今後の課題である。

取 組 上 の
課 題 等

課題・問題点／今後の想定される課題等 左記の解決方法

継続したリスクの分析や内部統制に準じるマニュ
アル等の有効性についての評価等も検討が必要。

マニュアル等の整備された業務について、次年
度以降の監査においてその有効性の検証を行
う。

Ｒ２と同じ
マニュアル等の整備された業務について、定期
監査内で有効性についても検証を行う。

Ｒ２と同じ
過去に指摘した事例等の繰返しを防止するため
の対策として有効性の高いものの検証を行う。

【行政創革プラン進捗状況シート②】
70 監査機能の強化と監査資源の有効活用 確 認 時 期 令和４年度末
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